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令和２～３年度厚生労働科学研究費補助金(健康安全・危機管理対策総合研究事業) 

総括総合研究報告書 

 

特定建築物における室内空気中化学物質の実態把握のための研究 

 

研究代表者  小林 健一  国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 

研究要旨 

 建築物衛生法により特定建築物において測定が義務づけられている物質はホルムアルデヒドの

みである。この測定は、新築、大規模模様替え後初めて来る夏期の 6～9 月に 1 回のみである。 

本研究は、ホルムアルデヒド以外にも室内濃度指針値が設定されている 12 個別物質及び TVOC

（Total Volatile Organic Compounds；総揮発性有機化合物）等の実態調査を行うと共に、その他の化

学物質の現状把握及び健康リスク評価による基準のあり方の検討、室内濃度指針値を超える状況

が確認された場合はその原因分析と低減措置の手法を提案することを目的とする。 

 

本研究では、 

①特定建築物の報告統計 

②国内外における室内空気汚染物質の空気質ガイドラインの動向 

③全国調査の概要 

④拡散サンプラーを用いる空気中ガス状化学物質の分析 

⑤現場立入調査とアクティブサンプリング 

⑥特定建築物における室内空気中化学物質の健康リスク評価 

⑦建築・設備及び室内環境管理と室内空気中化学物質濃度の関係 

のようにサブテーマを設けて研究を実施した。 

 

 2 ヶ年計画として、2020 年度は 56 施設に対して冬期の空気質調査とアンケートを、そのうち 29

施設を対象に 2021 年夏期に 2 回目の測定を実施した。2021 年度は更に、新たに手配した建物 75

施設を対象に夏期・冬期の拡散サンプラーによる空気質調査とアンケート調査を行った。拡散サ

ンプラーによる室内空気中化学物質調査では計 242 ヶ所のサンプルを回収した。現場立入調査と

アクティブサンプリングによる化学物質濃度測定は 7 物件（11 ヶ所）に対して、冬期・夏期実測

を行った。 

今回の特定建築物を対象とした室内空気中化学物質の全国調査結果より、特定建築物における

厚生労働省の 13 指針物質及び TVOC 濃度の実態を把握することができた。また、新しい指針物質

として議論されてきた 2E1H（2-エチル-1-ヘキサノール）、TX（テキサノール）についても実態を

調べることができた。これらの研究成果は、室内空気環境及び健康衛生の改善のため、保健衛生・

建築・設備環境を考慮した工学的・衛生学的対策に繋いでいく。 
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研究組織 

研究分担者 

欅田 尚樹（産業医科大学） 

東  賢一（近畿大学） 

鍵  直樹（東京工業大学） 

金  勲 （国立保健医療科学院） 

稲葉 洋平（国立保健医療科学院） 

研究協力者 

内山 茂久（国立保健医療科学院） 

尾崎 貴之（全国ビルメンテナンス協会） 

 

A. 研究目的 

 建築物衛生法により特定建築物において測

定が義務づけられている物質はホルムアルデ

ヒドのみである。さらにこの測定は、ホルムア

ルデヒドについては，新築または大規模模様替

えを行った後，最初に来る 6 月から 9 月の間に

1 回測定する。 

本研究は、ホルムアルデヒド以外にも室内濃

度指針値が設定されている 12 個別物質及び

TVOC（Total Volatile Organic Compounds；総揮

発性有機化合物）等の実態調査を行うと共に、

その他の化学物質の現状把握及び健康リスク

評価による基準のあり方の検討、室内濃度指針

値を超える状況が確認された場合はその原因

分析と低減措置の手法を提案することを目的

として実施した。 

 

B. 研究方法 

 2 ヶ年の研究として、以下の事項について

調査研究を実施した。 

B.1 特定建築物の報告統計（分担研究１） 

 厚生労働省から公表された全国の立ち入り

調査のデータを用いた空気環境項目の不適率

の最新動向について整理を行った。 

B.2 国内外における室内空気汚染物質の空気

質ガイドラインの動向（分担研究２） 

 建築物衛生法の適用範囲の検討のために世

界保健機関（WHO）のほか、ドイツ、フラン

ス、カナダにおける室内空気質ガイドライン

に関する評価文書、関連学会の資料、関連論

文を調査、整理した。 

B.3 全国調査の概要（分担研究３） 

 2020 年度は 56 施設に対して冬期の空気質

調査とアンケート、2021 年度は 75 施設に対

して夏期・冬期の空気質調査とアンケート調

査を行った。拡散サンプラーによる室内空気

中化学物質調査では 242 ヶ所のサンプルを回

収した。アンケートでは、建物所在地・用途

などの基本情報のほか、内装材の種類、消臭

剤・防虫剤の使用有無、室内環境に対する執

務者からの苦情の有無、新型コロナウイルス

対策、建築物衛生法の環境衛生管理基準項目

の測定有無等を設問とした。 

B.4 拡散サンプラーを用いる空気中ガス状化

学物質の分析（分担研究４） 

 特定建築物に対してガス状化学物質濃度の

測定を 4種類の拡散サンプラー（オゾン，カ

ルボニル化合物測定用，VOC 測定用，酸性ガ

ス測定用，塩基性ガス測定用）を用いて夏期

と冬期に分けて実施した。合計 242 ヶ所のサ

ンプルを回収できた。 

B.5 現場立入調査とアクティブサンプリング

（分担研究５） 

 化学物質濃度の現状、建築物衛生管理状況

など把握するため、7 物件（11 ヶ所）の事務

所建築に対して、ホルムアルデヒドを含む厚

生労働省の指針値に示されている物質を中心

にアクティブ法を用いて実測調査を行った。 

また、事務所室内空気中の 2E1H 発生特性

の実測調査を行うほか、温度、相対湿度、二

酸化炭素の連続測定のほか、浮遊粒子状物質

の調査を行った。 

B.6 特定建築物における室内空気中化学物質

の健康リスク評価（分担研究６） 
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北海道、関東、中部、関西、九州に建つ特

定建築物を対象に、2020 年度は 37件、2021

年度夏期は 111件、2021 年度冬期は 75件か

ら取得された室内温湿度ならびに化学物質の

データを用いて統計解析を行った。得られた

室内化学物質濃度の統計値と核物質のリスク

評価値（RfC）を用い、暴露余裕度（MOE）

を算出した。 

B.7 建築・設備及び室内環境管理と室内空気

中化学物質濃度の関係（分担研究７） 

「全国調査の概要（分担研究３）」と「拡散

サンプラーを用いる空気中ガス状化学物質の

分析（分担研究４）」の結果を踏まえて、建

築・設備、室内環境を説明変数、成分濃度を

目的変数として有意差検定（Wilcoxon 検定）

を行った。今回の検定では季節特性は考慮せ

ず、建物及び設備、室内環境要因だけを対象

とした。統計解析には SAS-JMP11 を用いて、

有意水準 5%とした。 

 

C. 研究結果 

C.1 特定建築物の報告統計（分担研究１） 

 建築物衛生法に定められる特定建築物の各

環境要素について、二酸化炭素濃度、温度、相

対湿度の不適率については、いずれも値が高く、

上昇する傾向となった。この要因としては、平

成 15 年の建築物衛生法の改正による個別空調

方式の建物が特定建築物の適用範囲となった

こと、建築物省エネ法の改正などが挙げられる。

一方で、浮遊粉塵、一酸化炭素、気流、ホルム

アルデヒドに関する不適率は低い値で推移し

ている。なお、新型コロナウイルス感染症の対

策の実施から、二酸化炭素濃度および温度に関

する不適率についても影響を及ぼしているこ

とが示唆された。 

C.2 国内外における室内空気汚染物質の空気

質ガイドラインの動向（分担研究２） 

 WHO は 2016 年に基準新設に関して優先順

位を 4つの区分に分けている。喫緊に再評価若

しくは改訂を要する物質（グループ１）から当

面再評価が不要な物質（グループ４）を策定し

ている。また、2021 年には粒子状物質、オゾ

ン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空

気質ガイドラインが改正された。諸外国におい

ては、ドイツでは 64、フランスでは 15、カナ

ダでは 13 の物質若しくは物質群に対して室内

空気質ガイドラインが定められていた。 

C.3 全国調査の概要（分担研究３） 

 アンケートの有効回答数は特定建築物 126

件となった。 

 空調方式は、個別式空調が 48％、中央式と中

央・個別併用式は 49％となり、ほぼ半々の割

合となっている。 

また、建築物衛生法に定める環境衛生管理基

準項目に対して測定の実施については、6項目

の測定は約 45～50%に留まった。なお、執務者

の苦情要因としては、温度、湿度、気流が挙げ

られ、それぞれ 20%、10%、7%で苦情があっ

た。 

においが気になる場所は無いとの回答が

74％と最も多く、トイレ 10％、執務室 5％、廊

下4％、共用空間2%、会議室2%の順であった。 

生活用品としては、空気清浄機が最も多く、

次に消臭剤、スプレー式消臭・消毒剤の使用が

多かった。昨今の新型コロナ感染症対策の影響

と考えられる。 

新型コロナ対策として、最も多く採用されて

いるのはマスク 97％、手指衛生 80％、テレビ

会議 74%であった。換気は 58％、空気清浄機

を 38％が挙げていることから、空気環境への

関心が高くなっていることが覗われた。 

C.4 拡散サンプラーを用いる空気中ガス状化

学物質の分析（分担研究４） 

 242件の特定建築物に対してガス状化学物

質濃度を測定したところ、ホルムアルデヒ

ド、アセトアルデヒド、ベンゼン、エタノー



- 4 - 
 

ル、2,2,4,6,6-ペンタメチルへプタンが特異に

高濃度を示した建築物が見受けられた。ホル

ムアルデヒドについては、1 施設で 160µg/m3

を示しており、当該建築物ではアセトアルデ

ヒドが 100µg/m3、アセトンが 140µg/m3、トル

エンが 61µg/m3、d-リモネンが 37µg/m3を示す

など他の建築物と比較して特異に高濃度であ

った。また、新型コロナウイルス感染症対策

としてエタノール系の消毒剤を使用する頻度

が高いため、アセトアルデヒドの生成メカニ

ズムを詳細に検討する必要性もうかがえた。 

C.5 現場立入調査とアクティブサンプリング

（分担研究５） 

 ホルムアルデヒドの調査結果によると、建築

物衛生法の基準値（100µg/m3）および厚生労働

省指針値（48µg/m3）に対して超過する建築物

は無かった。一方で、総揮発性有機化合物

（TVOC）については暫定目標値（400µg/m3）

を超過する建築物が冬期に 1 件存在していた

が、当該建築物は前年に倉庫を改修して事務所

とした建築物であり、新しい内装材料を用いた

ことで濃度が高くなったと考えられる。 

 2E1H については、タイル地、金属製 OAフ

ロア、コンクリート・プラスチック製 OAフロ

ア、コンクリートスラブ下地別に 2E1H 濃度と

TVOC 濃度を測定したところ、コンクリート下

地の建築物において濃度が高い傾向が見受け

られた。 

 冬期測定については、温度は 18℃以下とな

る建築が 4 件あるものの 24～25℃程度を推移

している建築物が多い。相対湿度は 40%を超え

る建築物が 1件のみであり、30%程度以下とな

る建築物が多い。二酸化炭素濃度については、

1 件のみ 1000ppm を超える建築物があるもの

の、その他の建築物は 600ppm程度以下であっ

た。夏期測定については、温度は 1件のみ 28℃

を超える建築物があるもののその他の建築物

は 24～27℃程度を推移している。相対湿度は

概ね 40～60%程度を推移しており、二酸化炭素

濃度も概ね 1000ppm 以下であった。 

 浮遊粒子状物質については、外気濃度に対す

る室内濃度の比（IO比）に着目すると、小さな

粒径の粒子において IO 比＜1 が多く、外気由

来の粒子が室内では低く維持されている。一方、

5µm や 10µm の大きな粒子では IO 比>1 の室

内が増加している。大きな粒子は人工的に生成

されることが多く、在室者密度が高く室内での

活動が多くなると濃度が高くなることがある。 

C.6 特定建築物における室内空気中化学物質

の健康リスク評価（分担研究６） 

 健康リスク評価の結果、冬期夏期ともに、二

酸化窒素、塩化水素、ベンゼンのリスクが総じ

て高かった。また、アクロレイン、1,2-ジクロ

ロエタン、トリクロロエチレン、アセトアルデ

ヒド、トルエン、クロトンアルデヒド、クロロ

ホルムでは、特定の事務所でリスクが高かった

が、平均的にはそれほどリスクは高くなかった。

その他、炭素数 9～18 の脂肪族炭化水素は冬期

夏期ともに平均的にリスクが高く、ホルムアル

デヒドは夏期でリスクが高い傾向にあった。 

C.7 建築・設備及び室内環境管理と室内空気

中化学物質濃度の関係（分担研究７） 

事務所、宿泊業、店舗における一部化学物質

で業種による有意な濃度差が見られた。建築年

数については、トルエンやテキサノールにおい

ては古い建物が高いことがあり、2E1H は築年

数 20～30 年の建物が 40～50 年の古い建物よ

り高かった。エチルベンゼンと o-キシレン共に

併用式空調が中央式より高く、2E1H は併用式

が中央式及び個別式より高いことが認められ

た。一方、テキサノールは個別式が中央式より

高かった。 

室内環境衛生管理項目 6項目中、CO2濃度測

定の実施有無を代表因子として検定した結果、

トルエン、エチルベンゼン、キシレン、2E1H、

p-ジクロロベンゼン、ドデカンが実施している
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施設において濃度が高く、デカンにおいては実

施している施設が低い結果となった。 

壁材として木質系、ビニルクロス、紙クロス

が一部成分に対して有意な濃度差を示した。ビ

ニルクロスと紙クロスは成分濃度の傾向が逆

に現れた。塗料やコンクリートむき出しに対し

て、有意差が認められた成分はなかった。 

床材としては、木材・フローリングに対して

デカン濃度が低い結果となった。カーペットは

ヘキサンとドデカン濃度が低く、コンクリート

床材はデカンが有意に低かった。Pタイルやタ

イルに対して有意差が認められた成分はなか

った。床下地材に対しては、コンクリート OA

フロア及びプラスチック OAフロアは 2E1H が

高いことが示された。 

スプレー式消臭・消毒剤の使用建物はホルム

アルデヒド濃度が高く、オゾン発生器はデカン

とテキサノール濃度が低かった。芳香剤、次亜

塩素酸、空気清浄機は有意差が認められた成分

はなかった。においが気になる場所が有り・無

しについては、有ると答えた建物ではベンゼン

濃度に有意に高いことが示された。 

 

D. まとめ 

 本研究では、主に特定建築物の環境衛生管理

基準項目と不適合の要因、建築・設備概要及び

室内環境の管理運用などを調査すると共に、拡

散サンプラーによる化学物質濃度測定、現場立

入検査を行った。また、化学物質に対する国際

的な動向及びリスク基準などを調べ、今回行わ

れた調査結果から特定建築物における空気中

化学物質のリスク評価を行った。 
1) 建築物衛生法や建築物省エネ法の改正に伴

い不適率が上昇する傾向があり、二酸化炭素濃

度、温度、相対湿度の不適率が高い傾向が続い

ている。 

2) WHO は 2021 年 9 月に空気質ガイドライン

をアップデート（2005 年のガイドラインに対

して）した。粒子状物質（PM2.5、PM10）、オ

ゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の

空気質ガイドラインが最新の科学的知見に基

づき改正された。 

3) 空調方式は、個別式空調が 48％、中央式と

中央・個別併用式は 49％となり、ほぼ半々の

割合となっていた。建築物衛生法に定める環境

衛生管理基準項目に対して測定の実施につい

ては、6 項目の測定は約 45～50%に留まった。

なお、執務者の苦情要因としては、温度、湿度、

気流が挙げられ、それぞれ 20%、10%、7%で苦

情があった。 

新型コロナ対策として、最も多く採用されて

いるのはマスク 97％、手指衛生 80％、テレビ

会議 74%であった。換気は 58％、空気清浄機

を 38％が挙げていることから、空気環境への

関心が高くなっていることが覗われた。 
4) ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、ベン

ゼン、エタノール、2,2,4,6,6-ペンタメチルへプ

タンが特異に高濃度を示した建築物が見受け

られた。また、最近では新型コロナウイルス感

染症対策としてエタノール系の消毒剤を使用

する頻度が高いため、アセトアルデヒドの生成

メカニズムを詳細に検討する必要性もうかが

えた。 

5) ホルムアルデヒド、TVOC、温湿度、二酸化

炭素濃度、浮遊粒子状物質を調査し、一部基準

値を超過する建築物があったものの、ほとんど

の建築物は基準値以下であった。 

6) 健康リスク評価の結果、冬期夏期ともに、二

酸化窒素、塩化水素、ベンゼンのリスクが総じ

て高かった。二酸化窒素では、冬期夏期ともに

RfC 超過率が 60%を超えていた。塩化水素では

冬期の RfC 超過率が 70%を超えていた。ベン
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ゼンでは夏期の RfC 超過率が 40%を超えてい

た。これら 3つの物質のリスクは突出して高か

った。 

7) 建物用途、築年数、空調方式、室内環境衛生

管理項目の測定の実施有無などが化学物質濃

度に影響していることが示唆された。また、室

内内装材も化学成分との関係が示唆されたが、

特に床下地として使われる OA フロア及びプ

ラスチック OAフロアは 2E1H 濃度が高いこと

が示された。においが気になる場所が有ると答

えた建物ではベンゼン濃度に有意に高いこと

が示された。 

 

E. 健康危険情報 

 該当なし。 

 

F. 研究発表 

「III. 研究成果の刊行に関する一覧」を参照。 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

１．特許取得 該当なし。 



 
 
 
 

厚生労働科学研究費補助金 
健康安全・危機管理対策総合研究事業 

 
 
 
 
 
 
 
 

特定建築物における 
室内空気中化学物質の実態把握のための研究 

 
 

令和 2～3 年度 分担総合研究報告書 
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令和２～３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
分担総合研究報告書 

 
１．特定建築物の報告統計 

 
分担研究者  鍵 直樹   東京工業大学環境・社会理工学院 教授 

 
 
研究要旨 
建築物衛生法においては対象となる特定建築物の維持管理手法として，環境衛生管理基準値を定

め，測定を行い基準値と比較して，適切な維持管理を行っているところである。近年の特定建築物

における現状の把握については，全国の特定建築物の報告データを用いて行うことが可能である。

本報告では，これまでの研究結果を踏まえて，厚生労働省から公表された全国の立ち入り調査のデ

ータを用いた空気環境項目の不適率の最新動向について整理を行った。 
特定建築物の各環境要素について二酸化炭素濃度，温度，相対湿度の不適率の経年変化は，いず

れも値が高く，上昇する傾向となった。それぞれが，省エネ法の改正，建築物衛生法の改正，東日

本大震災の影響が示唆された。一方，浮遊粉じん，一酸化炭素，気流，ホルムアルデヒドについて

は，低い不適率で推移している。なお，新型コロナウイルス感染症による建築物衛生への影響とし

て，二酸化炭素濃度の不適率の減少，温度の上昇につながっている可能性が示唆された。 
 

 
研究協力者 
金 勲    国立保健医療科学院 
東 賢一  近畿大学医学部 
小林健一  国立保健医療科学院 

 
A. 研究目的 
建築物衛生法では対象となる特定建築物の

維持管理として，環境衛生管理基準値が表 1-1
のように定められている。なお，2022 年から，

一酸化炭素の基準値として 10 ppm 以下である

ところが，6 ppm以下であることと，20 ppm以
下の特例が削除された。さらに温度については，

17℃以上が，18℃以上となった。温度，相対湿

度，二酸化炭素濃度，一酸化炭素濃度，気流，

浮遊粉じんの 6 項目について 2カ月以内ごとに

1 回測定し，基準値との比較を行うことで，適

切な維持管理を行うことになっている。ホルム

アルデヒドについては，新築または大規模模様

替えを行った後，最初に来る 6月から 9月の間

に 1回測定する。近年，温度，相対湿度，二酸

化炭素の濃度の不適率が上昇する傾向にあるこ

とは本研究の関連研究で既に報告されている
1,2)。 

本報告では，これまでの研究結果を踏まえて，

厚生労働省から公表された全国の立ち入り調査

のデータを用いた全国都道府県の不適率の最新

動向について整理を行った。 
 
表 1-1 空気環境に関する建築物環境衛生管理

基準 
浮遊粉じんの量 0.15 mg/m3以下 
一酸化炭素の含有率 10 ppm以下 

（6 ppm以下に改正） 
二酸化炭素の含有率 1000 ppm以下 
温度 17℃以上 28℃以下 

（18℃以上に改正） 
相対湿度 40％以上 70％以下 
気流 0.5 m/秒以下 
ホルムアルデヒドの

量 
0.1 mg/m3以下（＝0.08 
ppm以下） 

 
B. 研究方法 
B.1 空気環境項目別の不適率の経年変化 
厚生労働省が各都道府県，保健所設置市，特

別区における建築物衛生の実態を把握すること

を目的とし，毎年集計を行っているもので，独
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立行政法人統計情報センターで公表されている。

そこで，公表されている全国の建築物の維持管

理に関するデータを用いて，基準値に適合しな

かった建物の割合，不適率の動向の整理を行う

ことにより，建築物における環境衛生の実態，

不適率の状況について把握することができる。

ここで示す建物維持管理のデータは，建築物の

維持管理項目ごとの調査件数及び不適件数が集

計されている。また，対象期間は平成 8 年度か

ら令和 2 年度（1996-2020 年度）までで，不適率

の推移を見ることができる。なお，建築物の維

持管理項目は，帳簿（1 項目），空気環境の調整

（16 項目），給水の管理（10 項目），雑用水の管

理（9 項目），排水設備（1 項目），清掃（1 項目），

防除（1 項目）に分けられている。用途は興行

場，百貨店，店舗，事務所，学校，旅館，その

他と分かれており，それぞれの用途別ごとの不

適率の比較をすることができる。これらのデー

タに基づき，用途別不適率及び不適率の経年変

化を集計し，建物維持管理の問題点の抽出を行

った。ここでは，空気環境の調整の内，空気環

境の測定の項目について述べる。 
 
C. 研究結果および考察 
C1. 空気環境項目別の不適率の経年変化 
図 1-1 に空気環境 7 項目（浮遊粉じん，二酸

化炭素，一酸化炭素，温度，相対湿度，気流，

ホルムアルデヒド）の不適率の経年変化を示す。

浮遊粉じん，一酸化炭素，気流，ホルムアルデ

ヒドについては，低い不適率で推移している。

一方，二酸化炭素濃度，温度，相対湿度の不適

率においては，いずれも値が高く，3 回の顕著

な上昇が見られた。1回目は平成 11 年度（1996
年度）（相対湿度），2回目は平成 15 年度（2003
年度）（温度，相対湿度，二酸化炭素濃度），3回
目は平成 23 年度（2011 年度）（温度，相対湿度，

二酸化炭素濃度）であった。それぞれは省エネ

法の改定と建築物衛生法改定の翌年，東日本大

震災の年と重なる。省エネのために，設定温度・

相対湿度の設定・制御の問題，換気量を削減す

ることなどにより，基準値を逸脱する事例が増

加したものと考えられる。また，平成 15 年度

（2003 年度）における建築物衛生法の改定によ

り，個別空調方式の建物が特定建築物の適用範

囲となったため，基準値の不適合の件数が増加

したことが考えられる。なお，平成 25 年（2013
年度）に相対湿度の不適率が一旦減少に転じて

いるが，その原因として加湿器を設置してない

建築物において，相対湿度との比較を行わなく

てよいとの通知が提出されたことも関係すると

考えられる。二酸化炭素については，平成 29 年

度（2017 年度）までは上昇傾向であったが，そ

の後若干の減少に転じている。また，新型コロ

ナ感染症の流行が始まった令和 2 年度（2020 年

度）においては，感染症対策のため換気の増強，

窓開け換気の励行を行っていたところである。

二酸化炭素濃度の不適率については，前年から

若干の低下が見られるとともに，温度について

は若干の増加に転じていた。換気の増強，窓開

け換気の実施により，二酸化炭素濃度を低下さ

せたとともに，特に夏期の空調時の温度が基準

値の範囲に収まらなかったことが考えられる。

なお，在宅勤務の推進によって，室内の在室者

数が減少したことも二酸化炭素濃度の不適率が

改善されたことに寄与しているとも考えられる。 
 図 1-2 から図 1-8 に浮遊粉じん，一酸化炭素，

二酸化炭素，温度，相対湿度，気流，ホルムア

ルデヒドの用途別不適率の経年変化を示す。図

1-1 で示したように，浮遊粉じん，一酸化炭素，

気流，ホルムアルデヒドについては，低い不適

率を推移しており，用途によって特に特徴はな

い。ただし，ホルムアルデヒドにおいて，例え

ば平成 27 年度（2005 年度）の百貨店で高い不

適率となっているのは，対象となった 30 棟と

建物件数が少ないことで値が大きく変動したも

のと考えられる。 
図 1-4 の二酸化炭素については，旅館を除け

ば，全ての用途で軒並みに上昇し続けている。

特に学校と事務所の上昇が著しく，平成 8 年度

（1996 年度）の 10%程度に比べ，令和元年度

（2019 年度）は 4倍超となった。学校について

は，学校保健安全法の学校環境衛生基準におい

て，換気の基準として 1500 ppm 以下であるこ

とが望ましいとしており，特定建築物となって

いる学校建築においては，同じ二酸化炭素濃度

であっても，基準値が異なっていることも要因

として考えられる。旅館において不適率が低い

要因としては，計測場所・時間など測定条件に
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起因することも考えられる。例えば，宴会場に

おいて，宴会の最中に計測がされているかとい

えば，困難であることが想像される。 
 図 1-5 の温度については，いずれの用途も上

昇傾向にあり，学校，店舗の不適率が特に高い

傾向であった。学校については二酸化炭素と同

様に学校環境衛生基準に，望ましい基準として

10℃以上，30℃以下であるとしていたため，建

築物衛生法とは異なっていたことが原因の一つ

と考えられる。しかしながら，平成 30 年（2018
年）に，17℃以上，28℃以下と改正され，建築

物衛生法と一旦は同じ値になった。令和元年度

（2019 年度）には一旦不敵率に改善の傾向が見

られたものの，新型コロナ感染症の対策のため，

2020 年度は再度増加したものとも考えられる。 
 図 1-6 の相対湿度については，どの用途も同

様に上昇傾向が見られてる。 
  ホルムアルデヒドについては，基準値として

制定された当初から，低い不適率を推移してい

る。住宅においては，気密性の向上による換気

の減少，フローリングや壁紙に使用される接着

剤などの多用から発生するホルムアルデヒドな

どの化学物質の室内濃度が高くなることが，シ

ックハウス症候群，化学物質過敏症の主原因と

なっていた。その対応として，厚生労働省から

化学物質の指針値を制定，建築基準法によりホ

ルムアルデヒド発散建材の使用制限，24時間換
気設備の設置義務化とともに，発生源である内

装材料からの化学物質の発生が少なくなったこ

とで，住宅室内の化学物質濃度が低下している。

一方，特定建築物においては，二酸化炭素濃度

の基準値より，一定の換気量が確保されている

こと，住宅とは異なる内装材料を用いているこ

とからホルムアルデヒドの発生量は比較的少な

いこともあり，不適率としても低いものとなっ

ていると考えられる 3)。 
   

 
図 1-1 空気環境 7 項目の不適率の経年変化 
 

 
図 1-2 用途別の浮遊粉じん濃度不適率の経時

変化 
 

 
図 1-3 用途別の一酸化炭素濃度不適率の経時

変化 
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図 1-4 用途別の二酸化炭素濃度不適率の経時

変化 
 

 
図 1-5 用途別の温度不適率の経時変化 
 

 
図 1-6 用途別の相対湿度不適率の経時変化 
 

 
図 1-7 用途別の気流不適率の経時変化 
 

 
図 1-8 用途別のホルムアルデヒド濃度不適率

の経時変化 
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きていることなどが挙げられる。なお，ホルム
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能性もある。 
 
D. まとめ 
これまでの研究結果を踏まえて，厚生労働省

から公表された全国の立ち入り調査のデータを

用いた不適率の最新動向について整理を行った。 
特定建築物の各環境要素について二酸化炭

素濃度，温度，相対湿度の不適率においては，

いずれも値が高く，上昇する傾向となった。そ

れぞれが，省エネ法の改正，建築物衛生法の改

正，東日本大震災の影響が示唆された。また，

浮遊粉じん，一酸化炭素，気流，ホルムアルデ

ヒドについては，低い不適率で推移している。

なお，新型コロナウイルス感染症の対策の実施

から，二酸化炭素濃度及び温度の不適率につい

ても影響を及ぼしていることが示唆された。 
 
E. 参考文献 
1) 東賢一，池田耕一，大澤元毅，鍵直樹，柳宇，

斎藤秀樹，鎌倉良太：建築物における衛生環境

とその維持管理に関する調査解析，空気調和・

衛生工学会論文集，Vol.37，No.179，pp. 19-26，
2012.9 
2) 林基哉，金勲，開原典子，小林健一，鍵直樹，

柳宇，東賢一：特定建築物における空気環境不

適率に関する分析，日本建築学会環境系論文集，

Vol.84 No.765，pp.1011-1018，2019.11 
3) 鍵直樹，池田耕一，柳宇，長谷川あゆみ，藤

井修二：パッシブ法による事務所における揮発

性有機化合物の実態調査と汚染原因の検討，日

本建築学会環境系論文集，日本建築学会，Vol.74，
No. 638，pp. 501-506，2009.4 
 
F. 研究発表 
なし 

 
G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 
予定なし 
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令和２～３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
分担総合研究報告書 

 
２．国内外における室内空気汚染物質の空気質ガイドラインの動向 

 
分担研究者  東 賢一 近畿大学医学部 准教授 
研究協力者  金 勲   国立保健医療科学院 上席主任研究官 
研究協力者  小林健一  国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 
 
研究要旨 
建築物衛生法では、13 物質に対して室内濃度指針値を策定してきたが、2012 年以降、一般住宅

の実態から室内濃度指針値の追加等に関する検討が成されている。そこで、建築物衛生法の適用

範囲の検討のために世界保健機関（WHO）のほか、ドイツ、フランス、カナダにおける室内空気

質ガイドラインに関する評価文書、関連学会の資料、関連論文を調査した。 
WHO は 2016 年に基準新設に関して優先順位を 4 つの区分に分けている。喫緊に再評価若しく

は改訂を要する物質（グループ１）から当面再評価が不要な物質（グループ４）を策定している。

また、2021 年には粒子状物質、オゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空気質ガイドラ

インが改正された。諸外国においては、ドイツでは 64、フランスでは 15、カナダでは 13 の物質

若しくは物質群に対して室内空気質ガイドラインが定められていた。 
 
 

A. 研究目的 
建築物衛生法が適用される特定建築物に対

しては、建築物環境衛生管理基準として、温度、

相対湿度、気流、二酸化炭素、一酸化炭素、浮

遊粉じん、ホルムアルデヒドの測定が規定され

ている。厚生労働省では 1997 年から 2002 年ま

でに 13 物質に対して室内濃度指針値を策定し

てきたが、2012 年以降、一般住宅の実態調査を

行い、新たに室内濃度指針値を追加で設定等実

施すべきかについて検討がなされている。そこ

で本研究では、近年における諸外国等での室内

空気質ガイドラインの動向についても調査を行

い、建築物衛生法における環境衛生管理基準を

今後検討するための基礎資料とする。 
本研究で得られた成果は、建築物衛生法の適

用範囲の検討に資するものであり、今後の建築

物衛生行政における施策の立案に寄与するもの

である。 
 
B. 研究方法 
国際機関や諸外国における室内空気質ガイ

ドラインに関する評価文書、関連学会の資料、

関連論文をインターネットおよび文献データベ

ースで調査した。世界保健機関本部（WHO 本
部）、世界保健機関欧州地域事務局（WHO欧州）、

ドイツ、フランス、カナダを主な調査対象国と

した。なお、日本の室内濃度指針値の状況もあ

わせて報告する。 
 
C. 研究結果および考察 
日本における室内濃度指針値の状況を表１

－１に示す。日本では、1996 年に全国 230戸の

住宅で実施されたホルムアルデヒドの室内濃度

の実態調査において、当時、WHO欧州が公表し

ていた室内空気質ガイドライン 0.1 mg/m3（0.08 
ppm）を超えていた住宅の比率が約 25%強であ

った。この結果を踏まえて、1997 年にホルムア

ルデヒドの室内濃度指針値が策定された。また、

1997年から 1998年にかけて 44の揮発性有機化

合物（VOC）の室内濃度に関する全国規模の実

態調査が行われ、一部の家屋では室内空気汚染

が高いレベルにあることが明らかとなった。そ

のため厚生労働省は、室内空気汚染の問題に対

応するため、2000 年から 2002 年にかけて「シ
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ックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討

会」を開催し、13種類の化学物質に対して室内

濃度指針値を策定した。 
その後 2012 年より、関係省庁や関係団体等の

シックハウス問題への取り組みに関するヒアリ

ングを行い、並行して諸外国等の室内空気質規

制の調査や居住環境における VOC 等の実態調

査を実施した結果を踏まえて初期リスク評価を

行った結果、2-エチル-1-ヘキサノール、2,2,4-ト
リメチル-1,3-ペンタンジオールモノイソブチレ

ート（TMPD-MIB）、2,2,4-トリメチル-1,3-ペンタ

ンジオールジイソブチレート（TMPD-DIB）に

対して室内濃度指針値案が提示され、キシレン、

エチルベンゼン、フタル酸ジ-n-ブチル、フタル

酸ジ-2-エチルヘキシルの室内濃度指針値改正

案が提示された。その後パブリックコメントを

経て、キシレン、DnBP、DEHP の室内濃度指針

値が 2019 年 1月 17日に改正された。 
世界保健機関（WHO）の空気質ガイドライン、

ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン、

フランス環境労働衛生安全庁（ANSES）の室内

空気指針値、カナダ保健省の室内空気指針値に

関する情報を収集した。各機関のガイドライン

を詳細データ欄に表でとりまとめた（表２－１

～表２－１１）。参考文献については、令和２年

度及び令和３年度の分担研究報告書を参照され

たい。 
WHO は、2010 年までに公表を行った空気質

ガイドライン、室内空気質ガイドライン以降の

動きとして、近年のエビデンスに基づいて、空

気質ガイドラインの改訂／新設に関する優先付

けを実施し、2016 年に公表している。喫緊に再

評価（改訂）が必要な物質（グループ１）とし

ては、粒子状物質、オゾン、二酸化窒素、二酸

化硫黄、一酸化炭素があげられた。この次に再

評価が必要な物質としては（グループ２）、カド

ミウム、クロム、鉛、ベンゼン、ダイオキシン

類、多環芳香族炭化水素があげられた。さらに

この次に再評価が必要な物質としては（グルー

プ３）、ヒ素、マンガン、白金、バナジウム、ブ

タジエン、トリクロロエチレン、アクリロニト

リル、硫化水素、塩化ビニル、トルエン、ニッ

ケルがあげられた。当面再評価が不要な物質と

しては（グループ４）、水銀、アスベスト、ホル

ムアルデヒド、スチレン、テトラクロロエチレ

ン、二硫化炭素、フッ化物、ポリ塩化ビフェニ

ル、1,2-ジクロロエタン、ジクロロメタンがあげ

られている。 
WHO は 2021 年 9月に空気質ガイドラインを

アップデート（2005 年のガイドラインに対して）

した。粒子状物質（PM2.5、PM10）、オゾン、二酸

化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空気質ガイ

ドラインが最新の科学的知見に基づき改正され

た。 
粒子状物質と二酸化窒素においては、長期間

曝露（年平均値等）では全死亡（不慮の事故を

除く）を指標とし、5 パーセンタイル値を導出

して空気質ガイドラインを設定していた。また、

短期間曝露（日平均等）では、1日の全死亡（不

慮の事故を除く）を指標とし、年平均値の空気

質ガイドラインに合致する日平均濃度の 99 パ
ーセンタイル値を推算し、その値をもとに空気

質ガイドラインを設定していた。 
オゾンでもピーク季節のガイドラインにつ

いては、全死亡（不慮の事故を除く）を指標と

し、5 パーセンタイル値を導出して空気質ガイ

ドラインを設定していた。 
二酸化硫黄と一酸化炭素では、24時間平均の

ガイドラインに対して、それぞれ 1日の喘息に

よる入院や救急搬送・全死亡（不慮の事故除く）・

呼吸器疾患死亡、入院と心筋梗塞による死亡を

指標として空気質ガイドラインを設定していた。 
諸外国では、ドイツ連邦環境庁は、2021 年ま

でに 64 の物質または物質群に対して室内空気

質ガイドラインを定めており、この間、ホルム

アルデヒドとトルエンについては再評価も実施

している。なお、トルエンの再評価の際に、C7
～C8 のアルキルベンゼンの混合曝露の評価基

準として、トルエン、キシレン、エチルベンゼ

ンの各室内濃度指針値に対する各曝露濃度の比

を足し算して 1未満とすることが示された。こ

れは、この 3 つの物質が類似した神経毒性を有

することから、毒性の相加則が成立すると仮定

したことによる。 
フランスでは 2021 年までに 15 物質、カナダ

では、13 物質の室内空気指針値を定めている。

なお、カナダでは、室内空気指針値が設定され

ていない物質のリスクを公衆衛生専門家がスク
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リーニング評価するための評価値として、室内

空気評価値（Indoor Air Reference Levels: IARLs）
を 2018 年 2 月から提供している。この評価値

は、これまで 25 物質に対して設定されている。 
 
D. 総括 
室内空気質ガイドラインに関する国際動向

を把握するために、WHO、ドイツ、フランス、

カナダにおける室内空気質ガイドラインの設定

状況を調査した。近年の動きとしては、WHO が

空気質ガイドラインをアップデートしたことが

大きな動きであった。粒子状物質（PM2.5、PM10）、

オゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素

の空気質ガイドラインが最新の科学的知見に基

づき改正された。 
諸外国では、ドイツ連邦環境庁は、2021 年ま

でに 64 の物質または物質群に対して室内空気

質ガイドラインを定めており、この間、ホルム

アルデヒドとトルエンについては再評価も実施

された。なお、トルエンの再評価の際に、C7～
C8 のアルキルベンゼンの混合曝露の評価基準

として、トルエン、キシレン、エチルベンゼン

の各室内濃度指針値に対する各曝露濃度の比を

足し算して 1未満とすることが示された。これ

は、この 3 つの物質が類似した神経毒性を有す

ることから、毒性の相加則が成立すると仮定し

たことによる。 
フランスでは 2021 年までに 15 物質、カナダ

では、13 物質の室内空気指針値が定められた。

なお、カナダでは、室内空気指針値が設定され

ていない物質のリスクを公衆衛生専門家がスク

リーニング評価するための評価値として、室内

空気評価値（Indoor Air Reference Levels: IARLs）
が 25 物質に対して提供されている。 
 
E. 参考文献 
 なし 
 
F. 研究発表 
1. 論文発表 
1) 東 賢一. 職域におけるオフィスビルの室

内環境に関連する症状とそのリスク要因：

いわゆるシックビルディング症候群. 産業

医学レビュー 33(3), 263−278, 2021. 

2) 東 賢一. 世界保健機関（WHO）による「住

宅と健康のガイドライン」. 公衆衛生 Vol 
85, No.7, pp. 432–437, 2021. 
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1) 東 賢一、鍵 直樹、柳 宇、金 勲、開原典子、

林 基哉、大澤元毅. オフィスビル労働者の
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会, 旭川,2020 年 5月 13日-16日. 
2) 東 賢一. リスク評価の考え方. 令和２年

度空気調和・衛生工学会大会ワークショッ

プ, 福井, 2020 年 9月 18日. 
3) 東 賢一、鍵 直樹、柳 宇、金 勲、中野淳太、

長谷川兼一、島崎 大、開原典子、欅田尚樹、
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の実態に関する全国調査 その 7 ビル関連

症状と室内空気質. 第 79回日本公衆衛生学

会総会, 京都, 2020 年 10月 20-22日. 
4) 東 賢一. 世界保健機関（WHO）による「住

宅と健康のガイドライン」. 第 79回日本公
衆衛生学会総会シンポジウム, 京都, 2020
年 10月 22日. 

5) Azuma K, Kagi N, Yanagi U, Kim H, Hasegawa 
K, Shimazaki D, Kaihara N, Kunugita N, 
Hayashi M, Kobayashi K, Osawa H. Effects of 
the total floor area of an air-conditioned office 
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international conference on indoor air quality 
and climate, Seoul, Korea, November 1-5, 2020. 

6) Azuma K, Kagi N, Yanagi U, Kim H, Kaihara N, 
Hayashi M, Osawa H. Effects of suspended 
particles, chemicals, and airborne 
microorganisms in indoor air on building-related 
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Europe 2021, Oslo, Norway, June 21-23, 2021. 

7) Azuma K, Kagi N, Yanagi U, Kim H, Hasegawa 
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Hayashi M, Kobayashi K, Osawa H. Effects of 
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１．日本における室内濃度指針値の動向 
 
表１－１ 厚生労働省の室内濃度指針値 

化学物質 室内濃度指針値（μg/m3） 主な排出源 
ホルムアルデヒド 100 (0.08) 合板、接着剤 
トルエン 260 (0.07) 接着剤、塗料 
キシレン 200 (0.05)* 接着剤、塗料 
パラジクロロベンゼン 240 (0.04) 防虫剤 
エチルベンゼン 3800 (0.88) 断熱材、塗料、床材 
スチレン 220 (0.05) 断熱材、塗料、床材 
クロルピリホス 1 (0.00007)※小児 0.1 シロアリ駆除剤 
フタル酸ジ-n-ブチル 17 (0.0015)* 軟質塩ビ樹脂、塗料 
テトラデカン 330 (0.04) 接着剤、塗料 
フタル酸ジ-2-エチルヘキシル 100 (0.0063)* 軟質塩ビ樹脂、塗料 
ダイアジノン 0.29 (0.00002) シロアリ駆除剤 
アセトアルデヒド 48 (0.03) 合板、接着剤 
フェノブカルブ 33 (0.0038) シロアリ駆除剤 
ノナナール 41 (0.007) 暫定値 合板、接着剤 
総揮発性有機化合物（TVOC） 400 暫定目標値 内装材、家具、家庭用品 
* 2019 年 1 月 17 日改正 （  ）内は 25℃換算時の体積濃度 ppm 

 
 
２．諸外国における室内空気質ガイドラインの動向 
 
表２－１ WHO の 2005 年グローバルアップデート空気質ガイドライン（大気、室内） 

汚染物質 ガイドライン値(μg/m3) 曝露時間 
PM2.5 25 24時間平均値 

10 年間平均値 

PM10 50 24時間平均値 
20 年間平均値 

オゾン 100 8時間平均値 
二酸化窒素 200 1時間平均値 

40 年間平均値 
二酸化硫黄 500 10 分間平均値 

 20 24時間平均値 
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表２－２ WHO欧州事務局による 2010 年汚染物質に対する個別の室内空気質ガイドライン 

汚染物質 ガイドライン 影響指標 
ホルムアルデヒド 0.1 mg/m3（30 分平均値）いかなる時間帯もこの値を超え

ないこと 
※長期曝露よる肺機能への影響、鼻咽頭がんや骨髄性白

血病の発症も防止できる 

感覚刺激 

ベンゼン ユニットリスク：6.0×10-6 (μg/m3)-1 
 17 μg/m3（10-4の発がんリスク） 
 1.7 μg/m3（10-5の発がんリスク） 
 0.17 μg/m3（10-6の発がんリスク） 

急性骨髄性白血病 
遺伝毒性 

ナフタレン 10 μg/m3 （年平均値） 動物実験での炎症や悪性を伴う

気道損傷 

二酸化窒素 200 μg/m3（1 時間平均値） 
40 μg/m3（年平均値） 

呼吸器症状、気管支収縮、気管支

反応の増加、気道炎症、気道感染

の増加をもたらす免疫防御の低

下 

一酸化炭素 100 mg/m3（15 分値） 
※1 日のうちで頻繁にこのレベルを超えないこと 

35 mg/m3（1 時間値） 
※1 日のうちで頻繁にこのレベルを超えないこと 

10 mg/m3（8 時間値）※算術平均値 
7 mg/m3（24 時間値）※算術平均値 

急性曝露時の運動負荷試験での

運動能力の低下、虚血性心疾患の

症状の増加（心電図の ST 変化等） 

ラドン 喫煙者のユニットリスク：15×10-5 (Bq/m3)-1 
 67 Bq/m3（10-2の発がんリスク） 
 6.7 Bq/m3（10-3の発がんリスク） 
非喫煙者のユニットリスク：0.6×10-5 (Bq/m3)-1 
 1670 Bq/m3（10-2の発がんリスク） 
 167 Bq/m3（10-3の発がんリスク） 
※安全な曝露レベルは存在しないが健康影響（肺がん）を

最小限にする参照レベルとして 100 Bq/m3を推奨 

肺がん 
白血病や胸郭外気道の癌に関す

る示唆的証拠 

トリクロロエチレン ユニットリスク：4.3×10-7 (μg/m3)-1 
 230 μg/m3（10-4の発がんリスク） 
 23 μg/m3（10-5の発がんリスク） 
 2.3 μg/m3（10-6の発がんリスク） 

発がん性（肝臓、腎臓、胆管、非

ホジキンリンパ腫） 

テトラクロロエチレン 250 μg/m3（年平均値） 神経行動障害、腎機能への影響 

ベンゾ-a-ピレン ユニットリスク：8.7×10-5 (ng/m3)-1 
 1.2 ng/m3（10-4の発がんリスク） 
 0.12 ng/m3（10-5の発がんリスク） 
 0.012 ng/m3（10-6の発がんリスク） 

肺がん 

 
表２－３ WHO の 2014 年室内燃焼生成物の目標排出基準 

物質 器具 目標排出基準 
PM2.5 煙突や排気フードを有する器具 0.80 mg／分以下 

排気口のないストーブ、ヒーター、燃料ランプ 0.23 mg／分以下 
一酸化炭素 煙突や排気フードを有する器具 0.59 mg／分以下 

排気口のないストーブ、ヒーター、燃料ランプ 0.16 mg／分以下 
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表２－４ WHO が空気質ガイドラインを今後アップデートする際のエビデンス評価結果（2016 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２－５ WHO の 2021 年空気質ガイドラインアップデート 
物質 アセスメントの概要 空気質ガイドライン キー研究 
PM2.5 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 5 つの

研究の 5 パーセンタイル値が 3.0 μg/m³ 

(Pinault et al., 2016), 3.2 μg/m³ (Cakmak et 

al., 2018), 3.5 μg/m³ (Pinault et al., 2017), 

4.8 μg/m³ (Villeneuve et al., 2015) and 6.7 

μg/m³ (Weichenthal et al., 2014)であり、

これらの平均値が 4.2 μg/m³となった。

PM2.5 の 影 響 が み ら れ な か っ た

Villeneuve et al., 2015 と Weichenthal et 

al., 2014 を除くと平均値が 4.9 μg/m³と

なった。これらの結果から出発点を

4.2–4.9 μg/m³ PM2.5とし、年平均値を 5 

μg/m³としている。 

5 μg/m3（年平均値） Pinault et al., 2016、Cakmak et 

al., 2018、Pinault et al., 2017、

Villeneuve et al., 2015 、

Weichenthal et al., 2014 

1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を指

標とし、年平均値のガイドライン 5 

μg/m3 に合致する日平均濃度の 99 パー

センタイル値を推算し、Liu et al., 2019

のデータから年平均値の 3 倍の値を導

出した。 

15 μg/m3（24 時間平
均値） 

Liu et al., 2019 

PM10 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 5 つの

研究の5パーセンタイル値が13.7 μg/m³ 

(Beelen et al., 2014), 15.0 μg/m³ (Bentayeb 

et al., 2015), 15.1 μg/m³ (Puett et al., 2008), 

15.9 μg/m³ (Carey et al., 2013) and 16.0 

15 μg/m3（年平均値） Beelen et al., 2014、 

Bentayeb et al., 2015、 

Puett et al., 2008、 

Carey et al., 2013、 

Hart et al., 2011 



- 22 - 
 

μg/m³ (Hart et al., 2011)であり、これらの

平均値が 15.1 μg/m³となった。そこで年

平均値を 15 μg/m³としている。 

1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を指

標とし、年平均値のガイドライン 15 

μg/m3 に合致する日平均濃度の 99 パー

センタイル値を推算し、Liu et al., 2019

のデータから年平均値の 3 倍の値を導

出した。 

45 μg/m3（24 時間平
均値） 

Liu et al., 2019 

オゾン 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 3 つの

研究のピーク季節の 5 パーセンタイル

値が 55 μg/m³ (Weichenthal, Pinault & 

Burnett, 2017), 56 μg/m³ (Cakmak et al., 

2018) and 68 μg/m³ (Di et al., 2017a)であ

り、これらの平均値が 60、または 64 

μg/m³となった。そこでピーク季節の 8

時間平均値を 60 μg/m³としている。 

60 μg/m3（8時間平均
値、ピーク季節[平均
値が高濃度の 6 ヶ月
間]） 

Weichenthal, Pinault & 

Burnett, 2017、Cakmak et al., 

2018、Di et al., 2017 

全死亡（不慮の事故を除く）を指標と

し、6 ヶ月のピーク値ガイドライン 60 

μg/m³が年平均値 48.7 μg/m³に相当する

と計算し、日平均値の 99 パーセンタイ

ルと 8 時間日最大値への換算を行い、8

時間日最大値を 100 μg/m³としている。 

100 μg/m3（8 時間の

日最大値） 
Vicedo-Cabrera et al. 2020、

Turner et al., 2016、de Hoogh 

et al., 2018 

二酸化窒素 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 5 つの

研究の 5 パーセンタイル値が 7.3 μg/m³ 

(Tonne & Wilkinson, 2013), 8.3 μg/m³ in 

two separate studies (Hart et al., 2011, 

2013), 9.6 μg/m³ (Turner et al., 2016) and 

10.3 μg/m³ (Carey et al., 2013 であり、こ

れらの平均値が 8.8 μg/m³となった。そ

こで年平均値を 10 μg/m³としている。 

10 μg/m3（年平均値） Tonne & Wilkinson, 2013、

Hart et al., 2011, 2013、Turner 

et al., 2016、Carey et al., 2013 

1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を指

標とし、年平均値のガイドライン 10 

μg/m3 に合致する日平均濃度の 99 パー

センタイル値を推算し、Liu et al., 2019

のデータから年平均値の 2.5 倍の値を

導出した。 

25 μg/m3（24 時間平
均値） 

Liu et al., 2019 

 200 μg/m3（1 時間平
均値）* 

改正なし 

二酸化硫黄 1 日の喘息による入院や救急搬送、全死

亡（不慮の事故除く）、呼吸器疾患死亡

40 μg/m3（24 時間平
均値） 

Liu et al., 2019、Zheng et al. 

2021、Orellano, Reynoso & 
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を指標とし、30 μg/m³の日平均濃度の増

加分を算出し、10 μg/m³の年平均濃度に

加算して 24 時間平均値 40 μg/m³、また

は99パーセンタイル値と年平均値との

差を 4 倍と推算して 24 時間平均値 40 

μg/m³としている。 

Quaranta 2021 

 500 μg/m3（10 分平均

値）* 
改正なし 

一酸化炭素 入院と心筋梗塞による死亡を指標と

し、中央値 1.15 mg/m³を観察された最

も低濃度とし、相対リスク 1.019 を用い

て心筋梗塞が 5.4%増となる日平均濃度

として 4 mg/m³を導出している。 

4 mg/m3（24時間平均
値） 

Lee et al. 2020 

 10 mg/m3（8時間平均
値）* 
35 mg/m3（1時間平均
値）* 
100 mg/m3（15 分平均

値）* 

改正なし 

* 改正されず現状維持とされたガイドライン 
 
表２－６ ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン 

物質 指針値 II 
（mg/m3） 

指針値 I 
（mg/m3） 制定年 

ホルムアルデヒド 0.12 1977 
2006再評価 

 0.1 
（30分間値か
つ 1日の天井
値） 

2016再評価 

トルエン 3 0.3 1996 
2016再評価 

ペンタクロロフェノール（PCP） 0.001 0.0001 1997 
一酸化炭素 60 (30分) 

15 (8時間) 
6 (30分) 

1.5 (8時間) 
1997 

ジクロロメタン 2 (24時間) 0.2 1997 
二酸化窒素 0.350 (30分) 

0.06 (1週間) 
－ 1998 

スチレン 0.3 0.03 1998 
水銀（金属蒸気として） 0.00035 0.000035 1999 
ジイソシアネート 数値設定なし 2000 
リン酸トリス(2-クロロエチル) (TCEP) 0.05 0.005 2002 
二環式テルペン（主に α-ピネン） 2 0.2 2003 
ナフタレン 0.03 0.01 2013改訂 
C9～C14の低芳香族含量の炭化水素混合物（アルカン/
イソアルカン類） 

2 0.2 2005 

ダイオキシン様のポリ塩化ビフェニール 5 pg PCB-TEQ/m3 2007 
C4～C11の飽和脂肪族非環式アルデヒド類 2 0.1 2009 
単環モノテルペン（主に d-リモネン） 10 1 2010 
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ベンジルアルコール 4 0.4 2010 
ベンズアルデヒド 0.2 0.02 2010 
トリクロラミン 0.2 2011 
環状シロキサン（三量体から六量体） 4 (合計値) 0.4 (合計値) 2011 
2-フルアルデヒド 0.1 0.01 2011 
フェノール 0.2 0.02 2011 
メチルフェノール（クレゾール） 0.05 0.005 2012 
C9-C15アルキルベンゼン 1 0.1 2012 
エチルベンゼン 2 0.2 2012 
メチルイソブチルケトン（MIBK） 1 0.1 2013 
エチレングリコールメチルエーテル（EGME） 0.2 (0.05 ppm) 0.02 2013 
ジエチレングリコールメチルエーテル（DEGME） 6 (1 ppm) 2 2013暫定 
ジエチレングリコールジメチルエーテル（DEGDME） 0.3 (0.06 ppm) 0.03 2013 
エチレングリコールエチルエーテル（EGEE） 1 (0.4 ppm) 0.1 2013 
エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート

（EGEEA） 
2 (0.4 ppm) 0.2 2013 

ジエチレングリコールエチルエーテル（DEGEE） 2 (0.4 ppm) 0.7 2013暫定 
エチレングリコールブチルエーテル（EGBE） 1 (0.3 ppm) 0.1 2013 
エチレングリコールブチルエーテルアセテート

（EGBEA） 
2 (0.3 ppm) 0.2 2013暫定 

ジエチレングリコールブチルエーテル（DEGBE） 1 (0.2 ppm) 0.4 2013暫定 
エチレングリコールヘキシルエーテル（EGHE） 1 0.1 2013 
2-プロピレングリコール 1-メチルエーテル（2PG1ME） 10 1 2013 
ジプロピレングリコールメチルエーテル（DPGME） 7 2 2013暫定 
2-プロピレングリコール 1-エチルエーテル

（2PG1EE） 
3 0.3 2013 

プロピレングリコール 1-tert-ブチルエーテル

（2PG1tBE） 
3 0.3 2013 

データが不十分なグリコールエステル類 0.05 ppm 0.005 ppm 2013 
デフォルト値 

2-エチルヘキサノール 1 0.1 2013暫定 
アセトアルデヒド 1 0.1 2013 
1-ブタノール 2 0.7 2014 
1-メチル-2-ピロリドン（NMP） 1 0.1 2014 
酢酸エチル 6 0.6 2014 
トリクロロエチレン 20 μg/m3 

 (UR 6.4×10− 5 (mg/m3)− 1, 10-6 risk) 
2015 

2-ブタノンオキシム（メチルエチルケトキシム） 0.06 0.02 2015 
2-クロロプロパン 8 0.8 2015 
キシレン 0.8 0.1 2015 
C7～C8のアルキルベンゼン x/GVtol + y/GVxyl + z/GVeth < 1 

 
※x,y,zはそれぞれトルエン、キシ
レン、エチルベンゼンの測定濃度 

 
トルエンの指針値（GVtol）：0.3 mg/m3 
キシレンの指針値（GVxyl）：0.1 mg/m3 
エチルベンゼンの指針値（GVeth）：0.2 
mg/m3 

2016 

プロピレングリコール 0.6 0.06 2016 
テトラクロロエチレン 1.0 0.1 2017 
2-フェノキシエタノール 0.1 0.03 2018 
1,2-ジクロロエタン 100万分の1の過剰発がんリスクに

対応する濃度として 0.37 μg/m3 
2019 

二酸化窒素 0.25 0.08 2019 
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ベンゾチアゾール  0.015 (暫定値) 2019 
ベンゼン 100万分の1の過剰発がんリスクに

対応する濃度として約 0.1 μg/m3 
10万分の 1の過剰発がんリスクに
対応する濃度として約 1 μg/m3 

2020 

メタクリル酸メチル 2.1 1.1 2021 
アセトン 160 53 2021 
2-プロパノール 45 22 2021 
ベンゾ-a-ピレン 100万分の1の過剰発がんリスクに

対応する濃度として約 0.033 ng/m3 
10万分の 1の過剰発がんリスクに
対応する濃度では約 0.33 ng/m3 
指針値としては、ドイツの実態調
査から、居間で 0.79 ng/m3が 95パ
ーセンタイル値であったことか
ら、0.8 ng/m3を暫定的に勧告 

2021 

塩化ビニル 100万分の1の過剰発がんリスクに
対応する濃度として 2.3 μg/m3 
10万分の 1の過剰発がんリスクに
対応する濃度では 23 μg/m3 

2021 

一酸化炭素 WHO の空気質ガイドラインに準
じる 
4 mg/m3（24時間平均値） 
10 mg/m3（8時間平均値） 
35 mg/m3（1時間平均値） 
100 mg/m3（15分平均値） 

2021 

※指針値 II（RW II）は、既知の毒性および疫学的な科学的知見に基づき定められた値であり、不確実性が考慮され

ている。RW II を越えていたならば、特に、長時間在住する感受性の高い居住者の健康に有害となる濃度として、

即座に濃度低減のための行動を起こすべきと定義されている。指針値 I（RW I）は、長期間曝露したとしても健康

影響を引き起こす十分な科学的根拠がない値である。従って、RW I を越えていると、健康上望ましくない平均的

な曝露濃度よりも高くなるため、予防のために、RW I と RW II の間の濃度である場合には行動する必要があると

定義されている。RW I は、RW II に不確実係数 10 を除した値、つまり RW II の 10 分の 1 の値が定められている。

不確実係数 10 は慣例値を使用している。RW I は、改善の必要性を示す値としての役割を果たすことができる。可

能であれば、RW I の達成を目指すのではなく、それ以下の濃度に維持することを目指すべきであるとされている。 

 
表２－７ ドイツの室内空気の二酸化炭素のガイダンス値 

区分 濃度範囲（ppm） 衛生的な評価 
1 < 1,000 無害 
2 1,000～2,000 衛生面の懸念が上昇 
3 > 2,000 容認できない 

 
表２－８ ドイツの総揮発性有機化合物のガイダンス値 

区分 濃度範囲（mg/m3） 衛生的な評価 
1 ≦0.3 支障なし 

2 > 0.3～1 支障なし。ただし、個々の物質やグループ物質ための指針値は超

過しないこと 
3 > 1～3 衛生面の懸念あり 
4 > 3～10 大きな支障あり 
5 > 10 容認できない状況 
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表２－９ フランスにおける室内空気指針値のまとめ 
物質 室内空気指針値（VGAI*） 制定 

ホルムアルデヒド 短期 VGAI（2時間） 50 µg/m³ 2007 年 
長期 VGAI（1 年以上） 10 µg/m³ 

一酸化炭素 短期 VGAI 
  8時間曝露 
  1時間曝露 
  30 分曝露 
  15 分曝露 

 
10 mg/m³ 
30 mg/m³ 
60 mg/m³ 

100 mg/m³ 

2007 年 

ベンゼン 短期 VGAI: 1～14日間 30 µg/m³ 2008 年 
中期 VGAI: 14日～1 年間 20 µg/m³ 
長期 VGAI: 一年間以上 10 µg/m³ 
長期 VGAI: 生涯曝露 
リスクレベル＝10-6 

0.2 µg/m³ 

長期 VGAI: 生涯曝露 
リスクレベル＝10-5 

2 µg/m³ 

ナフタレン 長期 VGAI: 一年間以上 10 µg/m³ 2009 年 
トリクロロエチエレン 中期 VGAI: 14日～1 年間 800 µg/m³ 2009 年 

長期 VGAI: 生涯曝露 
リスクレベル＝10-6 

2 µg/m³ 

長期 VGAI: 生涯曝露 
リスクレベル＝10-5 

20 µg/m³ 

テトラクロロエチレン 短期 VGAI: 1～14日間 1380 µg/m³ 2010 年 
長期 VGAI: 一年間以上 250 µg/m³ 

PM2.5、PM10 VGAI: 無し － 2010 年 
シアン化水素 VGAI: 無し － 2011 年 
二酸化窒素 短期 VGAI: 2時間 200 µg/m³ 2013 年 

長期 VGAI: 一年間以上 20 µg/m³ 
アクロレイン 短期 VGAI: 1時間 6.9 µg/m³ 2013 年 

長期 VGAI: 一年間以上 0.8 µg/m³ 
二酸化炭素 VGAI: 無し － 2013 年 
アセトアルデヒド 短期 VGAI: 1時間 3000 µg/m³ 2014 年 

長期 VGAI: 一年間以上 160 µg/m³ 
エチルベンゼン 短期 VGAI（24時間） 22 mg/m3 2016 年 

長期 VGAI（1 年以上） 1.5 mg/m3 
ホルムアルデヒド VGAI（1～4時間） 0.1 mg/m3 2018 年 
トルエン VGAI（24時間および年間） 20 mg/m3 2018 年 

 
表２－１０ カナダにおける室内空気指針値のまとめ 

物質 最大ばく露限界 制定年 

ホルムアルデヒド 
長期［8時間］：50 µg/m3（40ppb） 
短期［1時間］：123 µg/m3（100 ppb） 

2006 年 

カビ（細菌） 
カナダ保健省は、以下を勧告する。 
湿度を制御すること、カビの増殖を防ぐために水で傷つい

た住宅の修復をこまめにすること、 
2007 年 
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住宅用建物の中で繁殖しているカビ（見えないものも含む）

を十分に除去すること 

一酸化炭素 
長期［24時間］：11.5 mg/m3（10 ppm） 
短期［1時間］：28.6 mg/m3（25 ppm） 

2010 年 

二酸化窒素 
長期［24時間］：100 µg/m3（0.05 ppm） 
短期［1時間］：480 µg/m3（0.25 ppm） 

1987 年 

ラドン 200 Bq/m3 2007 年 
オゾン 長期［8時間］：40 µg/m3（20 ppb） 2010 年 

トルエン 
長期［24時間］：2.3 mg/m3（0.6 ppm） 
短期［8時間］：15 mg/m3（4.0 ppm） 

2011 年 

微小粒子状物質 
（PM2.5） 

カナダ保健省は、以下を勧告する。 
室内の PM2.5 濃度は可能な限り低く保たれなければならな

い。 
室内の主要な排出源に対応するため、料理の際には換気扇

を使用し、室内での喫煙は許容しないこと。 

2012 年 

ナフタレン 長期［24時間］：0.010 mg/m3（0.0019 ppm） 2013 年 

ベンゼン 
カナダ保健省は、以下を勧告する。 
ベンゼンの室内濃度を可能な限り低く維持すること 

2013 年 

アセトアルデヒド 
短期間曝露指針値：1420 μg/m3（1時間値） 
長期間曝露指針値：280 μg/m3（24時間値） 

2017 年 

アクロレイン 
短期間曝露指針値：38 μg/m3（1時間値） 
長期間曝露指針値：0.44 μg/m3（24時間値） 

2021 年 

二酸化炭素 長期間曝露指針値：1000 ppm (1800 mg/m3)（24時間値） 2021 年 
 
表２－１１ カナダにおける室内空気評価値 
化学物質 IARL 

(µg/m3) 
影響 Reference 
発がん 非発がん 

1,3-ブタジエン 1.7 白血病 - EC/HC (2000) 
1,4-ジクロロベンゼン 60 - 鼻腔の変性 ATSDR (2006) 
2-ブトキシエタノール 11 000 - 血液学的影響 EC/HC (2002) 
2-エトキシエタノール 70 - 生殖影響 CalEPA (2000)  
3-クロロプロペン 1 - 神経毒性 US EPA (1991)  
アセトン 70 000 - 発達影響 VCCEP (2003)  
アクロレイン 0.35 - 気道上皮の変性 CalEPA (2008)  
アニリン 1 - 脾臓への影響 US EPA (1990a)  
四塩化炭素 1.7 副腎腫瘍 - US EPA (2010)  
クロロホルム 300 - 肝臓と腎臓への影響 CalEPA (2000)  
シクロヘキサン 6000 - 発達影響 US EPA (2003a)  
ジクロロメタン 600 - 肝臓への影響 US EPA (2011)  
エピクロロヒドリン 1 - 鼻腔の変性 US EPA (1994)  

エチルベンゼン 2000 - 
腎臓、脳下垂体、肝臓へ

の影響 
CalEPA (2000)  
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化学物質 IARL 
(µg/m3) 

影響 Reference 
発がん 非発がん 

酸化エチレン 0.002 
リンパ系がん、

乳がん 
- US EPA (2016) 

イソプロパノール 7000 - 腎臓の変性 CalEPA (2000)  
イソプロピルベンゼン 400 - 腎臓と副腎の変性 US EPA (1997)  
メチルエチルケトン 5000 - 発達影響 US EPA (2003b)  
メチルイソブチルケトン 3000 - 心奇形 US EPA (2003c)  
プロピオンアルデヒド 8 - 嗅上皮の萎縮 US EPA (2008)  
酸化プロピレン 2.7 鼻腔がん - US EPA (1990b)  
スチレン 850 - 神経毒性 ATSDR (2010)  

テトラクロロエチレン 40 - 神経毒性 
US EPA (2012), 
ATSDR (2014) 

トルエンジイソシアネート 0.008 - 肺機能の低下 CalEPA (2016) 
キシレン 100 - 神経毒性 US EPA (2003d)  
※室内空気質ガイドラインは、カナダの住宅で頻繁に検出される物質に対して設定されてきたが、その他の物質のリ

スクを公衆衛生専門家がスクリーニングするための評価値として、室内空気評価値（Indoor Air Reference Levels: IARLs）

を 2018 年 2月から提供し始めた。この評価値は、カナダの室内空気質ガイドラインの付属データとして位置づけら

れている。この評価値は、カナダ保健省で独自に導出したものではなく、米国環境保護庁の IRIS、米国カリフォルニ

ア環境保護庁の有害性評価値、米国毒物疾病登録庁（ATSDR）の最小リスクレベルなどをそのまま用いており、数ヶ

月から年単位の長期間曝露に適用される。 
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３．全国調査の概要 
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分担分担者  東  賢一  近畿大学医学部 准教授 
分担分担者  欅田 尚樹  産業医科大学 教授 

 
研究要旨 
化学物質濃度測定と同時に管理者アンケートを実施し、建物・設備概要、室内環境の維持管理状

況、空気衛生管理項目の測定と適合如何、禁煙対策、在室者クレームやにおいなどについて調査し

た。本測定結果は、最終的に室内空気衛生及び建築・設備運用管理と化学物質濃度の相関を調べ、

室内環境改善のための提案の基礎資料とする。 
 特定建築物を対象にパッシブサンプラーによる空気質調査、及び室内環境と施設管理に関するア

ンケート調査を行った。アンケートの有効回答数は 126 件であった。 
 空調方式は、個別式空調が 48％、中央式と中央・個別併用式は 49％となり、ほぼ半々の割合とな

っている。 
 環境衛生管理基準 6 項目に関する測定実施の有無に関しては、45～50％程度が実施と回答してい

る。環境測定は特定建築物に対する建築物衛生法の義務となっていることから、テナントとなって

いる会社（全体の 83%）の回答者の一部が測定の実態を把握できていない可能性が考えられる。 
 空調関連として、空気清浄装置や吹き出し口・還気口のように目に付く部分の汚れに関しては 2
割程度で汚れが気になると回答していたが、コイルは 10%と低く目に見えない部分は認識されてい

ないと推察される。 
 管理項目で苦情が最も多い項目は温度 20％、温度 10％、気流 7％で温熱湿度環境に関連していた。 
 壁材としては、ビニルクロスと紙クロスを合わせると 52%と壁紙系が最も多く、次に塗料 33%で

あった。床材としては、9 割近くがカーペットと回答している。床の下地としては OAフロアが 49%
と最も多く、次いでコンクリート直貼りが 38%であった。 
 生活用品としては、空気清浄機が最も多く、次に消臭剤、スプレー式消臭・消毒剤の使用が多かっ

た。昨今の新型コロナ感染症対策の影響と考えられる。 
 においが気になる場所は無いとの回答が 74％と最も多く、トイレ 10％、執務室 5％、廊下 4％、共

用空間 2%、会議室 2%の順であった。 
快不快感では、回答者の 40%が不快側を申告しているが、受容度では 9 割近くが受容できるまた

はどちらでもないという肯定側の回答をしていることから、オフィスではにおいの強度が強くない

ことと、においに関する慣れや我慢に起因するものと考えられる。 
 新型コロナ対策として、最も多く採用されているのはマスク 97％、手指衛生 80％、テレビ会議 74%
であった。消毒／換気／空気清浄機が 59%／58%／38%、テレワーク／時差出勤・自転車出勤が 39%
／35%だった。換気は 58％、空気清浄機を 38％が挙げていることから、空気環境への関心が高くな

っていることが覗われた。 
 

研究協力者 
鍵 直樹   東京工業大学 
小林健一  国立保健医療科学院 

 

 
A. 研究目的 
 化学物質は人体や人間活動からも発生するが、

多くの成分は建築部材や内装材、什器などから

発生し、その濃度は室内空調と換気状況に密接
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に関連する。 
室内空気中化学物質濃度の測定を行う際に

は、室建築物・設備及び室内環境に関する情報

は実態把握のための重要な情報となる。 
本研究では、パッシブサンプラーを用いた化

学物質濃度測定と同時に建物や施設管理者への

アンケートを実施し、建物・設備概要、室内環

境の維持管理状況、空気衛生管理項目の測定と

適合如何、禁煙対策、在室者クレームやにおい

などについて調査した。 
本測定結果は、最終的に室内空気衛生及び建

築・設備運用管理と化学物質濃度の相関を調べ、

室内環境改善のための提案の基礎資料とする。 
 
B. 研究方法 
現場で容易に設置できる空気中化学物質サ

ンプリング用の拡散サンプラーセット 2 本

（VOCs 及びアルデヒド類用）と共にアンケー

ト（建築・設備及び室内環境に関する質問票）

を行った。 
測定セットは専門の調査会社に調査委託す

る分と研究者らが手配した特定建築物に直接郵

送で送る分、2通りで行っている。 
2020 年度は、56 施設に対して冬期の空気質調

査とアンケートを実施した。 
2021 年度は新たに 75 施設を選定し夏期及び

冬期の 2 回の測定を行った。更に、前年度に調

査を行った 56 施設のうち、29 施設は 2021 年度

夏期にも 2 回目の測定を実施した。 
アンケートでは、建築物の規模や設備の基本

情報、温湿度環境、においなどの空気衛生に関

する内容について設問した。 
 
具体的には、 

 
・所在地域、建物用途、延床面積、建物フロア

数、建築年度、所有者と使用形態、周辺環境の

情報、事務所の入居階、喫煙対応、空調・給湯

設備 
・内装材及び備品、改修工事の有無と時期、改

修の内容 
・消臭剤、防虫剤など生活用品の使用 
・室内環境や衛生環境に関する従業員からの苦

情 

・新型コロナ対策 
・建築物衛生法の環境衛生管理基準項目の測定

実施と適合状況 
・空調設備の維持管理状況、におう場所、にお

い強度・快適度・受容度 
などである。 
 
C. 研究結果および考察 
 アンケートの有効回答数は 2020 年度 n=51、
2021 年度 n=75、計 126 であった。 
 
C.1 建物用途と周辺環境 
 建物用途を図 3-1 に、周辺環境に関する集計

結果を図 3-2 に示す。用途としては、事務所 89%、

店舗5％と9割近くが事務所であった。他には、

宿泊、学校、興行場が 1 件ずつ、またその他が

5 件（4%）あった。 
 周辺施設については重複回答可としている。

幹線・高速道路が 60%最も多く、次いで工場が

36%、鉄道 17%であった。他は森林 6 件、廃棄

物焼却施設3件と少数、その他が8件であった。 
 
C.2 建物概要 
 築年数を図 3-3、建物規模（地上階数）を図 3-
4、延床面積を図 3-5、建物の所有と使用形態を

図 3-6 に示す。 
築年数は30年～40年未満が最も多く28%（32

件）、20 年～30 年未満が 23%（26 件）、40 年～

50 年未満が 16%（18 件）、10 年以上 20 年未満

が 15%（17 件）、50 年以上 11%(12 件)、10 年未

満の新しい建築物は僅か 8%（7 件）であった。

建物準工時期とインテリアや内装材、空間構成

などは時代による好みや流行があるため、建築

年度や改修時期などによって建材の種類及びそ

れから発生する化学物質の種類や傾向が異なる

ことから、内装材が室内空気質に与える影響に

ついて考慮する必要がある。 
 延べ床面積は3000m2以上5000 m2未満が41%
と最も多く、次いで 5000m2以上 10000 m2未満

が 27%、10000m2以上 50000 m2未満が 15%とな

っている。50000 m2以上の大型施設も 15%あっ

た。2 件だけ 3000m2未満と中規模建築が含まれ

ている。 
建物の使用形態としては、自社ビルが 15%、
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テナント用ビルが 83%、その他が 2%となって

いる。 
 
C.3 空調方式と禁煙対策 
 図 3-7 に空調方式を、図 3-8 に喫煙対応を示

す。 
中央式空調が 30％、個別式 48％、そして中央

式と個別式の併用も 19％あった。併用まで中央

式に含めると 49％が中央式となり、個別式とほ

ぼ半々の割合となる。 
喫煙対応に関しては完全禁煙 79％、完全分煙

（喫煙室の分離）17％と、96％が執務空間では

禁煙となっている。一方、依然と室内で禁煙可

能と答えた建物は 2％あった。 
 
C.4 改修 
 改修工事に関する内容を図 3-9～図 3-11 に示

す。5 年以内に改修工事をしたことがある建物

は有効回答数 122 件中 45 件と 37％であった。 
改修工事の内容としては、冷暖房設備 21 件＞

大型備品の入れ替え 14 件＞壁の貼り替え＝床

板張り替え 12 件＞その他 8 件＞改築＝壁や床

のペンキ塗り 6 件であった。換気設備の入れ替

え 4 件、増築 2 件と少数存在している。 
改修の理由としては、従業員数の変化が 36%

（16 件）と最も多く、次いで老朽化 33%（15 件）

と多い。他には、省エネ 5 件、耐震が 2 件、断

熱強化 1 件、その他が 13 件となっている。 
 
C.5 環境衛生管理基準項目の測定と適合 
 建築物衛生法の環境衛生管理基準項目の測定

実施状況を図 3-12 に、適合割合を図 3-13 に示

す。建築物衛生法における環境衛生管理基準 6
項目は「浮遊粉じん、CO、CO2、温度、相対湿

度、気流速度」である。 
ホルムアルデヒドは新築、大規模改修や模様

替えを行った場合、最初に迎える夏季に測定を

実施して、その濃度が基準値以下と適合した場

合はその後の測定を実施しなくてもよいことに

なっている。もし、基準濃度超過で不適合とな

った場合は、改善策を講じた上で翌年の夏季に

再測定する。 
6 項目に関する測定実施の有無に関しては、

45～50％程度が実施したと回答している。特定

建築物に対する建築物衛生法の義務となってい

る。今回の環境測定に関する実施率が低くなっ

ているのは、テナントとなっている会社（全体

の 83%）の回答者の一部が測定の実態を把握で

きていない可能性がある。 
ホルムアルデヒドの測定は 12 件（11%）が行

っていた。測定を行っている建物における適合

割合としては、相対湿度（83%）及び気流速度

（98%）がやや低く、ホルムアルデヒドを含む 5
項目に関しては全て 100％と答えている。 
 
C.6 空調設備の維持管理状況 
空調設備の加湿装置能力を図 3-14 に、空調設

備の維持管理状況を図 3-15 に示す。 
加湿装置の能力を十分・やや十分と答えた割

合は 31％、やや不十分・不十分と答えた割合は

21％、どちらとも言えないは 16％、分からない

が 32％であった。 
空調設備の維持管理状況に関して、汚れがあ

る・よくあると答えた割合は、空調機周辺や空

調機械室 18％、空気清浄装置（電気集塵機、エ

アフィルター）23％、冷却加熱装置のコイル等

10％、吹き出し口や還気口 25％であり、空調関

連として目に付く部分の汚れは 2 割程度で汚れ

を気にしていたが、コイルのように目に見えな

い部分はその割合が 10%と低く、認識されてい

ないことが推察される。  
また、冷却塔設備に関しては、設置されてい

ない建物が 46％（52 件）、設置している施設（60
件）では維持管理が良好とどちらでもないの割

合が 42％であったが、分からないが 58%であっ

た。 
加湿装置の維持管理に関しては、設置されて

いないが 25％（28 件）、設置している施設（86
件）では維持管理が良好とどちらとも言えない

の割合が 65％、不良 1%、分からないが 34%で

あった。 
 
C.7 従業員からの苦情 
図 3-16 に従業員からの苦情に関する内容を

項目別に示す。 
苦情が最も多い項目は温度 20％、湿度 10％、

気流 7％で温熱環境に関連するものであった。

他に臭気 4％、騒音 6％、衛生害虫が 3％、水漏
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れ 5％、清掃 2%であった。廃棄物処理及びその

他（衛生全般）への苦情は無かった。 
 
C.8 内装材 
内装材は壁、床、床下材と区分して図 3-17～
図 3-19 に纏めた。 
壁の内装材として単一種目として最も多か

ったのは塗料 36 件（33％）であり、次にビニル

クロス 33 件、紙クロス 23 件となっている。一

方、ビニルクロスと紙クロスを合わせると壁紙

系が 57 件（52%）と最も多くなる。他には、木

質系壁材 6 件、塗り壁 5 件、コンクリートむき

出し 4 件、タイルが 3 件あった。 
床材としては、カーペットが最も多く 94 件

（88%）と大多数を占めている。他に、木材・フ

ローリングが 10 件（9%）、Pタイル 4 件、ビニ

ルシート 2 件、その他が 5 件と少数存在する。

9 割近くがカーペットと回答しているが、カー

ペットタイルもカーペットと認識している可能

性が高い。 
床下地材は、PVC などプラスチックの可塑剤

成分であるDEHPとコンクリートの水分が反応

して 2E1H が生成されることから、調査対象に

加えている。コンクリートが 39 件（38%）、金

属製 OAフロア 24 件（23%）、コンクリート製

OAフロア 14 件（14%）、タイル 11 件（13%）、

プラスチック製 OAフロア 12 件（12%）となっ

ている。OAフロアが 50 件とコンクリート直貼

り 39 件より多い。 
 
C.9 生活用品の使用 
 図 3-20 に芳香剤、防虫剤、空気清浄機などの

生活用品の使用について纏めた。回答数 n=109
のうち、空気清浄機が最も多く 39％（43 件）、

次いで消臭剤 17％（19 件）、スプレー式消臭・

消毒剤 17%（18 件）、除湿剤／防虫剤／芳香剤

がそれぞれ 4％（4 件）、6%（7 件）、9％（10 件）

であった。オゾン発生器／次亜塩素酸は 4 件／

14 件となっている。空気清浄機やスプレー式消

臭・消毒剤の使用が多いのは昨今の新型コロナ

感染症の影響と考えあれる。 
 
C.10 におい 
 最もにおいが気になる場所を図 3-21、知覚空

気質に関する評価を図 3-22 に示す。 
気になる場所は無いとの回答が 74％（92 件）

と最も多く、トイレ10％、執務室5％、廊下4％、

共用空間 2%、会議室 2%の順であった。 
 気になるにおいに関する知覚空気質の評価に

関しては、有効回答数 n=65 が得られた。かなり

不快・不快・やや不快の不快側の申告が 40％、

快適側の申告が 18％と、快適とどちらでもない

を合わせると 6 割程度は肯定的な評価となって

いる。 
臭気強度に関しては強い・とても強い・極端

に強いが 8％であり、平均は 1.6 ととても弱い

（1）と弱いにおいの（2）に間の評価となった。  
受容度は受け入れられない 12％、どちらでも

ない 45％、受け入れられる 43％と、9 割近くが

肯定側の申告をした。快不快度では 40%が不快

と感じても 9 割に近い殆どが受容できるまたは

どちらでもないという回答しているが、これは

においの強度が大きくないことや、においに関

する慣れと我慢に起因するものと考えられる。 
 
C.11 新型コロナ対策 
図 3-23 に新型コロナの感染防止対策につい

て纏めた。 
対策として最も多く採用されているのはマ

スク 97％、手指衛生 80％、テレビ会議 74%で

あり、消毒／換気／空気清浄機が 59%／58%／
38%、テレワーク／時差出勤・自転車出勤が 39%
／35%だった。換気は 58％、空気清浄機を 38％
が挙げていることから、オフィスでも空気環境

への関心が高くなっていることが覗われる。 
 
D. まとめ 
 特定建築物を対象にパッシブサンプラーによ

る空気質調査、及び室内環境と施設管理に関す

るアンケート調査を行った。アンケートの有効

回答数は 126 件であった。 
1) 空調方式は、個別式空調が 48％、中央式と中

央・個別併用式は 49％となり、ほぼ半々の割合

となっている。 
2) 環境衛生管理基準 6 項目に関する測定実施

の有無に関しては、45～50％程度が実施と回答

している。環境測定は特定建築物に対する建築

物衛生法の義務となっていることから、テナン
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トとなっている会社（全体の 83%）の回答者の

一部が測定の実態を把握できていない可能性が

考えられる。 
3) 空調関連として、空気清浄装置や吹き出し

口・還気口のように目に付く部分の汚れに関し

ては 2 割程度で汚れが気になると回答していた

が、コイルは 10%と低く目に見えない部分は認

識されていないと推察される。 
4) 管理項目で苦情が最も多い項目は温度20％、

温度 10％、気流 7％で温熱湿度環境に関連して

いた。 
5) 壁材としては、ビニルクロスと紙クロスを合

わせると 52%と壁紙系が最も多く、次に塗料

33%であった。床材としては、9 割近くがカーペ

ットと回答している。床の下地としては OAフ
ロアが 49%と最も多く、次いでコンクリート直

貼りが 38%であった。 
6) 生活用品としては、空気清浄機が最も多く、

次に消臭剤、スプレー式消臭・消毒剤の使用が

多かった。昨今の新型コロナ感染症対策の影響

と考えられる。 
7) においが気になる場所は無いとの回答が

74％と最も多く、トイレ 10％、執務室 5％、廊

下 4％、共用空間 2%、会議室 2%の順であった。

快不快感では、回答者の 40%が不快側を申告し

ているが、受容度では 9 割近くが受容できるま

たはどちらでもないという肯定側の回答をして

いることから、オフィスではにおいの強度が強

くないないことと、においに関する慣れや我慢

に起因するものと考えられる。 
8) 新型コロナ対策として、最も多く採用されて

いるのはマスク 97％、手指衛生 80％、テレビ会

議 74%であった。消毒／換気／空気清浄機が

59%／58%／38%、テレワーク／時差出勤・自転

車出勤が 39%／35%だった。換気は 58％、空気

清浄機を 38％が挙げていることから、空気環境

への関心が高くなっていることが覗われた。 
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図 3-1 建物用途（n=126） 

図 3-2 周辺環境と施設（n=126、重複回答有り） 

図 3-3 築年数（n=113） 

図 3-4 建物階数（n=123） 
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図 3-5 延床面積（単位：m2） 

図 3-6 建物の所有と使用形態 

図 3-7 空調方式 

図 3-8 喫煙対応 
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図 3-10 改修工事の内容 

図 3-11 改修工事の理由 

図 3-9 5 年以内に改修経験の有無 
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図 3-12 建築物衛生法の環境衛生管理基準項目の測定実施（n=110） 

図 3-13 建築物衛生法の環境衛生管理基準項目の適合割合 

図 3-14 空調の加湿装置の能力（n=103） 
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図 3-15 空調設備の維持管理状況 
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図 3-16 従業員からの苦情（n=124） 
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図 3-17 壁の内装材（n=109、重複回答有り） 

図 3-18 床の内装材（n=107、重複回答有り） 

図 3-16（続き） 従業員からの苦情（n=124） 
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図 3-19 床下材（n=103、重複回答有り） 

図 3-20 芳香剤、防虫剤などの生活用品の使用（n=109） 
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図 3-21 においが気になる場所（n=125） 

a. 快不快度 

b. 臭気強度 
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図 3-22 気になるにおいに関する評価（n=65） 
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図 3-23 新型コロナ感染症対策（n=125、重複回答有り） 
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令和２～３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
分担総合研究報告書 

 

４．拡散サンプラーを用いる空気中ガス状化学物質の分析 
 

分担研究者  内山茂久（千葉大学），欅田尚樹（産業医科大学），稲葉洋平（国立保健医療科学院） 
研究協力者  清水萌花，齋藤みのり，坂元宏成，小倉裕直（千葉大学） 
 

研究要旨 
特定建築物 242 施設内のガス状化学物質濃度を夏期と冬期に分けて測定した．化学物質の捕集には

４種類の拡散サンプラー（オゾン，カルボニル化合物測定用，VOC 測定用，酸性ガス測定用，塩基性
ガス測定用）を使用した．これらの拡散サンプラーは電源を必要とせず騒音を発生しないのでオフィ

ス環境の測定に適していた．また，就業時間の８時間でも十分な分析感度が得られた．特定建築物内
の化学物質濃度は，全国における一般住宅より全体的に低い値を示したが，一施設でホルムアルデヒ
ドが 160 μg/m3と非常に高い値を示した．この施設ではアセトアルデヒドも高濃度（100 μg/m3）であ
った．厚生労働省の室内濃度指針値を超過した物質は全242施設中，ホルムアルデヒドが１施設（0.4%），
アセトアルデヒドが 8 施設（3.3%），トルエンが 1 施設（0.4%），TVOC が 4 施設（1.7%）であり，ア
セトアルデヒドの超過率が高いことが分かった．この他，2,2,4,6,6-ペンタメチルヘプタン（イソドデ

カン）が推定 20000μg/m3 検出された．この物質を TVOC として計算すると厚労省のガイドライン値
（400μg/m3）を大幅に超えることになる．これらの施設では，何らかの対策が必要である．今回測定
した全物質の中で最も高濃度を示したのはエタノールで最大値は夏期 1100 μg/m3，冬期 9200 μg/m3で
あった．エタノールの毒性は比較的低いが木材とエタノールが接触することで発ガン性のアセトアル
デヒドが生成することが報告されているので注意が必要である．最近，新型コロナウィルス感染症対
策としてエタノール系の消毒剤を使用する機会が多いので，アセトアルデヒドの生成メカニズムを詳

細に検討する必要がある． 
 
 

A. 研究目的 
 近年，建材や家庭用品等から発生する化学物質
による健康への影響が懸念されている．これらの
物質の中には，シックハウス症候群やがんの原因
物質ばかりでなく，居住者を不快にする臭気物質
も存在する．化学物質の人体への健康影響や発が
んリスク，快適性等を検討するためには，精度の

高いモニタリングが不可欠である． 
 室内濃度や個人暴露濃度の測定には，吸引ポン
プ等の動力や電力を必要とせず，分子拡散の原理
に基づきガス状化学物質を捕集する拡散サンプ
ラーが適している．拡散サンプラーは，小型軽量
なため，郵送等による遠隔地での捕集や同時多地

点での測定などの利点もある．また，ポンプを用
いないので騒音を発生しない． 
本研究では各種の拡散サンプラーを用いて，

オゾン，アルデヒド類，ケトン類，ギ酸，酢酸，
二酸化窒素，二酸化硫黄，アンモニア，揮発性有
機化合物（VOCs）を特定建築物（オフィスビル

等）で測定し，汚染の実態を調査した．また，施
設の種類や生活用品の使用状況などのアンケー
ト調査を同時に実施し，室内空気中の化学物質
濃度との関連を考察した． 

B. 研究方法 
B.1 拡散サンプラー（PSD サンプラー） 
構造：拡散サンプラー  (Passive Sampling 

Device, PSD-sampler)は拡散浸透媒体である PSD-
diffusion filter，分析時に抽出容器になる glass tube
そして，反応吸収剤試薬を含浸させたシリカゲ
ルまたは炭素系吸着剤 Carbon molecular sieves か
ら構成される 1-3．PSD-sampler の構造と，測定手
順の概要を Fig. 1 に示す．また，実際のサンプリ
ング風景を Fig. 2 に示す．サンプラーの大きさ
は，直径 1.2 cm, 長さ 5.5 cm であり，diffusion 
filter の吸収剤が接触する有効面積は 3.93 cm2，
厚さは 1 mm である．反応試薬含浸シリカゲルを

diffusion filter より glass tubeへ移動させてから溶
出操作を行う．溶出液をガスクロマトグラフィ
ー質量分析計で揮発性有機化合物（ Volatile 
Organic Compounds, VOCs），カルボニル化合物を
高速液体クロマトグラフィー，イオン成分をイ
オンクロマトグラフィーで分析を行う．各種の

反応試薬を含浸させたシリカゲルや炭素系吸着
剤を使用することにより，VOC，カルボニル化合
物，オゾン，酸性ガス，塩基性ガスを選択的に捕
集することが可能である．  
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捕集方法：捕集場所に，太さ 1 mm の糸の一端を

固定する．PSD-sampler の入ったアルミ製保存袋

からサンプラーを取り出し，拡散フィルター部

が床から約 1.5 m になるように糸の先端に取り

付ける．捕集開始時にサンプラーを覆っている

glass tube を取り外す．（Fig. 2）捕集終了時に glass 
tube を取り付け，アルミ製保存袋に入れる． 
溶出方法：捕集後の PSD-sampler をアルミ製保

存袋から取り出す．glass tube を取り外した後 end 
cap を上方向に引き抜き，拡散フィルター内の充

填剤を glass tube に移す．glass tube に所定の溶出

液を一定量添加し撹拌する．一定時間放置した

後，溶出液の分析を行う． 
B.1.1 オゾン，カルボニル化合物測定用拡散サン

プラー（PSD-BPE/DNPH）2 
原理：Scheme 1 にオゾンとカルボニル化合物同

時測定の概略を示す．空気中の

カルボニル化合物は 2,4-ジニト

ロフェニルヒドラジン（DNPH）

と反応してヒドラゾン誘導体を

生成する．また，オゾンは trans-
1,2-ビスピリジルエチレン（BPE）
と反応してピリジン-2-アルデヒ

ド(2PA)を生成する 4-6)．この 2PA
を DNPH でヒドラゾン誘導体に

して，他のアルデヒド誘導体と共

に高速液体クロマトグラフ

（HPLC）で分析することにより，

オゾンとカルボニル化合物の同

時測定が可能になる 4-6)．また，

DNPH 及びアルデヒドのヒドラ

ゾン誘導体はオゾンで破壊され

ることが報告 7-9)されているが，

DNPH と共存する BPE はオゾン

スクラバーとしても機能し，破壊を防ぐことがで

きる. 
作製方法：シリカゲル 100 g を水，メタノール，

アセトニトリルでよく洗浄した後，BPE（7 g）， 

indoor, outdoor personal
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Fig. 1. Measuring gaseous chemical compounds using the PSD sampling device. The collection and the elution steps 
are conducted by transferring the absorbent from the PSD-diffusion filter to glass tube. 
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DNPH 塩酸塩（1 g），リン酸（1.2 mL）を添加する．

窒素ガス気流中でロータリーエバポレーター
(40°C)を用いて減圧乾固させてから密封容器に
保存する．この BPE/DNPH含浸シリカ 270 mg を空
の拡散サンプラー（PSD）に充填し PSD-BPE/DNPH
とした．PSD-BPE/DNPH はアルミ製保存袋に入れ
密閉した． 

分析方法：捕集を終えたサンプラーの充填剤
を 5 mL のバイアルに移す．ジメチルスルホキシ
ド/アセトニトリル（25/75）混合溶液 5 ml で溶出
し，HPLC で分析する．この際，DNPH誘導体の
異性化 4-6)を考慮し，これらの標準溶液にリン酸
を 0.1%添加して異性体比を一定にした後，分析

を行なった．オゾン及び 21 種のカルボニル化合
物（1, DNPH; 2, ホルムアルデヒド; 3, アセトア
ルデヒド; 4, アセトン; 5, アクロレイン;  6, プ
ロパナール; 7, クロトンアルデヒド; 8, 2-ブタノ
ン; 9, ブタナール; 10, ベンズアルデヒド; 11, i-
ペンタナール; 12, n-ペンタナール; 13, o-トルア

ルデヒド;14, p-トルアルデヒド; 15, ヘキサナー
ル;16, 2,5-ジメチルベンズアルデヒド; 17, ヘプ
タナール; 18, オクタナール; 19, 2-ノネナール; 
20, ノナナール; 21, デカナール）を HPLC で定
量可能である．Fig. 3 に標準溶液と典型的な室内
空気，屋外空気のクロマトグラムを示す． 
B.1.2. PSD-TEA（酸性ガス測定用拡散サンプラ

ー） 
原理：大気中の二酸化窒素，二酸化硫黄，塩化

水素などの酸性ガスはトリエタノールアミン
（TEA）と反応し，対応する陰イオンを生成する．
この各種陰イオンをイオンクロマトグラフィー

（IC）で分析することにより，酸性ガスを定性，
定量する 7． 
作製方法：シリカゲル 100 g を純水，アセトニ

トリルでよく洗浄した後，トリエタノールアミ
ンを 10 ml 添加する．40°C でロータリーエバポ

レーターを用いて減圧乾固させてから，密封容
器に保存した．この TEA-silica 250 mg を空の拡
散サンプラー（PSD）に充填し PSD-TEA とする．
PSD-TEA はアルミ製保存袋に入れ密閉した． 
分析方法：捕集を終えたサンプラーの充填剤を 5 
mL のバイアルに移す．純水 5 ml で溶出した後，

溶出液中の陰イオンをイオンクロマトグラフィ

ー（IC）で定量する．IC の分離カラムには Dionex 
IonPac AS11-HC を⽤い，KOH 2 mM→35 mM のグラ
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Scheme 2. Reaction of acidic gases with triethanolamine. 

Fig. 3. HPLC chromatographic profiles of carbonyl compounds 
on standard and sample solutions. 
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ジェントモードで分析を行った．陰イオン標準

溶液のクロマトグラムを Fig. 4 に示す．1, 酢酸

イオン; 2, ギ酸イオン; 3, 塩化物イオン; 4, 亜
硝酸イオン; 5, 臭化物イオン, 6, 硝酸イオン; 7, 
硫酸イオンが分析可能である． 

B1.2.3 PSD-NH3（塩基性ガス測定用拡散サンプラ

ー） 
原理：大気中のアンモニアやトリメチルアミ

ンなどの塩基性ガスはリン酸と反応して，対応

する陽イオンを生成する．この陽イオンを IC で

分析することにより，アンモニアを定性，定量す

る 3．IC の分離カラムには Dionex IonPac CS16 を

用い，メタンスルホン酸 30mM のアイソクラテ

ィックモードで分析を行った． 

作製方法：シリカゲル 100 g を純水，アセトニ

トリルでよく洗浄した後，リン酸を 5 ml添加す

る．40°C でロータリーエバポレーターを用いて

減圧乾固させてから，密封容器に保存した．この

リン酸-silica 250 mg を空の拡散サンプラー（PSD）

に充填し PSD-PO4 とする 3)．PSD-PO4 はアルミ製

保存袋に入れ密閉した． 
 分析方法：捕集を終えたサンプラーの充填剤

を 5 mL のバイアルに移す．純水 5 ml で溶出し

た後，溶出液中の陽イオンを IC で定量する．IC
の分離カラムには Dionex IonPac CS6 を用い，メ

タンスルホン酸 30mM のアイソクラティックモ

ードで分析を行った．陽イオン標準溶液のクロ

マトグラムを Fig. 5 に示す．陽イオンとして, 1, 
リチウムイオン; 2, ナトリウムイオン; 3, アン

モニウムイオン; 4, カリウムイオン; 5, マグネ

シウムイオン; 6, カルシウムイオンが分析可能

である． 
B1.2.4 PSD-CX（VOC 測定用拡散サンプラー） 
原理：大気中の揮発性有機化合物（Volatile 

Organic Carbons, VOCs）は炭素系吸着剤 Carbon 
molecular sieves Carboxen 572 に物理的に吸着す

る．吸着した VOCs を溶出し，ガスクロマトグラ

フィ－質量分析計（Gas chromatography / Mass 
spectrometry, GC/MS）で分析を行う． 

分析方法：捕集を終えた Carboxen 572 粒子を

2 mL バイアルに移し，二硫化炭素を 1 mL 添加
する．内部標準溶液（0.5 μg/mL トルエン d8 溶
液）を 20 μL添加して撹拌した後，GC/MS で分

析を行った． 
分離カラムには，ジーエルサイエンス社製

InertCap AQUATIC-2, 60m, 0.25 mmi.d., d = 1.4 μm
を使用した．イオン化電圧は 75 eV，イオン源温度

は 200°C，トランスファー温度は 200°C，注入量は

1 μL，スプリット比は 1:10 である．カラムの昇温

プログラムを Table 1 に示す． 

Table 1. Temperature program of GC/MS 
time, min Column temperature, °C 

0 40 
6 40 
42 250 
60 250 

 
定量用のイオン（m/z）は，エタノール, 45; ヘキ
サン, 57; 2,4 ジメチルペンタン, 57; 2-ブタノン, 
43; 酢酸エチル, 43; トリクロロメタン, 83; 2,2,4-
トリメチルペンタン, 57; 1,1,1-トリクロロエタン, 
97; へプタン , 43; カーボンテトラクロライド , 
117; 1-ブタノール, 56; ベンゼン, 78; 1,2-ジクロ
ロエタン, トリクロロエチレン, 130; 1,2-ジクロ
ロプロパン, 63; メチルイソブチルケトン, 100; 
オクタン, 43; トルエン D8, 98; トルエン, 91; 酢
酸ブチル, 43; テトラクロロエチレン, 166; ノナ
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Scheme 3. Reaction of amines with phosphoric acid. 
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ン, 57; ジブロモクロロエチレン, 129; エチルベ

ンゼン, 91; 62;m,p-キシレン, 91; o-キシレン, 91; 
スチレン, 104; α-ピネン, 93; デカン, 57; 1,3,5-ト
リメチルベンゼン, 105; 1,2,4-トリメチルベンゼ

ン, 105; 2-エチル-1-ヘキサノール, 83; d-リモネン, 
93; ウンデカン , 57; 1,2,3-トリメチルベンゼン , 
105; p-ジクロロベンゼン, 146; ノナナール, 98; 
ドデカン, 57; 1,2,4,5-テトラメチルベンゼン, 119; 
デカナール, 112; トリデカン, 57; テトラデカン, 
57; ペンタデカン, 57; ヘキサデカン, 57; テキサ

ノール 89 である． 
本研究における分析条件での標準試料のクロ

マトグラムを Fig. 6 に示す．本分析条件で，44 成

分（エタノール, ヘキサン, 2,4ジメチルペンタン, 
2-ブタノン , 酢酸エチル , トリクロロメタン , 
2,2,4-トリメチルペンタン, 1,1,1-トリクロロエタ

ン, へプタン, カーボンテトラクロライド, 1-ブ
タノール , ベンゼン , 1,2-ジクロロエタン , トリ
クロロエチレン, 1,2-ジクロロプロパン, メチル

イソブチルケトン , オクタン , トルエン d8, ト
ルエン, 酢酸ブチル, テトラクロロエチレン, ノ
ナン , ジブロモクロロエチレン , エチルベンゼ

ン, m,p-キシレン, o-キシレン, スチレン, α-ピネ
ン, デカン, 1,3,5-トリメチルベンゼン, 1,2,4-トリ
メチルベンゼン, 2-エチル-1-ヘキサノール, ウン

デカン, 1,2,3-トリメチルベンゼン, p-ジクロロベ
ンゼン, ノナナール, ドデカン, 1,2,4,5-テトラメ

チルベンゼン, デカナール, トリデカン, テトラ

デカン, ペンタデカン, ヘキサデカン, テキサノ

ール）を分析することが可能である． 
 

C 結果と考察 
C1 拡散サンプラーの捕集速度（サンプリングレ

ート） 
拡散サンプラーの捕集原理 
PSD（Passive Sampling Device）サンプラーは分

子拡散の原理に基づき化学物質を捕集する器具

であるが，捕集した物質の大気濃度を求めるた

めには物質ごとに捕集速度（サンプリングレー

ト）を求めておく必要がある． 
微量成分が細孔を通り，気体成分が x 方向に

拡散する場合のフラックスは Fick の第一則によ

り次式で表わされる． 

  [1] 

ここで，N は気体のフラックス(mol/cm2/s)，D は

気体の拡散係数(cm2/s)，dc/dl はサンプラーの気

体浸透媒体内部における濃度勾配である．捕集

剤の吸着・吸収力が充分に強ければ，気液境膜に

おける気体濃度は 0 になる．したがって，濃度勾

配(dc/dl)は(C/L)で置き換えることが出来る．こ

こで，C (ppb)は大気中濃度，L (cm)は気体の濃度

勾配が成立する気体浸透媒体の厚さである． 
[1]式は[2]式で置き換えることができる． 

  [2] 

PSD サンプラーの捕集速度, W / t (mol/s)は N に

拡散面積 A（cm2）を乗じることで求めることがで

きる． 

      [3] 

ここで，W は吸着・吸収した化学物質の量(mol)，
t は捕集期間(h)である．従って，目的成分の大気

濃度(ppb)は次式で計算することができる． 

 [4] 

ここで，C は目的成分の空気中濃度(ppb), r は比
例定数(ppb sec/mol)であり，r の逆数 1/r がアップ

テイクレートである．アップテイクレート, R を
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あらかじめ求めておけば，Wを測定することにより
大気中濃度 Cを計算することができる． 

[6]式からサンプリングレートは分子拡散係数 D に
比例する．したがって特定の化学物質の拡散サンプラ

ーのサンプリングレートを実験で求めておけば，各物

質の拡散係数からサンプリングレートを計算するこ

とができる．拡散係数が未知の場合は次式により算出

できる 8． 

 [5] 

ここで，DAB (cm2/s)は気体の拡散係数，P (atm)は
大気圧，T (K)は絶対温度，MA と MB は成分 A と

B の分子量である． ΣV は原子あるいは分子の

diffusion volume であり，それぞれの atomic 
diffusion volume から算出できる． 

拡散サンプラーは温度や圧力により，捕集速

度が変化するが，この影響は[5]式から推定する

ことができる．すなわち，[5]式から 

 

  [6] 

 [7] 

の関係が得られ，温度・圧力の補正が可能である． 
この他，グレアムの法則から各種化学物質の

sampling rateを算出することもできる9)．グレア

ムの法則により，定温定圧の条件のもとで気体

が薄い細孔を通って圧力の低い側へ流出する速

度は，その密度Z(したがって分子量M)の平方根

に反比例する． 

 [8] 

したがって，ホルムアルデヒドの拡散係数をMfとした

場合，目的物質の拡散係数Dgrは次の式から算出でき
る． 

 [9] 

そして sampling rate (R)は次式から算出できる．
  

 [10] 

 

t は捕集期間(h)である．従って，目的成分の大気

濃度(ppb)は次式で計算することができる． 
 実験で求めたホルムアルデヒドのサンプリン

グレート（Fig. 7, 71.9 mL/min）を基に，グレアム

の法則により求めた各カルボニル化合物のサン

プリングレートを Table 2 示す．また，このサン

プリングレートを用いて算出した大気濃度も

Table 2 に示す．アクティブサンプリングで算出し

た大気濃度とほぼ一致している．カルボニル化合

物以外の化学物質のサンプリングレートにもグ

レアムの法則の適用は可能である． 

 
Table 2. Concentrations of carbonyl compounds measured by PSD-
DNPH and active sampling. Active sampling was performed at 100 
mL/min and sampling duration is 24 h.  

compoumds 
PSD-DNPH active sapling 

R 
(mL/min) 

conc. 
(μg/m3) 

R 
(mL/min) 

conc. 
(μg/m3) 

formaldehyde 71.9 27 100 27 
acetaldehyde 59.4 24 100 25 
acetone 51.7 31 100 32 
formaldehyde 71.9 27 100 27 
acetaldehyde 59.4 24 100 25 
acetone 51.7 31 100 32 
acrolein 52.6 0.2 100 0.3 
propanal 51.7 1.9 100 1.9 
crotonaldehyde 47.1 0.3 100 0.2 
2-butanone 46.4 13 100 14 
butyraldehyde 46.4 2.0 100 2.0 
cyclohexanone 39.8 2.4 100 1.9 
benzaldehyde 38.2 2.7 100 2.3 
isopentanal 42.5 0.6 100 0.4 
pentanal 42.5 2.1 100 1.8 
o-tolualdehyde 35.9 3.2 100 2.7 
m,p-tolualdehyde 35.9 1.7 100 0.9 
hexanal 39.4 7.0 100 7.7 
2,5-DMBA 34.0 1.3 100 0.7 
heptanal 36.9 1.1 100 1.5 
octanal 34.8 1.1 100 1.6 
nonanal 33.0 4.8 100 4.8 
decanal 31.5 1.0 100 1.2 
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C2. 特定建築物内化学物質濃度の測定結果 
特定建築物内の化学物質濃度を前述した 4 種

類の拡散サンプラーを用いて分析した．調査は
夏期と冬期に分けて行い，冬期の調査は，2020 年
12月 14日～2021 年 4月 6日（W1，56 施設）お
よび 2022 年 1 月 20 日～2022 年 2 月 14 日（Ｗ
２，75 施設），夏期の調査は 2021 年 8月 20日～

2021 年 9 月 30 日（S，111 施設）の計 242 施設
で実施した．なお，捕集時間は就業時間を基本と
し８時間程度である． 
それぞれの期間におけるカルボニル化合物濃

度，VOC，無機成分の平均値，パーセンタイル値
（50%ile, 95%ile, 100%ile）を Table 3 に示す．  
C.2.1 特異に高濃度を示した物質 

ホルムアルデヒド 
全体的に夏期の方が冬期より濃度が高い傾向

であるが，冬期（W1）の一施設でホルムアルデ
ヒドが 160 μg/m3 と非常に高い値を示した．この
施設ではアセトアルデヒド（100 μg/m3），アセト

ン（140 μg/m3），トルエン（61 μg/m3），d-リモネ
ン（37 μg/m3），などが他の施設に比べ特異に高
濃度であった． 

アセトアルデヒド 
冬期（W1）の一施設でアセトアルデヒドが 200 

μg/m3 と非常に高い値を示した．他の VOC，カル

ボニル化合物濃度も他の施設に比べやや高い傾
向にある． 
ベンゼン 
冬期（W1）の一施設でベンゼンが 24 μg/m3 と

非常に高い値を示した．令和２年度の環境大気
濃度（0.79 μg/m3）9 の 30倍，環境基準値の約３

倍の値である．施設内に発生源があり注意が必
要である． 

エタノール 
エタノール濃度の平均値は，夏期（S）1100 

μg/m3，冬期（W2）9200 μg/m3 であり，全物質を
通して最も高い値を示した．  

国立医薬品食品衛生研究所（国衛研，NIHS）
が 2001 年，2002 年，2003 年に実施した一般住
宅における冬期を中心とした全国調査 10 による
と，エタノール濃度平均値はそれぞれ 1600 μg/m3，
890 μg/m3， 490 μg/m3 であった．また最大濃度も，
それぞれ 15000 μg/m3，19000 μg/m3，4900 μg/m3

を示し，最も濃度が高い物質である．今回調査し
た特定建築物においても一般住宅同様最も濃度
が高い物質である．木材とエタノールが接触す
ることでアセトアルデヒドが生成することが報
告 11 されているので注意が必要である． 

2,2,4,6,6-ペンタメチルヘプタン（パーメチル

99） 
当初，夏期（S）の一施設でデカンが 20000 μg/m3

と定量された．しかし，GC/MS のスペクトルを

精査すると，デカンではなく 2,2,4,6,6-ペンタメ

チルヘプタン（イソドデカン）であることが明ら
かになった．標準溶液にこの物質が含まれてい
なかったため正確な定量はできないが，ドデカ
ンの異性体であり同じ分子式，分子量であるこ
とを考慮すると 20000 μg/m3に近い濃度であるこ
とが示唆される．イソドデカンを TVOC に含め

ると 20000 μg/m3以上になり，ガイドライン値を
大幅に超過することになる． 
C.2.2 室内濃度指針値，環境基準値 

厚生労働省が室内濃度指針値を策定している
物質として，ホルムアルデヒド（FA），アセトア
ルデヒド（AA），トルエン（TL），キシレン（XY），

エチルベンゼン（EB），スチレン（ST），パラジ
クロロベンゼン（PDB），テトラデカン（TD），総
揮発性有機化合物（TVOC），環境省が環境基準
値を策定している物質として，ベンゼン，トリク
ロロエチレン，テトラクロロエチレン，オキシダ
ント（オゾン），二酸化窒素，環境省が悪臭防止

法に基づき規制基準を策定している物質として，
アンモニア（NH3）の濃度を夏期，冬期それぞれ
Table 4～6 に示す．それぞれの物質の指針値，基
準値は以下の通りである． 
ホルムアルデヒド 100 μg/m3 
アセトアルデヒド 48 μg/m3 
トルエン 260 μg/m3 
キシレン 200 μg/m3 
エチルベンゼン 3800 μg/m3 
スチレン 220 μg/m3 
パラジクロロベンゼン 240 μg/m3 
テトラデカン 330 μg/m3 
総揮発性有機化合物 TVOC 400 μg/m3  
2-エチル-1-ヘキサノール （案）130 μg/m3 
テキサノール （案）240 μg/m3 
ベンゼン 3 μg/m3 
トリクロロエチレン 130 μg/m3 
テトラクロロエチレン 200 μg/m3 
オキシダント（オゾン） （60 ppb）120 μg/m3 
二酸化窒素 （40 ppb）77 μg/m3 
アンモニア（NH3） （1000 ppb）709 μg/m3 

これらの物質の中で厚生労働省の室内濃度指

針値を超過した物質は全 242 施設中，ホルムア
ルデヒドが１施設（160 μg/m3），アセトアルデヒ
ドが 8 施設（48, 48, 53, 55, 62, 81, 100, 200 μg/m3），
トルエンが 1 施設（400 μg/m3），TVOC が 4 施設
（440，640，680，800 μg/m3）であり，アセトア
ルデヒドの超過率が高いことが分かった． 
C.2.3 一般住宅との比較 
 NIHS は 2001 年～2003 年に一般住宅における
冬期を中心とした全国調査 7, 10 を行っている．ま
た，国立保健医療科学院（NIPH）では 2012 年～
2014 年の夏期と冬期に日本全国 602 戸の一般住
宅で化学物質濃度の調査を行っている 12．今回行

った特定建築物とこれら全国調査との比較を
Table 7 に示す．全体的に，一般住宅より特定建
築物の方が化学物質濃度が低いことが分かった． 
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オゾンは外気濃度が圧倒的に高く，屋内に流

入したオゾンは急激に分解するため，屋内のオ

ゾン濃度は換気の指標になる．特定建築物のオ

ゾン濃度（夏期 14μg/m3 冬期 8.2μg/m3）が一般住

宅（夏期 10μg/m3 冬期 1.7μg/m3）より高いことは，

換気が多く行われていたことを表している．そ

のため化学物質濃度が低くなったことが推測さ

れる． 
 

D. 結論 
本研究では特定建築物 242施設内のガス状化学

物質濃度を夏期と冬期に分けて測定し，汚染物質

の実態を明らかにした． 
化学物質の捕集には４種類の拡散サンプラー

（オゾン，カルボニル化合物測定用 PSD-
BPE/DNPH，VOC 測定用 PSD-CX，酸性ガス測定

用 PSD-TEA，塩基性ガス測定用 PSD-PO4）を使

用したが，これらの拡散サンプラーは電源を必要

とせず騒音を発生しないので就業時間における

オフィス環境の測定に適していた． 
今回測定した物質の中で厚生労働省の室内濃

度指針値を超過した物質は全 242 施設中，ホル

ムアルデヒドが１施設（160 μg/m3），アセトアル

デヒドが 8 施設（48, 48, 53, 55, 62, 81, 100, 200 
μg/m3），トルエンが 1 施設（400 μg/m3），TVOC
が 4 施設（440，640，680，800 μg/m3）であり，

アセトアルデヒドの超過率が高いことが分かっ

た．  
今回測定した全部質の中で最も高濃度を示し

たのはエタノールで最大値は夏期 1100 μg/m3，冬

期 9200 μg/m3 である．エタノールの毒性は比較的

低いが木材とエタノールが接触することで発ガ

ン性のアセトアルデヒドが生成することが報告

されているので注意が必要である．最近，新型コ

ロナウィルス感染症対策としてエタノール系の

消毒剤を使用する機会が多いので，アセトアルデ

ヒドの生成メカニズムを詳細に検討する必要が

ある． 
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Table 3. Concentrations of chemical compounds in the office buildings. （μg/m3） 

compounds 

Winter（W1, n = 56） 
Dec. 2020 to Apr. 2021 

Summer（S, n = 111） 
Aug. 2021 to Sep. 2021 

Winter（W2, n = 75） 
Jan. 2022 to Feb. 2022 

mean 50%ile 95%ile 100%ile mean 50%ile 95%ile 100%ile mean 50%ile 90%ile 100%ile 

formaldehyde 11  6.7 20 160 13 12 25 60 6.9 6.3 12 21 
acetaldehyde 15 5.6 60 200 11 8.0 30 62 8.0 6.6 22 27 
propanal 6.1 4.5 16 46 2.1 n.d. 7.4 23 0.7 n.d. 4.0 12 
valeraldehyde n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 3.9 n.d. n.d. n.d. n.d. 
i-valeraldehyde 0.1 n.d. n.d. 4.1 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
hexanal 0.4 n.d. n.d. 21 0.3 n.d. n.d. 15 n.d. n.d. n.d. n.d. 
heptanal n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
octanal n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
nonanal 0.7 n.d. n.d. 23 0.7 n.d. n.d. 38 0.2 n.d. n.d. 15 
decanal 0.3 n.d. n.d. 15 0.2 n.d. n.d. 19 n.d. n.d. n.d. n.d. 
acrolein 0.2 n.d. n.d. 9.1 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
crotonaldehyae 0.6 n.d. n.d. 6 0.2 n.d. n.d. 6.2 n.d. n.d. n.d. 1.8 
2-nonenal n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
benzaldehyde 0.2 n.d. n.d. 5.4 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
o-tolualdehyde n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
p-tolualdehyde 0.2 n.d. n.d. 8.6 n.d. n.d. n.d. 4.1 n.d. n.d. n.d. 2.2 
2,5-DMBA n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
acetone 16 8.0 85 140 12 9.7 23 66 13 11 23 60 
2-butanone 2.3 n.d. 15 34 n.d. n.d. n.d. 2.6 n.d. n.d. n.d. n.d. 
MIBK 0.1 n.d. 0.4 3.2 0.2 n.d. 0.6 1.6 n.d. n.d. n.d. 1.2 
total carbonyls 53 27 170 480 40 33 66 240 29 26 53 85 
hexane 15 7.1 27 270 5.2 2.7 11 200 5.0 4.2 12 29 
cyclohexane n.d. n.d. n.d. n.d. 1.3 n.d. 4.5 66 2.6 0.7 5.3 61 
heptane 0.8 0.3 2.5 3.8 0.5 n.d. 2.9 12 1.9 0.4 2.3 99 
octane 0.5 0.3 1.5 7.2 1.0 n.d. 3.5 8.8 0.8 0.6 2.2 6.2 
nonane 1.9 0.6 3.8 35 0.6 n.d. 2.0 39 1.0 0.5 2.7 29 
decane 17 1.9 13 740 15 14 29 35 13 9.6 28 84 
undecane 2.3 1.5 4.3 23 1.2 0.6 3.7 32 1.4 0.7 6.4 20 
dodecane 9.1 9.2 19 25 5.4 3.5 16 78 7.7 6.3 14 57 
tridecane 7.6 6.7 15 42 4.5 1.8 7.1 140 2.6 2.3 5.2 12 
tetradecane 9.5 9.1 20 32 9.4 6.5 20 110 11 10 20 28 
pentadecane 3.1 1.5 15 21 0.1 n.d. 0.6 3.6 0.3 0.3 0.7 1.8 
hexadecane 3.9 3.1 9.1 15 0.4 n.d. 2.0 4.5 1.0 1.0 1.8 3.5 
benzene 1.6 0.9 3.0 24 1.6 1.2 3.0 5.0 0.9 0.8 1.8 3.1 
toluene 16 5.0 40 400 8.7 5.9 19 130 5.5 4.5 12 21 
ethylbenzene 4.8 1.3 15 70 1.9 1.6 5.6 11 1.2 0.9 3.4 4.8 
o-xylene 1.5 0.6 6.5 9.6 0.6 0.4 2.3 5.5 0.6 0.4 1.2 5.4 
m,p-xylene 4.4 2.0 18 35 1.9 1.5 5.3 12 1.4 1.0 3.2 10 
1,3,5-TMB 0.3 0.1 1.4 3.0 0.3 n.d. 1.6 3.8 0.3 0.2 0.8 2.4 
1,2,4-TMB 1.3 0.7 4.6 9.9 1.2 0.6 4.4 15 1.2 0.8 3.6 9.9 
1,2,3-TMB 0.3 n.d. 1.2 3.1 0.2 n.d. 0.8 8.9 0.3 0.2 0.8 2.5 
1,2,4,5-TMB 0.2 n.d. 0.9 1.6 0.1 n.d. n.d. 15 0.1 n.d. 0.3 1.4 
styrene 0.1 n.d. 0.1 2.0 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 0.1 1.1 
p-DCB 2.7 0.4 5.2 100 0.9 0.6 2.2 14 0.9 0.5 3.7 4.8 
trichloromethane 0.7 0.3 2.5 13 0.7 n.d. 1.5 41 0.4 0.4 0.7 0.9 
tetrachloromethane 0.2 n.d. 0.6 2.5 n.d. n.d. n.d. 2.2 0.2 n.d. 0.8 1.1 
dibromochloromethane n.d. n.d. n.d. 1.5 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
1,2-dichloroethane 0.1 n.d. 0.5 2 n.d. n.d. n.d. 1.8 n.d. n.d. n.d. 2.3 
1,1,1-TCE n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
trichloroethylene 0.3 n.d. 1.3 1.8 0.2 n.d. 1.7 2.9 0.8 n.d. 1.0 44 
tetrachloroethylene 0.1 n.d. 0.2 1.5 n.d. n.d. n.d. 3.3 0.1 n.d. 0.5 0.8 
ethanol － － － － 1100 540 3200 18000 3000 2600 7000 9200 
2-ethyl-1-hexanol 3.3 1.8 11 16 4.3 1.9 20 33 0.6 n.d. 3.2 4.7 
texanol 2 1.6 5.3 15 3.0 2.9 7.2 14 2.5 1.9 4.1 22 
ethylacetate 5.1 3.5 14 32 5.1 3.5 13 46 3.9 2.6 9.2 27 
butylacetate 1.6 0.5 5.2 25 0.6 n.d. 2.7 12 1.7 1.4 3.1 5.9 
2,2,4-TMP 0.1 n.d. 0.3 2.3 n.d. n.d. n.d. 3.1 n.d. n.d. 0.1 1.3 
α-pinene 0.4 n.d. 1.5 6.2 n.d. n.d. n.d. 1.5 0.2 0.2 0.6 1.0 
d-limonene 4.4 1.8 18 57 1.7 n.d. 3.4 94 8.6 2.2 14 390 
TVOC 130 83 380 800 160 130 370 730 140 120 260 680 
ozone 6.2 4.1 16 33 14 11 24 48 8.2 7.8 12 20 
formic acid － － － － 20 20 30 49 13 12 22 27 
acetic acid － － － － 89 89 140 250 39 32 79 93 
hydrogen chloride － － － － 8.7 5.5 14 90 18 16 30 59 
nitrogen dioxide － － － － 15 14 25 64 15 12 26 110 
total acidic gases － － － － 130 130 240 450 85 72 180 290 
ammonia － － － － 12 12 17 24 3.6 3.2 6.1 7.8 
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Table 4. Concentrations of chemical compounds for which guideline or standard values are specified. （W1, μg/m3） 

name FA AA TD TL EB XY ST pDCB EH TX TVOC BZ TrCE TeCE O3 NO2 NH3 

W1-1 15 48 16 8.9 2.3 5.7 n.d. 0.3 16 2.2 140 2.3 n.d. n.d. 0.9 － － 
W1-2 18 53 16 8.7 2.3 5.5 n.d. 0.3 15 1.6 130 1.8 n.d. n.d. 0.9 － － 
W1-3 8.2 9.8 7.2 6.8 1.4 4.4 n.d. 0.8 4.2 2.4 130 0.7 n.d. n.d. 0.5 － － 
W1-4 6.7 4.6 11 4.0 1.0 2.7 n.d. n.d. 1.1 2.9 70 0.7 n.d. n.d. 1.3 － － 
W1-5 9.0 8.3 7.7 4.6 1.0 2.7 n.d. 100 4.5 2.1 180 1.0 0.8 1.5 2.0 － － 
W1-6 5.9 5.3 9.1 3.0 0.8 2.1 n.d. n.d. 0.8 1.1 78 0.7 n.d. n.d. 1.5 － － 
W1-7 6.5 4.1 9.0 5.3 1.2 2.3 n.d. 0.3 1.6 1.8 78 0.8 n.d. n.d. 0.6 － － 
W1-8 11 6.3 21 1.8 0.5 1.9 n.d. n.d. n.d. 1.4 92 1.1 n.d. n.d. 4.9 － － 
W1-9 21 10 6.9 3.7 3.9 6.2 n.d. 2.8 0.9 1.4 81 0.9 n.d. n.d. 2.7 － － 
W1-10 7.7 5.6 17 2.4 0.9 1.7 n.d. n.d. 2.2 1.5 84 0.6 n.d. n.d. 3.2 － － 
W1-11 7.2 2.8 5.5 5.5 1.2 3.1 n.d. 0.3 n.d. 2.3 120 0.4 n.d. n.d. 0.9 － － 
W1-12 1.7  5.8 0.4 0.8 1.2 n.d. n.d. n.d. n.d. 39 n.d. n.d. n.d. 0.2 － － 
W1-13 160 100 17 61 6.0 15 n.d. 5.1 2.8 5.8 270 10 n.d. 1.4 7.2 － － 
W1-14 12 23 14 18 3.3 7.3 n.d. 0.5 3.4 2.0 130 2.0 1.6 n.d. 0.1 － － 
W1-15 20 31  7.0 2.1 3.1 n.d. 0.4 0.9 n.d. 32 1.9 n.d. n.d. 2.8 － － 
W1-16 13 11 1.3 9.7 4.2 16 n.d. 6.1 4.2 n.d. 440 1.2 n.d. n.d. 8.3 － － 
W1-17 42 200 32 33 6.1 22 2.0 2.1 7.4 4.0 360 24 n.d. n.d. 3.1 － － 
W1-18 13 81 14 5.9 1.3 4.1 n.d. n.d. 1.6 1.8 70 2.6 n.d. n.d. 3.4 － － 
W1-19 11 5.5 4.9 2.9 0.5 1.5 n.d. n.d. n.d. 2.6 54 0.9 n.d. n.d. 1.8 － － 
W1-20 3.7 4.6 13 3.2 0.8 1.3 n.d. 0.2 1.3 1.3 57 1.1 n.d. n.d. 9.6 － － 
W1-21 4.1 5.5 16 7.5 0.6 1.8 n.d. 0.2 2.3 1.2 100 1.1 n.d. n.d. 5.2 － － 
W1-22 4.9 7.1 3.6 5.1 1.2 1.3 n.d. 0.7 1.6 2.2 79 1.0 0.1 n.d. 3.2 － － 
W1-23 8.2 7.1 21 6.9 1.5 2.2 n.d. 1.2 1.7 0.9 150 0.9 1 n.d. 3.4 － － 
W1-24 5.1 5.7 13 17 2.2 7.4 n.d. 0.5 0.6 2.5 120 4.1 n.d. n.d. 8.1 － － 
W1-25 10 7.0 16 4.6 1.1 1.8 n.d. 0.8 2.2 1.3 95 0.5 n.d. n.d. 11 － － 
W1-26 12 17 13 5.8 2.7 3.4 n.d. 0.9 n.d. 1.6 110 1.6 0.4 0.7 4.8 － － 
W1-27 14 8.1 15 20 34 29 0.1 1.7 2.6 4.9 180 0.8 n.d. n.d. 2.9 － － 
W1-28 7.4 6.1 14 6.8 1.2 2.2 n.d. 0.5 1.5 1.4 94 1.0 0.4 n.d. 4.6 － － 
W1-29 7.9 5.3 19 11 1.9 2.9 n.d. 0.2 2.0 2.7 140 1.0 n.d. n.d. 4.0 － － 
W1-30 1.4 1.8 1.4 2.5 0.9 1.2 n.d. 0.2 1.2 n.d. 24 1.3 n.d. n.d. 4.6 － － 
W1-31 1.7 3.3 13 6.7 2.2 3.0 n.d. 0.6 7.9 0.5 97 0.6 n.d. n.d. 0.9 － － 
W1-32 2.3 3.6 0.9 7.5 1.7 1.7 n.d. n.d. 1.7 n.d. 34 1.1 1.0 n.d. 1.5 － － 
W1-33 2.3 3.7 15 400 70 45 0.5 n.d. 1.6 3.6 640 1.8 1.8 n.d. 1.6 － － 
W1-34 3.2 6.4 14 100 61 38 0.2 0.3 1.3 n.d. 320 1.5 1.8 n.d. 3.7 － － 
W1-35 2.3 2.8 0.7 1.5 0.6 0.4 n.d. n.d. n.d. n.d. 11 0.4 n.d. n.d. 4.5 － － 
W1-36 2.1 1.8 2.6 1.9 0.7 0.9 n.d. n.d. 7.6 1.8 43 0.5 n.d. n.d. 9.4 － － 
W1-37 3.0 2.6 1.8 6.1 2.1 2.6 n.d. 0.6 4.2 n.d. 58 0.5 n.d. n.d. 3.0 － － 
W1-38 1.9 1.6 0.9 1.8 3.2 2.5 n.d. n.d. 0.5 n.d. 20 0.5 n.d. n.d. 11 － － 
W1-39 1.8 3.0 1.3 4.5 4.1 3.8 n.d. 4.0 0.9 0.3 49 0.5 0.4 n.d. 4.2 － － 
W1-40 2.4 2.7 0.5 2.5 0.8 1.1 n.d. n.d. 11 n.d. 28 0.6 1.1 n.d. 3.9 － － 
W1-41 3.1 2.8 2.4 2.7 0.9 1.1 n.d. n.d. 11 2.5 66 0.8 0.8 n.d. 3.1 － － 
W1-42 2.5 2.7 3.0 2.5 0.8 1.0 n.d. 0.2 12 2.0 65 0.7 0.8 n.d. 2.2 － － 
W1-43 2.6 2.0 13 4.5 4.1 21 0.1 0.9 5.2 2.0 120 0.4 n.d. n.d. 4.6 － － 
W1-44 4.8 3.8 18 3.6 2.6 14 n.d. 0.6 5.4 1.2 130 0.8 0.5 n.d. 25 － － 
W1-45 7.3 4.7 17 4.8 1.1 2.8 n.d. 0.4 3.2 1.0 82 0.7 n.d. n.d. 10 － － 
W1-46 4.2 3.0 16 1.8 0.8 1.2 n.d. 0.5 0.8 1.4 71 0.4 n.d. n.d. 27 － － 
W1-47 11 7.8 1.1 5.0 1.0 1.2 n.d. 1.1 8.0 n.d. 40 0.9 0.6 n.d. 14 － － 
W1-48 6.3 8.1 1.9 22 8.5 7.7 n.d. 0.9 1.4 15 140 1.1 1.2 n.d. 9.3 － － 
W1-49 6.7 6.7 2.9 10 2.9 3.1 n.d. 0.7 1.6 5.2 70 0.7 0.2 n.d. 12 － － 
W1-50 12 11 1.6 3.2 0.9 1.3 n.d. 1.1 2.2 1.2 40 0.8 n.d. n.d. 4.9 － － 
W1-51 7.9 7.9 1.1 9.9 2.5 2.7 n.d. 0.5 1.9 7.1 64 0.9 0.8 n.d. 12 － － 
W1-52 4.7 6.3 18 7.9 2.4 4.2 n.d. 0.2 1.3 1.0 100 1.6 0.5 n.d. 12 － － 
W1-53 5.1 3.4 2.7 1.9 0.7 0.8 n.d. 0.1 2.0 2.1 53 0.3 n.d. n.d. 12 － － 
W1-54 5.1 4.0 17 2.5 0.7 1.4 n.d. 0.3 2.6 1.6 86 0.3 0.3 n.d. 6.5 － － 
W1-55 12 7.4 2.7 3.6 1.2 2.2 n.d. 0.5 1.0 4.4 800 0.4 0.3 n.d. 33 － － 
W1-56 7.5 29 1.3 2.1 0.9 1.5 n.d. 5.7 3.1 0.7 48 0.5 0.4 n.d. 12 － － 

FA, formaldehyde; AA, acetaldehyde; TD, tetradecane; TL, toluene; EB, ethylbenzene; XY, xylenes; ST, styrene; p-dichlorobenzene, PDC; 
EH, ethylbenzene; TX, texanol; TVOC, total volatile organic compounds; BZ, benzene; TrCE, trichloroethylene; TeCE, tetrachloroethylene; 
O3, ozone; NO2, nitrogen dioxide; NH3, ammonia 
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Table 5. Concentrations of chemical compounds for which guideline or standard values are specified. （S, μg/m3） 

name FA AA TD TL EB XY ST PDC EH TX TVOC BZ TrCE TeCE O3 NO2 NH3 

S-1 16 7.4 4.3 6.9 0.9 1.2 n.d. 0.7 3.6 3.0 49 2.3 n.d. n.d. 13 5.5 8.3 
S-2 13 19 2.6 14 2.1 2.5 n.d. 1.0 29 2.3 97 3.5 n.d. n.d. 8.9 20 11 
S-3 16 26 9.3 12 5.4 6.8 n.d. 1.3 33 4.1 110 3.0 n.d. n.d. 7.9 7.4 23 
S-4 24 11 4.1 16 1.5 2.2 n.d. 0.5 4.8 3.1 94 2.3 1.7 n.d. 8.2 9.8 13 
S-5 7.1 8.0 6.5 8.5 2.4 3.1 n.d. 2.2 5.3 6.0 56 2.5 n.d. n.d. 9.1 15 15 
S-6 12 10 3.9 21 2.1 2.7 n.d. 1.9 3.1 2.4 71 2.9 1.0 n.d. 19 16 14 
S-7 6.5 12 6.8 5.1 1.3 1.3 n.d. 1.5 9.0 1.7 44 2.2 n.d. n.d. 11 13 12 
S-8 13 5.2 2.4 2.7 1.1 1.7 n.d. n.d. 4.8 6.6 38 2.3 n.d. n.d. 8.3 4.7 16 
S-9 11 8.3 1.7 4.7 1.9 2.1 n.d. 1.3 2.9 1.8 39 3.1 n.d. n.d. 19 18 11 
S-10 13 48 3.7 9.5 2.6 3.7 n.d. 1.6 9.5 1.3 99 3.1 n.d. n.d. 5.6 17 14 
S-11 9.9 19 2.6 9.9 2.4 3.1 n.d. 1.2 12 1.6 72 3.3 n.d. n.d. 6.2 13 13 
S-12 9.4 7.1 4.1 6.5 2.7 2.7 n.d. 0.8 1.1 4.2 51 1.9 n.d. 3.3 5.1 37 12 
S-13 33 17 10 10 3.9 4.5 n.d. 1.6 22 4.4 100 2.0 n.d. n.d. 6.1 8.8 21 
S-14 11 5.4 2.8 7.1 1.3 2.7 n.d. n.d. 2.4 4.1 40 2.2 n.d. n.d. 7.5 14 9.4 
S-15 21 7.2 1.8 4.9 1.8 3.0 n.d. 1.1 1.5 0.8 47 1.8 n.d. n.d. 7.9 27 14 
S-16 5.2 20 4.4 6.0 1.7 2.5 n.d. 0.6 1.8 3.2 44 2.9 n.d. n.d. 6.1 27 10 
S-17 11 13 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 30 2.2 n.d. n.d. 8.7 14 12 
S-18 13 4.7 5.1 4.8 1.2 1.6 n.d. 1.5 3.5 2.9 38 1.9 n.d. n.d. 8.8 64 18 
S-19 10 7.7 1.0 7.2 2.5 2.9 n.d. 0.3 3.1 14 51 1.7 n.d. n.d. 4.3 7.8 11 
S-20 16 6.4 4.1 5.0 0.7 1.3 n.d. n.d. 20 3.8 56 1.7 n.d. n.d. 7.7 5.4 12 
S-21 12 7.5 3.1 4.2 1.0 .01.1 n.d. n.d. 1.6 0.9 31 2.2 n.d. n.d. 8.7 26 13 
S-22 48 55 5.2 14 3.2 3.4 n.d. 0.8 6.2 4.5 200 2.5 n.d. n.d. 7.1 16 15 
S-23 13 4.0 3.5 7.3 1.3 4.0 n.d. 0.4 2.7 1.5 37 1.9 n.d. n.d. 5.3 4.2 10 
S-24 11 6.6 2.2 9.1 11 15 n.d. 1.8 8.7 5.2 81 2.0 n.d. n.d. 10 17 12 
S-25 11 8.4 3.2 3.8 0.7 1.7 n.d. 1.2 2.5 1.4 35 2.2 n.d. n.d. 11 9.2 12 
S-26 14 9.3 5.2 19 5.2 10 n.d. 0.8 1.9 3.0 69 2.4 n.d. n.d. 8.0 14 17 
S-27 13 7.6 4.9 3.4 0.7 1.1 n.d. 0.4 2.2 1.7 33 1.1 n.d. n.d. 8.7 8.4 12 
S-28 13 7.6 2.2 5.9 2.2 2.8 n.d. 1.7 2.3 2.6 49 1.7 n.d. n.d. 16 13 14 
S-29 7.5 5.8 5.9 4.2 0.7 1.3 n.d. 0.6 8.8 5.1 39 2.0 n.d. n.d. 4.2 18 7.5 
S-30 11 6.2 16 2.2 4.8 8.7 n.d. n.d. 2.2 1.9 39 1.5 n.d. n.d. 6.2 9.9 11 
S-31 13 7.6 3.4 4.3 1.4 2.5 n.d. 0.9 6.8 2.1 43 2.2 n.d. n.d. 9.1 11 17 
S-32 7.4 4.9 2.2 4.4 1.6 1.9 n.d. 1.2 0.5 1.2 29 1.6 n.d. n.d. 14 25 12 
S-33 16 6.6 3.2 6.1 2.5 4.5 n.d. 0.8 2.4 4.6 49 2.2 n.d. n.d. 8.6 8.5 14 
S-34 16 9.1 2.8 7.6 1.5 3.7 n.d. 0.3 4.7 1.4 48 2.3 n.d. n.d. 9.6 14 14 
S-35 16 17 2.1 8.2 1.3 1.8 n.d. 1.3 7.0 3.0 73 1.7 n.d. n.d. 8.0 13 13 
S-36 19 5.6 4.2 7.1 1.3 1.6 n.d. 1.2 4.1 3.2 140 1.8 n.d. n.d. 11 4.1 15 
S-37 17 19 4.6 6.5 2.1 2.9 n.d. 0.9 14 1.3 69 2.4 n.d. n.d. 18 20 11 
S-38 12 9.3 4.9 7.1 1.0 1.5 n.d. 2.1 2.6 3.0 42 1.9 n.d. n.d. 6.5 23 15 
S-39 12 3.4 2.1 5.0 1.6 1.8 n.d. 0.9 3.0 1.0 34 2.0 n.d. n.d. 48 9.0 15 
S-40 7.4 8.2 4.2 6.3 2.5 4.4 n.d. n.d. 4.4 4.3 43 1.9 n.d. n.d. 10 3.4 16 
S-41 7.6 7.1 4.8 4.5 0.9 1.3 n.d. 0.7 3.7 0.4 29 1.0 n.d. n.d. 11 9.2  
S-42 18 8.6 2.1 6.7 1.3 1.6 n.d. 0.8 14 2.9 68 2.1 0.5 n.d. 23 6.3 15 
S-43 8.2 4.0 0.9 2.6 0.9 1.6 n.d. n.d. 1.9 6.6 31 2.3 n.d. n.d. 13 21 8.4 
S-44 15 14 6.7 4.1 1.6 2.6 n.d. n.d. 4.3 4.1 53 2.3 n.d. n.d. 11 14 11 
S-45 9.9 4.9 19 4.6 2.0 8.6 n.d. n.d. 3.0 12 45 0.8 n.d. n.d. 25 7.2 8.6 
S-46 9 10 14 5.3 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 4.3 38 1.1 n.d. n.d. 10 6.6 8.3 
S-47 10 9.8 13 8.1 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 36 1.6 n.d. n.d. 23 21 10 
S-48 6.5 3.9 17 2.6 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 16 1.1 n.d. n.d. 46 17 8.8 
S-49 14 13 12 5.7 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 5.0 43 1.3 n.d. n.d. 10 11 8.5 
S-50 12 9.1 6.5 8.2 4.6 3.2 n.d. 0.7 n.d. n.d. 43 0.8 n.d. n.d. 12 21 6.3 
S-51 8.2 9.5 14 5.1 1.0 n.d. n.d. n.d. n.d. 5.8 44 0.8 n.d. n.d. 11 10 6.2 
S-52 4.6 8.1 14 2.8 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 16 0.8 n.d. n.d. 15 9.7 21 
S-53 12 9.1 12 1.5 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 7.1 33 1.0 n.d. n.d. 17 7.4 8.5 
S-54 5.9 4.8 11 1.1 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 14 1.1 n.d. n.d. 9.7 7.6 5.5 
S-55 13 8.8 5.3 4.4 1.4 1.0 n.d. n.d. n.d. n.d. 31 0.4 n.d. n.d. 13 8.3 3.8 
S-56 7.7 6.6 15 12 1.9 1.8 n.d. n.d. n.d. n.d. 37 0.6 n.d. n.d. 6.6 18 9.5 
S-57 13 6.6 10 5.3 1.6 2.5 n.d. n.d. n.d. n.d. 34 1.0 n.d. n.d. 26 15 16 
S-58 25 20 9.1 6.4 2.1 2.2 n.d. n.d. n.d. 5.3 71 0.9 n.d. n.d. 13 21 18 
S-59 18 31 23 3.5 n.d. n.d. n.d. 0.6 10 n.d. 74 0.9 n.d. n.d. 12 9.0 13 
S-60 14 6.0 14 2.9 0.8 0.4 n.d. n.d. n.d. n.d. 27 1.0 n.d. n.d. 12 10 10 
S-61 8.5 5.8 13 6.3 1.9 2.5 n.d. 0.8 n.d. n.d. 30 0.9 n.d. n.d. 24 18 11 
S-62 12 12  16 4.5 2.6 2.3 n.d. n.d. n.d. 5.5 42 0.7 n.d. n.d. 4.6 17 14 
S-63 11 28 17 6.8 2.3 2.3 n.d. n.d. n.d. 5.5 63 1.2 n.d. n.d. 9.4 11 8.0 
S-64 9.3 12 13 4.9 2.4 5.1 n.d. n.d. n.d. 3.3 40 0.7 n.d. n.d. 6.8 4.1 11 
S-65 5.5 3.4 13 4.5 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 3.8 23 0.8 n.d. n.d. 28 15 6.6 
S-66 58 44 24 8.9 3.7 5.2 n.d. n.d. 11 7.1 140 1.1 n.d. n.d. 12 31 24 
S-67 13 12 8.6 2.6 2.0 n.d. n.d. n.d. n.d. 4.0 35 0.8 n.d. n.d. 7.8 10 7.5 
S-68 8.9 7.0 14 2.0 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 4.4 24 0.8 n.d. n.d. 12 6.0 7.9 
S-69 8.4 6.5 21 2.6 n.d. n.d. n.d. 1.1 n.d. 4.1 27 0.9 n.d. n.d. 17 28 8.7 
S-70 13 6.1 16 6.5 n.d. 0.9 n.d. 1.1 17 n.d. 55 1.0 n.d. n.d. 14 31 12 
S-71 9.1 10 12 7.3 1.3 2.1 n.d. 0.7 n.d. n.d. 37 0.6 n.d. n.d. 7.9 19 8.7 
S-72 14 9.4 15 2.0 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 27 0.8 n.d. n.d. 12 6.8 n.d. 
S-73 14 9.3 16 10 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 2.7 40 1.0 n.d. n.d. 10 7.9 13 
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name FA AA TD TL EB XY ST PDC EH TX TVOC BZ TrCE TeCE O3 NO2 NH3 

S-74 8.0 9.7 21 19 n.d. n.d. n.d. 0.9 n.d. 3.8 51 1.0 n.d. n.d. 14 13 13 
S-75 8.8 8.0 13 3.8 n.d. n.d. n.d. 1.0 n.d. n.d. 24 0.9 n.d. n.d. 22 21 12 
S-76 14 6.3 9.4 5.4 n.d. n.d. n.d. 2.2 n.d. n.d. 36 0.8 n.d. n.d. 38 16 13 
S-77 14 6.3 6.2 4.6 2.0 n.d. n.d. 0.5 n.d. 3.2 38 0.8 n.d. n.d. 45 14 10 
S-78 14 6.7 5.4 4.5 1.3 n.d. n.d. 0.4 n.d. n.d. 35 0.8 n.d. n.d. 40 14 14 
S-79 13 14 26 10 2.2 2.3 n.d. 2.1 1.8 3.7 65 3.1 0.7 n.d. 48 19 15 
S-80 12 6.4 6.4 6.0 1.1 1.3 n.d. 0.9 3.9 3.4 39 2.0 n.d. n.d. 14 7.6 9.1 
S-81 18 16 6.4 9.5 3.2 2.5 n.d. 0.7 2.3 2.4 61 1.5 n.d. n.d. 13 20 11 
S-82 18 26 110 6.1 1.8 1.8 n.d. 5.1 4.2 2.1 77 2.9 n.d. n.d. 17 11 19 
S-83 9.3 3.8 3.1 4.2 1.1 1.9 n.d. n.d. n.d. 3.1 30 2.4 n.d. n.d. 22 14 12 
S-84 60 62 10 72 5.6 7.0 n.d. 14 28 7.3 340 5.0 2.0 n.d. 15 46 23 
S-85 17 12 4.4 7.9 2.0 2.4 n.d. 8.2 3.1 2.5 78 2.5 1.0 n.d. 14 18 15 
S-86 25 8.5 3.2 4.1 7.3 7.8 n.d. 2.0 6.8 5.3 70 1.9 n.d. n.d. 7 8.6 15 
S-87 21 13 3.6 9.2 2.8 3.3 n.d. 1.6 3.9 2.3 72 2.6 n.d. n.d. 16 24 20 
S-88 17 17 8.0 130 5.7 11 n.d. 0.8 12 5.9 270 2.2 n.d. n.d. 5.3 9.2 11 
S-89 9.8 4.3 15 5.0 1.8 1.7 n.d. 1.5 9.2 n.d. 39 0.8 n.d. n.d. 11 27 14 
S-90 6.6 7.6 8.7 7.8 3.6 3.4 n.d. n.d. n.d. 10 45 0.9 n.d. n.d. 13 10 12 
S-91 5.6 4.1 5.2 3.8 1.4 1.2 n.d. n.d. n.d. 8.4 30 0.7 n.d. n.d. 6.9 5.5 9.1 
S-92 7.0 5.2 9.4 2.5 1.1 1.2 n.d. 1.0 n.d. 13 45 0.8 n.d. n.d. 12 9.9 14 
S-93 11 36 5.5 7.9 2.9 2.6 n.d. 0.9 n.d. n.d. 68 1.0 n.d. n.d. 13 13 16 
S-94 11 14 13 7.8 2.4 2.0 n.d. 0.3 n.d. 4.3 53 0.9 n.d. n.d. 14 15 9.5 
S-95 10 8.1 5.9 16 8.0 5.7 n.d. 1.3 n.d. n.d. 62 0.9 n.d. n.d. 15 21 6.9 
S-96 9.9 3.8 13 3.5 1.1 0.9 n.d. n.d. n.d. n.d. 23 0.5 n.d. n.d. 18 16 7.7 
S-97 6.4 5.2 14 3.6 1.7 1.7 n.d. 0.7 5.2 n.d. 33 0.9 n.d. n.d. 24 9.1 9.1 
S-98 8.7 6.6 7.5 5.7 1.2 1.4 n.d. 0.5 n.d. 2.8 36 1.0 n.d. n.d. 22 18 14 
S-99 12 5.8 9.6 2.7 n.d. n.d. n.d. n.d. 11 n.d. 37 0.8 n.d. n.d. 24 7.3 6.3 
S-100 6.1 2.1 12 7.5 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 3.7 22 0.8 n.d. n.d. 35 11 8.6 
S-101 6.0 3.0 5.1 57 4.6 4.3 n.d. n.d. n.d. 4.0 100 0.6 1.7 n.d. 8.4 23 12 
S-102 8.0 13 7.7 27 6.9 4.7 n.d. n.d. n.d. 2.3 83 1.2 2.9 n.d. 11 32 8.7 
S-103 8.0 4.6 5.3 3.4 0.9 0.7 n.d. n.d. n.d. 5.1 34 0.6 n.d. n.d. 5.2 19 6.5 
S-104 2.4 2.1 8.2 1.4 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 2.9 21 0.9 n.d. n.d. 18 9.2 9.0 
S-105 3.9 5.2 14 6.6 6.2 6.0 n.d. 2.6 n.d. 3.7 84 0.8 2.7 n.d. 13 24 9.4 
S-106 8.7 5.8 7.6 5.4 1.5 2.2 n.d. n.d. 22 2.5 57 1.9 n.d. n.d. 6.4 8.8 6.2 
S-107 8.5 5.9 5.2 4.9 1.7 1.6 n.d. n.d. 16 1.6 50 1.0 2.4 n.d. 11 14 6.3 
S-108 6.6 4.7 7.1 5.8 1.7 1.8 n.d. n.d. 21 1.9 53 0.9 1.9 n.d. 14 14 6.9 
S-109 10 5.9 15 7.2 n.d. n.d. n.d. 0.7 n.d. n.d. 30 0.8 n.d. n.d. 11 15 4.9 
S-110 16 19 4.6 8.9 1.6 3.5 n.d. 0.4 0.7 1.1 57 0.3 n.d. n.d. 9.2 9.9 5.3 
S-111 12 12 19 11 5.1 17 n.d. 3.4 6.5 6.1 93 0.3 n.d. n.d. 9.1 5.7 17 

FA, formaldehyde; AA, acetaldehyde; TD, tetradecane; TL, toluene; EB, ethylbenzene; XY, xylenes; ST, styrene; p-dichlorobenzene, PDC; 
EH, ethylbenzene; TX, texanol; TVOC, total volatile organic compounds; BZ, benzene; TrCE, trichloroethylene; TeCE, tetrachloroethylene; 
O3, ozone; NO2, nitrogen dioxide; NH3, ammonia 
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Table 6. Concentrations of chemical compounds for which guideline or standard values are specified 

name FA AA TD TL EB XY ST PDC EH TX TVOC BZ TrCE TeCE O3 NO2 NH3 

W2-1 5.9 4.5 6.9 2.4 0.3 0.6 n.d. 0.5 0.9 2.0 87 0.4 n.d. n.d. 15 n.d. 2.7 
W2-2 5.1 6.3 1.6 7.2 1.9 2.4 n.d. 1.4 n.d. 1.6 91 0.9 0.5 n.d. 6.2 7.3 1.9 
W2-3 3.8 6.3 2.4 1.6 0.3 0.9 n.d. 0.3 0.7 1.9 59 0.5 n.d. n.d. 4.6 22 2.5 
W2-4 7.4 5.1 15 4.9 0.4 1.0 n.d. 0.5 0.8 2.3 200 0.8 44 n.d. 9.0 11 3.9 
W2-5 11 7.3 15 2.9 0.7 1.0 n.d. 0.3 n.d. 1.7 120 0.7 0.3 n.d. 13 14 2.7 
W2-6 5.8 27 11 7.0 1.3 2.8 n.d. 4.1 n.d. 2.2 260 1.7 0.6 n.d. 3.4 20 5.8 
W2-7 3.5 7.0 13 7.6 2.5 2.6 n.d. 0.4 0.2 1.9 130 1.0 0.7 n.d. 6.3 24 3.4 
W2-8 11 23 8.2 9.1 2.1 2.6 n.d. 4.0 3.4 1.5 190 1.1 1.0 0.5 7.8 16 5.8 
W2-9 3.5 3.8 11 2.5 0.4 0.8 n.d. 0.3 n.d. 1.6 67 0.8 n.d. n.d. 12 4.5 2.3 
W2-10 14 12 2.9 5.4 4.8 5.0 n.d. 1.3 3.2 1.8 170 0.8 n.d. n.d. 4.7 3.0 6.3 
W2-11 6.6 13 13 8.2 1.7 2.3 n.d. 1.3 n.d. 1.0 150 1.3 1.0 n.d. 3.7 23 n.d. 
W2-12 5.6 6.5 n.d. 6.6 0.9 1.3 n.d. 0.2 n.d. 2.3 71 0.7 0.5 n.d. 4.4 10 0.9 
W2-13 9.6 16 11 3.4 0.7 1.5 n.d. 0.2 n.d. 3.1 170 0.2 n.d. n.d. 5.4 14 3.6 
W2-14 6.5 4.2 5.6 2.9 0.6 2.1 n.d. 0.4 n.d. 1.9 67 1.2 n.d. n.d. 5.2 40 2.1 
W2-15 7.0 23 8.2 3.6 0.4 0.8 n.d. 1.2 n.d. 1.6 120 0.7 n.d. n.d. 13 14 3.7 
W2-16 8.4 8.5 14 2.0 0.7 1.5 n.d. 0.4 n.d. 2.5 110 0.6 n.d. n.d. 11 8.9 3.2 
W2-17 3.9 4.7 9.0 2.4 0.7 1.0 n.d. 0.5 n.d. 1.3 82 0.6 0.7 n.d. 9.3 7.9 2.2 
W2-18 7.1 11 9.4 2.6 0.5 0.7 n.d. 0.5 3.6 1.2 110 0.7 n.d. n.d. 11 11 4.8 
W2-19 4.3 4.9 9.9 2.9 0.8 0.8 n.d. 1.6 n.d. 1.3 71 0.5 n.d. n.d. 16 11 4.1 
W2-20 10 9.7 7.4 9.6 1.8 4.9 n.d. 0.3 0.8 2.1 170 1.0 n.d. n.d. 3.9 32 6.4 
W2-21 11 6.8 22 3.2 1.3 1.5 n.d. 0.2 n.d. 1.9 150 0.9 n.d. n.d. 8.1 5.3 5.1 
W2-22 7.6 7.0 13 9.9 1.3 1.7 n.d. 1.3 n.d. 2.5 130 1.2 1.6 n.d. 9.1 23 5.3 
W2-23 5.2 4.4 1.2 3.6 0.9 1.3 n.d. 0.4 n.d. 1.4 84 0.9 n.d. n.d. 9.0 17 2.1 
W2-24 13 10 18 10 2.1 2.5 n.d. 0.5 n.d. 2.9 680 1.2 n.d. n.d. 7.8 4.7 3.0 
W2-25 6.1 5.8 2.0 6.8 1.4 1.9 n.d. 0.5 n.d. 22 160 0.9 0.5 n.d. 9.5 18 4.2 
W2-26 6.7 4.1 9.4 2.4 0.4 0.9 n.d. 0.5 n.d. 1.2 81 1.0 0.3 n.d. 7.7 14 1.8 
W2-27 5.7 11 7.0 2.5 0.4 0.6 n.d. n.d. 0.8 1.6 87 0.9 n.d. n.d. 7.1 1.0 2.0 
W2-28 7.0 9.8 7.4 20 3.1 4.1 n.d. 1.7 0.7 2.0 260 1.8 0.9 n.d. 6.0 27 2.2 
W2-29 9.0 6.3 2.1 12 3.3 4.5 0.7 1.9 0.5 2.2 110 1.2 n.d. n.d. 6.6 2.8 2.9 
W2-30 8.0 8.3 15 6.7 1.0 1.2 n.d. 4.4 2.0 1.9 130 0.8 0.5 n.d. 7.6 19 5.9 
W2-31 6.6 3.9 18 5.8 1.4 2.5 n.d. 0.7 n.d. 1.8 140 0.9 0.3 0.4 7.2 23 3.0 
W2-32 4.0 4.2 5.7 2.9 0.5 0.7 n.d. 0.1 n.d. 0.6 70 0.8 n.d. 0.3 13 6.8 1.8 
W2-33 8.6 9.1 13 11 4.4 4.2 n.d. 1.4 0.8 2.3 180 2.9 n.d. n.d. 9.7 42 6.0 
W2-34 8.2 9.8 4.5 1.2 0.3 0.6 n.d. 0.3 n.d. 1.5 97 0.6 n.d. n.d. 8.8 4.5 4.3 
W2-35 6.3 4.6 12 3.3 0.7 0.9 n.d. 0.4 n.d. 1.1 88 1.0 n.d. n.d. 9.4 5.1 1.3 
W2-36 8.3 11 7.3 2.0 0.6 1.2 n.d. 2.6 0.5 2.0 130 0.5 n.d. n.d. 8.6 7.5 6.1 
W2-37 9.9 21 3.5 6.6 2.7 3.6 n.d. 1.9 2.2 2.1 160 1.4 0.5 n.d. 6.0 14 6.9 
W2-38 6.2 5.1 3.2 7.1 1.8 2.5 n.d. 0.6 n.d. 1.0 88 1.4 n.d. n.d. 11 19 2.9 
W2-39 7.3 7.3 14 3.7 0.5 1.8 n.d. 2.1 n.d. 1.3 120 1.1 n.d. n.d. 6.0 4.3 2.7 
W2-40 4.2 4.7 9.3 1.9 0.4 0.9 n.d. 1.8 n.d. 1.4 150 1.0 n.d. n.d. 11 4.2 2.1 
W2-41 8.6 6.4 6.8 4.5 0.7 1.0 n.d. 1.4 0.6 2.1 100 0.7 n.d. n.d. 9.7 8.9 6.1 
W2-42 5.2 5.5 9.2 2.2 0.8 1.2 n.d. 0.4 n.d. 1.3 82 0.9 n.d. n.d. 8.0 14 4.0 
W2-43 8.6 4.9 15 1.0 0.3 0.9 n.d. n.d. n.d. 8.7 110 0.5 n.d. n.d. 13 6.8 3.6 
W2-44 2.6 3.9 20 3.6 0.7 1.1 n.d. 0.2 0.8 2.5 100 n.d. n.d. n.d. 7.5 11 1.5 
W2-45 8.7 19 17 8.6 1.7 2.5 1.1 2.2 n.d. 2.7 240 1.8 n.d. 0.3 6.9 13 7.8 
W2-46 2.5 1.9 8.4 7.7 1.4 1.3 n.d. 4.8 0.7 1.1 88 0.7 n.d. n.d. 9.5 13 2.6 
W2-47 5.7 8.6 9.4 6.9 3.5 3.3 n.d. 0.6 0.9 19 180 0.2 0.4 n.d. 4.9 24 3.7 
W2-48 5.0 7.5 19 5.5 1.1 1.5 n.d. 2.1 1.7 3.1 160 0.5 0.5 n.d. 7.6 14 4.7 
W2-49 4.2 7.1 13 11 3.4 4.1 n.d. 0.6 3.7 2.6 130 1.1 1.3 n.d. 7.1 32 2.3 
W2-50 4.0 3.8 12 1.4 0.4 0.7 n.d. 0.6 n.d. 2.0 120 0.3 n.d. 0.8 9.4 9.1 3.3 
W2-51 7.4 6.8 11 4.4 3.2 15 0.1 n.d. 2.4 1.7 260 1.3 n.d. n.d. 9.3 18 2.8 
W2-52 21 22 11 21 0.9 1.9 n.d. 0.6 n.d. 4.8 380 3.1 n.d. n.d. 4.2 23 6.1 
W2-53 4.1 4.0 8.7 4.6 0.7 1.0 n.d. 0.8 2.3 2.9 70 0.2 n.d. n.d. 10 8.9 2.1 
W2-54 4.6 4.4 9.8 4.6 1.1 1.5 n.d. 0.5 2.1 2.9 76 0.8 0.8 n.d. 7.0 20 2.6 
W2-55 7.0 9.2 10 5.9 1.0 1.7 n.d. 1.2 1.0 1.4 110 0.7 0.6 n.d. 4.7 12 2.9 
W2-56 7.9 7.8 20 3.3 1.1 1.5 n.d. 0.4 0.7 2.0 130 0.3 n.d. n.d. 7.2 29 4.5 
W2-57 4.1 6.2 15 2.6 0.6 0.8 n.d. 3.6 n.d. 1.8 100 n.d. n.d. n.d. 8.8 5.6 3.8 
W2-58 5.9 6.0 9.8 3.3 0.5 0.8 n.d. 0.2 n.d. 1.5 120 1.8 n.d. n.d. 9.6 12 3.5 
W2-59 19 11 13 8.0 2.7 5.4 0.3 0.3 0.9 2.6 270 2.1 0.8 n.d. 4.9 110 2.4 
W2-60 5.9 8.9 14 6.7 2.0 2.1 n.d. 0.4 n.d. 2.7 140 0.6 0.5 n.d. 9.6 18 6.6 
W2-61 6.3 4.7 14 2.3 0.8 1.2 n.d. 0.2 n.d. 2.2 110 0.4 n.d. n.d. 6.4 5.6 2.6 
W2-62 3.7 3.5 9.2 3.3 0.7 1.3 n.d. 0.7 n.d. 2.7 97 0.9 n.d. n.d. 3.3 6.4 2.8 
W2-63 6.3 6.6 9.3 12 2.1 2.6 n.d. 0.5 n.d. 2.5 150 0.7 0.4 n.d. 3.8 21 3.6 
W2-64 6.2 5.5 13 4.2 1.1 1.8 n.d. 0.7 n.d. 1.3 96 1.3 0.2 n.d. 4.7 5.1 2.5 
W2-65 4.5 1.8 5.7 2.8 0.5 0.8 n.d. n.d. n.d. 0.6 65 1.4 n.d. n.d. 20 30 2.0 
W2-66 7.1 6.8 26 6.9 1.7 2.5 n.d. 0.6 4.7 2.0 150 0.8 0.8 0.6 8.1 22 n.d. 
W2-67 4.7 4.4 13 3.3 0.6 0.9 n.d. 0.5 n.d. 1.5 81 0.5 0.6 0.5 7.4 9.6 3.7 
W2-68 5.6 6.4 16 7.6 1.4 1.7 n.d. 0.4 n.d. 1.6 120 0.6 1.2 n.d. 9.5 24 6.2 
W2-69 6.6 7.1 13 2.3 0.6 1.1 n.d. n.d. n.d. 1.3 110 1.1 0.3 n.d. 9.0 6.1 3.9 
W2-70 4.0 5.0 5.9 1.2 0.3 0.6 n.d. 0.1 n.d. 1.0 68 0.7 n.d. n.d. 5.4 2.8 1.6 
W2-71 6.9 9.3 18 6.8 0.8 3.2 n.d. 0.5 n.d. 2.3 170 1.1 n.d. n.d. 3.2 4.2 7.1 
W2-72 4.9 3.1 5.8 1.0 0.3 0.6 n.d. 0.2 n.d. 2.6 79 0.6 n.d. n.d. 15 12 3.8 
W2-73 4.5 3.2 0.8 5.5 1.4 1.5 n.d. 0.3 n.d. 1.4 69 0.8 0.6 n.d. 9.6 19 1.9 
W2-74 6.2 11 15 11 0.5 1.1 n.d. 0.8 2.7 2.1 190 0.8 n.d. n.d. 4.9 8.2 4.4 
W2-75 6.9 6.8 28 9.8 1.1 1.7 n.d. 0.6 1.0 3.8 140 0.7 n.d. 0.8 7.2 11 2.5 



- 61 - 
 

Table 7. Concentrations of chemical compounds in office building and general housing. （μg/m3） 

 Office building on the proposed study  NIPH  NIHS 

compounds 
Winter 

Dec. 2020 to Apr. 
2021 

 
Summer 

Aug. 2021 to Sep. 
2021 

 
Winter 

Jan. 2022 to Feb. 
2022 

 Summer 
2012 - 2014 

 Winter 
2012 - 2014 

 
Winter 

Oct. 2002 to Mar. 
2003 

 mean max.  mean max.  mean max.  mean max.  mean max.  mean max. 
formaldehyde 11 160  13 60  6.9 21  34 220  13 58  27 120 
acetaldehyde 15 200  11 62  8.0 27  19 210  21 230  24 150 
propanal 6.1 46  2.1 23  0.7 12  7.4 37  4.1 62  1.9 18 
valeraldehyde n.d. n.d.  n.d. 3.9  n.d. n.d.  1.9 35  0.8 11  2.1 12 
i-valeraldehyde 0.1 4.1  n.d. n.d.  n.d. n.d.  0.1 4.6  0.5 9.3  0.6 2.9 
hexanal 0.4 21  0.3 15  n.d. n.d.  7.0 110  3.2 23  7.0 63 
heptanal n.d. n.d.  n.d. n.d.  n.d. n.d.  0.7 7.6  0.8 9.3  1.1 29 
octanal n.d. n.d.  n.d. n.d.  n.d. n.d.  1.6 13  1.0 7.5  1.1 15 
nonanal 0.7 23  0.7 38  0.2 15  12 37  4.3 33  4.8 28 
decanal 0.3 15  0.2 19  n.d. n.d.  3.7 15  1.4 32  2.0 120 
acrolein 0.2 9.1  n.d. n.d.  n.d. n.d.  0.9 4.8  0.8 8.5  0.2 0.9 
crotonaldehyae 0.6 6.0  0.2 6.2  n.d. 1.8  0.2 18  0.5 18  0.3 34 
2-nonenal n.d. n.d.  n.d. n.d.  n.d. n.d.  0.3 3.4  0.6 5.2  n.d. n.d. 
benzaldehyde 0.2 5.4  n.d. n.d.  n.d. n.d.  1.3 16  0.8 25  2.7 50 
o-tolualdehyde n.d. n.d.  n.d. n.d.  n.d. n.d.  0.2 13  0.8 61  3.2 250 
p-tolualdehyde 0.2 8.6  n.d. 4.1  n.d. 2.2  1.9 15  1.0 120  1.7 6.1 
2,5-DMBA n.d. n.d.  n.d. n.d.  n.d. n.d.  2.6 19  0.9 11  1.3 17 
acetone 16 140  12 66  13 60  22 490  27 2500  31 270 
2-butanone 2.3 34  n.d. 2.6  n.d. n.d.  1.7 99  1.3 23  13 210 
MIBK 0.1 3.2  0.2 1.6  n.d. 1.2  n.d. n.d.  n.d. n.d.  n.d. n.d. 
total carbonyls 53 n.d.  40 n.d.  29 n.d.  120 n.d.  84 n.d.  130 n.d. 
hexane 15 270  5.2 200  5.0 29  3.5 240  2.8 160  29 1400 
cyclohexane n.d. n.d.  1.3 66  2.6 61  n.d. n.d.  n.d. n.d.  5.4 100 
heptane 0.8 3.8  0.5 12  1.9 99  2.0 68  3.9 250  4.9 38 
octane 0.5 7.2  1.0 8.8  0.8 6.2  2.0 110  2.8 110  16 280 
nonane 1.9 35  0.6 39  1.0 29  6.6 540  11 460  21 410 
decane 17 740  15 35  13 84  7.8 320  13 420  31 1300 
undecane 2.3 23  1.2 32  1.4 20  18 310  19 580  20 710 
dodecane 9.1 25  5.4 78  7.7 57  n.d. n.d.  n.d. n.d.  10 250 
tridecane 7.6 42  4.5 140  2.6 12  n.d. n.d.  n.d. n.d.  4.1 130 
tetradecane 9.5 32  9.4 110  11 28  n.d. n.d.  n.d. n.d.  3.1 57 
pentadecane 3.1 21  0.1 3.6  0.3 1.8  n.d. n.d.  n.d. n.d.  1.2 8.7 
hexadecane 3.9 15  0.4 4.5  1.0 3.5  n.d. n.d.  n.d. n.d.  0.5 4.0 
benzene 1.6 24  1.6 5.0  0.9 3.1  1.3 14  2.3 19  3.3 62 
toluene 16 400  8.7 130  5.5 21  12 330  9.6 370  56 1100 
ethylbenzene 4.8 70  1.9 11  1.2 4.8  5.8 180  5.3 710  13 480 
o-xylene 1.5 9.6  0.6 5.5  0.6 5.4  2.6 77  3.4 120  7.5 120 
m,p-xylene 4.4 35  1.9 12  1.4 10  4.4 240  8.2 430  18 570 
1,3,5-TMB 0.3 3.0  0.3 3.8  0.3 2.4  1.2 45  1.9 49  3.3 50 
1,2,4-TMB 1.3 9.9  1.2 15  1.2 9.9  4.0 150  6.4 190  12 180 
1,2,3-TMB 0.3 3.1  0.2 8.9  0.3 2.5  0.9 31  1.7 46  3.4 55 
1,2,4,5-TMB 0.2 1.6  0.1 15  0.1 1.4  n.d. n.d.  n.d. n.d.  1.0 19 
styrene 0.1 2.0  n.d. n.d.  n.d. 1.1  n.d. n.d.  n.d. n.d.  4.2 98 
p-dichlorobenzene 2.7 100  0.9 14  0.9 4.8  120 13000  31 2100  57 1000 
trichloromethane 0.7 13  0.7 41  0.4 0.9  0.7 16  0.7 16  0.7 5.4 
CCl4 0.2 2.5  n.d. 2.2  0.2 1.1  n.d. n.d.  n.d. n.d.  0.6 0.1 
DBCM n.d. 1.5  n.d. n.d.  n.d. n.d.  n.d. 6.7  0.1 12  0.1 1.9 
1,2-dichloroethane 0.1 2.0  n.d. 1.8  n.d. 2.3  0.2 11  n.d. 9.4  0.1 0.3 
1,1,1-TCE n.d. n.d.  n.d. n.d.  n.d. n.d.  0.2 40  0.1 26  0.4 9.1 
trichloroethylene 0.3 1.8  0.2 2.9  0.8 44  n.d. 1.9  0.1 2.5  1.2 23 
tetrachloroethylene 0.1 1.5  n.d. 3.3  0.1 0.8  0.2 18  0.4 45  0.9 34 
ethanol n.d. n.d.  1100 18000  3000 9200  － － － － －  890 19000 
2-ethyl-1-hexanol 3.3 16  4.3 33  0.6 4.7  － － － － －  0.6 8.8 
texanol 2.0 15  3.0 14  2.5 22  － － － － －  0.9 12 
ethylacetate 5.1 32  5.1 46  3.9 27  8.5 650  5.4 780  8.6 230 
butylacetate 1.6 25  0.6 12  1.7 5.9  6.2 410  3.8 220  4.0 210 
2,2,4-TMP 0.1 2.3  n.d. 3.1  n.d. 1.3  n.d. n.d.  n.d. n.d.  0.4 4.1 
α-pinene 0.4 6.2  n.d. 1.5  0.2 1.0  30 1900  5.6 180  86 1000 
d-limonene 4.4 57  1.7 94  8.6 390  17 260  24 440  20 150 
total VOCs 130 800  340 21000  140 680  250 －  160 －  450 － . 
ozone 6.2 33  14 48  8.2 20  10 62  1.7 27  n.d. n.d. 
formic acid － －  20 49  13 27  28 240  54 440  n.d. n.d. 
acetic acid － －  89 250  39 93  130 840  93 330  n.d. n.d. 
hydrogen chloride － －  8.7 90  18 59  1.9 150  2.7 150  n.d. n.d. 
nitrogen dioxide － －  15 64  15 110  13 99  220 2000  71 590 
ammonia － －  12 24  3.6 7.8  37 590  16 350  n.d. n.d. 
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令和２～３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
分担総合研究報告書 

 
５．現場立入調査とアクティブサンプリング 

 
分担研究者  鍵 直樹   東京工業大学環境・社会理工学院 教授 
分担研究者  金 勲    国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 
研究要旨 
建築物環境衛生管理基準におけるホルムアルデヒドの基準値は，100 µg/m3である。シックハウス

に関連してホルムアルデヒドを含む 13 物質が厚生労働省により濃度指針値が，TVOC については

暫定目標値が定められているが，建築物衛生法においてホルムアルデヒド以外は基準値にはなって

いない。特定建築物では，建築物環境衛生管理基準により二酸化炭素濃度を基準に適切な換気が行

われていることが確認できることや，室内の化学物質発生源が住宅ほど多くないこと，設計換気量

が住宅より多いことから化学物質濃度は低いと考えられている。その他の物質として，2-エチル-1-
ヘキサノール（2E1H）は，コンクリートなどの下地に施工した塩ビ建材や接着剤に含まれる可塑剤

のフタル酸ジエチルヘキシル（DEHP）がコンクリートに含まれるアルカリ水溶液によって加水分解

されることで生成し，発生することが示されている。 
そこで，事務所建築物における化学物質濃度の現状を把握するため，ホルムアルデヒドを含む厚

生労働省の指針値に示されている物質を中心にアクティブ法を用いて実測調査を行った。さらに事

務所室内空気中の 2E1H 発生特性を実測調査によって明らかにした。また，並行して温度、湿度、

CO2濃度，浮遊微粒子濃度の測定を行った。 
結果として，基準値であるホルムアルデヒドおよび指針値に挙げられている化学物質については，

濃度を超過する建物はなかった。TVOC 濃度については，暫定目標値を超過する建物が冬期に 1件
存在したが，この建物は前年に倉庫を改修して事務所とした建物で，比較的新しい内装材料により

濃度が若干高くなったものと考えられる。ただし，指針値物質については，いずれも低い濃度であ

った。また， 2E1H の事務所建築物における実態調査では，TVOC に占める 2E1H の値が高い建物

があり，特にコンクリートが下地の建物において高い傾向となった。 
室内温度は冬期 24.6±0.9℃、26.0±1.3℃と安定していた。相対湿度は冬期は 32±9％で 40%以上を

維持しているところは 1 施設のみ、他の建物は全て 30%未満となっていた。40％以上の物件は外調

機と無給水加湿器を併設している個別式空調であった。一方、中央式空調を導入している物件であ

っても 40%を下回っており、空調方式による違いというよりは、空調運転による立ち上がりや測定

時刻などの影響も考慮する必要がある。夏期は 51±9％と建築物衛生法の管理基準 40～70%を満足し

ていた。 
CO2濃度では冬期・夏期を問わず 1件（建物 B）だけ 1000ppm近傍で運用されていたが、全体的

には室内濃度 600ppm台と良好な環境で維持されていた。個別式空調より中央式空調の室内 CO2 濃

度が低く観察された。 
個数濃度の積算値として、外気（OA）が室内濃度（IA）より高い傾向が見られた。室内濃度は外

気よりは低くなっているが、外気濃度に追従して増減しており、外気の影響を受けている。個数濃

度は粒径が小さな粒子の濃度が高く、大きな粒径の粒子濃度は低い、典型的な濃度分布を示してい

る。冬期測定では室内発生粒子の除去性能は中央式が優れている可能性が推察されたが、夏期実測

からは空調方式による明確な違いは見られなかった。 
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5-1 化学物質‐カルボニル化合物及び揮発性有

機化合物（VOC） 
A. 研究目的 
建築物環境衛生管理基準におけるホルムア

ルデヒドの基準値は，100 µg/m3である。シック

ハウスに関連して表 5-1-1 のようにホルムアル

デヒドを含む 13 物質が厚生労働省により濃度

指針値が，TVOC については暫定目標値が定め

られているが，建築物衛生法においてホルムア

ルデヒド以外は基準値にはなっていない。特定

建築物では，建築物環境衛生管理基準により二

酸化炭素濃度を基準に適切な換気が行われてい

ることが確認できることや，室内の化学物質発

生源が住宅ほど多くないこと，設計換気量が住

宅より多いことから化学物質濃度は低いと考え

られている。 
 ここでは，事務所建築物における化学物質濃

度の現状を把握するため，ホルムアルデヒドを

含む厚生労働省の指針値に示されている物質を

中心にアクティブ法を用いて実測調査を行った。 
 
表 5-1-1 化学物質の濃度指針値 
揮発性有機化合物 室内濃度指針値 
ホルムアルデヒド 100 µg/m3 (0.08 ppm) 
アセトアルデヒド 48 µg/m3 (0.03 ppm) 
トルエン 260 µg/m3 (0.07 ppm)  
キシレン 200 µg/m3 (0.05 ppm)  
エチルベンゼン 3800 µg/m3 (0.88 ppm)  
スチレン 220 µg/m3 (0.05 ppm)  
パラジクロロベン

ゼン 
240 µg/m3 (0.04 ppm)  

テトラデカン 330 µg/m3 (0.04 ppm)  
クロルピリホス 1 µg/m3 (0.07 ppb) 

小児の場合 0.1 µg/m3 
(0.007 ppb) 

フェノブカルブ 33 µg/m3 (3.8 ppb)  
ダイアジノン 0.29 µg/m3 (0.02 ppb)  
フタル酸ジ-n-ブチ

ル 
17 µg/m3 (1.5 ppb)  

フタル酸ジ-2-エチ

ルヘキシル 
100 µg/m3 (6.3 ppb)  

TVOC 
（暫定目標値） 

400 µg/m3 

B. 研究方法 
B.1 調査対象 
 対象とした建築物は表 5-1-2 に示す建築物 A
から G の大阪府，東京都，埼玉県にある事務所

建築物である。建築物 A及び G については，同

じ建築物内で居室 3箇所を測定対象としたが，

その他は各建物 1箇所のみとなる。2021 年 3月
の暖房期及び 2021 年 10月の冷房期に同じ建物

において行った。 
 
表 5-1-2 空気中化学物質の測定概要 

ID 測定日 地域 空調方式 
A_1 
A_2 
A_3 

2021/3/18 
2021/10/14 

大阪 個別 

B 2021/3/18 
2021/10/14 

大阪 個別 

C 2021/3/18 
2021/10/14 

大阪 個別 

D 2021/3/19 
2021/10/15 

大阪 中央 

E 2021/3/23 
2021/10/5 

東京 中央 

F 2021/3/23 
2021/10/5 

東京 中央 

G_1 
G_2 
G_3 

2021/3/25 
2021/10/8 

埼玉 中央 

 
B.2 調査方法 
 建築物衛生法によるホルムアルデヒドの測定

については，2・4―ジニトロフェニルヒドラジ

ン（DNPH）捕集―高速液体クロマトグラフ法に

より測定する機器，4―アミノ―3―ヒドラジノ

―5―メルカプト―1・2・4―トリアゾール

（AHMT）法により測定する機器又は厚生労働

大臣が別に指定する測定器とされている。 
厚生労働省による通知「室内空気中化学物質

の室内濃度指針値及び標準的測定方法について」

によれば，ホルムアルデヒド濃度の指針値制定

にあたっては，一般的な人達における明らかな

刺激感覚を防ぐことを指標として、30 分平均値

で 0.1 mg/m3を指針値とすることが適当である，
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としている。 
 建築物衛生法においても，ホルムアルデヒド

測定のタイミングを，新築，増築，大規模の修

繕又は大規模の模様替えを完了し，その使用を

開始した時点から直近の 6 月 1 日から 9 月 30
日までの間に 1回と規定している。これは，ホ

ルムアルデヒドの発生が新しい建材から多く発

生すること，温度上昇に伴って多く発生するこ

とを意識したものである。なお，ホルムアルデ

ヒドの量の測定結果が管理基準を超過した場合

は，空気調和設備又は機械換気設備を調整し，

外気導入量を増加させるなど，室内空気中にお

けるホルムアルデヒドの量の低減策に努める必

要がある。さらに，翌年の測定期間中に１回，

再度，当該測定を実施することが必要となる。 
 測定時間についての規定はないものの，上述

のように 30 分平均値で 0.1 mg/m3を指針値とし

ていることから，30 分の平均値が求められると

考えられる。厚生労働大臣が別に指定する測定

器においても，30 分のサンプリング時間での測

定値の一致を求めている。ただし，特定建築物

などの室内においては，空調条件が定常であれ

ば，室内濃度は定常状態となっているものと考

えられる時点でのサンプリングを行うことを考

慮することが重要である。 
ここでは，ホルムアルデヒド，アセトアルデ

ヒドなどのカルボニル化合物については，

DNPH カートリッジを用いて 30 L捕集（30min 
at 1.0L/min）を行い，HPLC により 12 成分の定

量分析を行った。トルエンなど VOCs について

は，Tenax-TA 充填捕集管を用いて 9 L 捕集
（30min at 300 mL/min）し，GC/MS により 45 成

分の定量を行った。なお，TVOC の算出には，

C6 （ヘキサン）から C16（ヘキサデカン）に検

出したピークをトルエン換算して算出した。 
 

表 5-1-2 空気中化学物質の測定概要 
測定項目 内容 
 
アルデヒド類 
 

DNPH カートリッジ 
30L (at 1.0L/min) 
溶媒抽出-HPLC 

 
VOCs 

Tenax-TA 
9L (at 300 mL/min) 

 加熱脱着-GC/MS 
 
C. 研究結果及び考察 
 各測定点における化学物質濃度を冬期につい

て表 5-1-3，夏期について表 5-1-4 に示す。 
 アルデヒド類であるホルムアルデヒド，アセ

トアルデヒドは建築物衛生法の基準値 100 
μg/m3及び厚生労働省指針値 48 μg/m3 に対し指

針値を超過する室はなかった。室内濃度が外気

濃度よりやや高くなっているが，普段の室内濃

度レベルであり，室内に高放散の汚染源は存在

しないと考えられる。 
 VOCs の中からも厚生労働省指針値を超過す

る物件はなく，冬期に TVOC 暫定目標値を上回

る物件が 1件あった。 
 厚生労働省で指針値が定められている 13 物

質中，室内の建材からの発生源としてトルエン，

エチルベンゼン，キシレン，スチレン，テトラ

デカンが検出されたが，濃度としては低い水準

であり，厚生労働省指針値を超えた物質はなか

った。また，室内の持ち込みとなる防虫剤から

発生するパラジクロロベンゼンについても冬期

に検出はされているが，指針値よりは低い値で

あった。夏期には検出限界以下であった。 
 TVOC も暫定目標値 400 μg/m3 を大きく超え

る結果はなく，冬期に超過した建物 C について

は，この前年に倉庫を改修して事務所とした建

物で，比較的新しい内装材料により濃度が若干

高くなったものと考えられる。ただし，指針値

物質については，いずれも低い濃度であった。

また，その後の夏期の冷房期においては，TVOC
濃度も低濃度となった。 
 
D. まとめ 
事務所建築物における化学物質濃度の現状

を把握するため，ホルムアルデヒドを含む厚生

労働省の指針値に示されている物質を中心にア

クティブ法を用いて実測調査を行った。 
結果として，基準値であるホルムアルデヒド

および化学物質の指針値については，濃度を超

過する建物はなかった。TVOC 濃度については，

暫定目標値を超過する建物が冬期に 1件存在し

たが，この建物は前年に倉庫を改修して事務所

とした建物で，比較的新しい内装材料により濃
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度が若干高くなったものと考えられる。ただし，

指針値物質については，いずれも低い濃度であ

り，その後の夏期の測定では暫定目標値以下と

なっていた。 
 

E. 参考文献 
 なし 
 
F. 研究発表 
なし 

 
G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 
予定なし 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  

表 5-1-3 冬期の室内化学物質濃度の結果 

 
 
表 5-1-4 夏期の室内化学物質濃度の結果 

 
 

ID A_1 A_2 A_3 B C D E F G_1 G_2 G_3 mean
ホルムアルデヒド 7.3 7.3 7.8 9.3 5.3 6.2 3.5 8.3 7.8 10.0 5.8 7.2
アセトアルデヒド 8.2 7.5 8.2 12.7 7.2 8.7 8.3 8.7 6.3 7.3 5.8 8.1
トルエン 13.6 5.7 16.1 16.6 26.3 21.9 12.3 10.3 13.7 14.0 8.9 14.5
エチルベンゼン 5.4 2.1 6.8 6.0 16.2 8.1 4.4 4.5 3.1 2.2 2.0 5.5
キシレン 6.2 2.6 6.8 5.8 11.9 11.4 6.7 4.4 3.5 1.9 1.7 5.7
スチレン 4.5 1.5 5.4 3.1 n.d. 8.1 n.d. n.d. 0.8 0.3 0.4 3.0
p-ジクロロベンゼン 1.4 n.d. 3.8 2.0 n.d. n.d. n.d. n.d. 1.2 0.8 1.4 1.8
テトラデカン 2.6 8.2 4.0 4.1 5.3 6.2 3.1 n.d. 0.9 n.d. n.d 4.3
TVOC 275.2 222.6 376.7 261.5 440.2 281.3 156.8 178.3 86.1 80.5 111.5 224.6

ID A_1 A_2 A_3 B C D E F G_1 G_2 G_3 mean
ホルムアルデヒド 6.3 6.8 8.2 11.2 7.8 10.7 9.3 11.8 12.3 15.7 16.0 10.6
アセトアルデヒド 6.5 7.0 7.8 30.8 9.2 8.8 10.0 16.2 6.0 6.3 5.8 10.4
トルエン 4.6 5.9 5.1 6.1 7.5 14.2 20.2 10.8 3.4 3.1 3.3 7.7
エチルベンゼン 1.8 2.0 1.9 2.6 6.6 3.1 8.5 4.4 1.6 1.5 1.5 3.2
キシレン 2.1 2.2 2.6 3.8 4.7 3.3 8.5 2.8 1.4 n.d. n.d. 3.5
スチレン 1.7 2.1 1.8 2.0 2.6 2.7 4.5 2.0 n.d. n.d. n.d. 2.4
p-ジクロロベンゼン n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 0.0
テトラデカン 2.0 3.4 2.1 0.9 4.1 1.6 n.d. n.d. 1.2 n.d. 1.4 2.1
TVOC 113.9 133.6 114.7 115.7 142.1 91.1 114.2 118.7 31.1 39.1 34.2 95.3
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5-2 化学物質‐2E1H  
A. 研究目的 
建築物衛生法においては，揮発性有機化合物

（VOC）の中でもホルムアルデヒドのみ基準値

としている。厚生労働省ではホルムアルデヒド

も含め 13 物質の指針値を示している。その他

の物質として，2-エチル-1-ヘキサノール（2E1H）

は，塩ビ建材や接着剤，塗料などの建材から発

生し，眼，皮膚への刺激，中枢神経系などに影

響を与え，健康被害をもたらすことが指摘され

ている 1)。また，2E1H は特異臭があるため，建

物内での悪臭の原因にもなり得る。これまで

2E1H は室内では未規制であったが，多くの建

物で検出されるようになり，中には高濃度で検

出される室内も存在することから，厚生労働省

は 2017 年 4月に，2E1H を揮発性有機化合物の

室内濃度に関する指針値に追加する改定案を示

し，指針値を 130 µg/m3 と定める予定であった
2)。しかし，2018 年 12月の第 23回シックハウ

ス(室内空気汚染)問題に関する検討会において，

対策を講ずるにあたり科学的知見のさらなる収

集が必要であり，また技術的観点から実効性に

疑義のある値が提案されている可能性があると

の意見や，国際動向も踏まえて，指針値案は見

直されることになった 3)。 
建材からの 2E1H 発生には，一次発生と二次

発生が知られている。一次発生は建材の製造中

に含有された 2E1H が発生することを示す。二

次発生は，コンクリートなどの下地に施工した

塩ビ建材や接着剤に含まれる可塑剤のフタル酸

ジエチルヘキシル（DEHP）がコンクリートに含

まれるアルカリ水溶液によって加水分解される

ことで 2E1H を生成し，発生することを示す。

タイルカーペットや塩化ビニルがコンクリート

下地に直接敷かれている部屋では，2E1H の濃

度が高いと報告されており 4)，室内の 2E1H 濃

度が高い原因として二次発生を挙げているもの

が多く，コンクリート下地の含水率に着目した

研究が多くなされている。 
本報告では，事務所室内空気中の 2E1H 発生

特性を実測調査によって明らかにする。 
 
B. 研究方法 
 事務所室内における化学物質の実態，特に

2E1H の状況を 2018 年から 2020 年の夏期と冬

期に東京・埼玉・神奈川・大阪・福岡の表 5-2-
1 に示す 17軒 35 室の事務所建築物室内の調査

を行った。E01～E05，E07～E12，A01～A03，
W01～W03，F01～F04 は夏期と冬期に測定して

おり，その他の建物では夏期か冬期のどちらか

で測定している。各部屋とも床にタイルカーペ

ットが敷かれており，床の下地はタイル地，コ

ンクリートスラブ，金属製・コンクリート製・

プラスチック製OAフロアの5種類に分類した。 
VOC の捕集には，Tenax捕集材を用いたアク

ティブサンプリング法により行った。捕集はは

対象室内の机上で行い，300 mL/min.で30分間，

合計 9 L とした。分析には，加熱脱着装置によ

り GC/MS に導入して行った。なお，TVOC の

算出には，C6 （ヘキサン）から C16（ヘキサデ

カン）に検出したピークをトルエン換算して算

出した。 
 
表 5-2-1 事務所建築物の実測調査における調

査対象室の概要 

 
 

Building Sampling
ID places

E01 - Concrete ○ ○

1F ○ ○

2F ○ ○

3F ○ ○

E03 - Tile ○ ○

E04 - Concrete ○ ○

E05 - OA（Steel） ○ ○

1F ○ -

2F ○ -

E07 - Tile ○ ○

E08 - OA（Steel） ○ ○

E09 - Tile ○ ○

E10 - OA（Plastic） ○ ○

E11 - OA（Plastic） ○ ○

E12 - Concrete ○ ○

E13 - OA（Steel） - ○

E14 - OA（Steel） - ○

T01 - OA（Steel） - ○

roomA - ○

roomB - ○

1F Concrete - ○

5F OA（Steel） - ○

T04 - OA（Steel） - ○

T05 - OA（Concrete） - ○

T06 - Concrete ○ -

T07 - Concrete ○ -

K01 Concrete ○ -

A01 - Tile ○ ○

A02 - Concrete ○ ○

A03 - OA（Plastic） ○ ○

W01 - Tile ○ ○

W02 - Concrete ○ ○

W03 - Tile ○ ○

O01 Concrete ○ -

O02 OA（Plastic） ○ -

F01 - Concrete ○ ○

F02 - Concrete ○ ○

F03 - Concrete ○ ○

F04 - OA（Steel） ○ ○

Fukuoka

Aichi

Osaka

Tokyo
Saitama

Kanagawa

SummerFloor material

T02

T03

Winter

Tile

Location

E02 OA（Steel）

OA（Plastic）E06
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C. 研究結果および考察 
C.1 事務所建築物における 2E1H の実態 
図 5-2-1 にタイル地の建物での 2E1H 濃度を

示す。タイル地の建物では，2E1H 濃度の低い建

物が多い。しかし，夏期の W01 と E09 では総

揮発性有機化合物（TVOC）濃度が厚生労働省に

よる暫定目標値 400 µg/m3を超えており，2E1H
以外の VOC が空気質に影響しているものであ

る。タイル地の建物は改装によって竣工当初に

施工されたタイル地の上にタイルカーペットを

そのまま貼り付けている建物である。そのため，

下地となるタイルの種類が建物によって違うこ

とで床材から発生する物質が異なっていると考

えられる。 
図 5-2-2，図 5-2-3 に金属製 OA フロア及びコ

ンクリート製・プラスチック製 OA フロアの建

物での 2E1H 濃度を示す。コンクリート製 OA
フロアのT05の 54 µg/m3が最も高い濃度を示し

ており，金属製・プラスチック製 OA フロアで

は低い傾向にあった。 
図 5-2-4 にコンクリートスラブが下地の建物

での 2E1H 濃度を示す。コンクリートスラブが

下地の建物では，2E1H 濃度が高い傾向にあっ

た。特に夏期の K01，E01 では 139 µg/m3，123 
µg/m3 と調査した建物のなかでも高濃度で検出

された。また，夏期においては TVOC に占める

2E1H の濃度も高い。 
床仕様別の 2E1H 濃度を図 5-2-5 に示す。コ

ンクリートスラブが下地の建物は，他の建物と

比べても 2E1H の濃度が高い傾向であることが

明らかになった。特に，金属製 OA フロアとコ

ンクリートスラブが下地の建物との濃度には有

意な差があった。 
また，床仕様別の TVOC 濃度に占める 2E1H

濃度をまとめたものを図 5-2-6に示す。TVOC中

の 2E1H 濃度の割合もコンクリートが下地の建

物において高い傾向がある。既往研究 8)におい

て，2E1H の嗅覚閾値は 76 μg/m3であり，TVOC
に対する割合が 45〜64%の付近から 2E1H の臭

気を感じると示唆されている。コンクリートス

ラブが下地の事務所室内ではそれらの値を超え

る建物もいくつか存在していることから，コン

クリート下地が事務所の室内環境に影響を与え

ていることが示唆された。これはコンクリート

下地による加水分解により，二次発生している

ことが高濃度の原因であると推測される。 
 

 

図 5-2-1  タイル地の室内 2E1H 濃度と TVOC
濃度 
 

 

図 5-2-2 金属製 OA フロアの室内 2E1H 濃度と

TVOC 濃度 
 

 

図 5-2-3 コンクリート・プラスチック製 OA フ

ロアの室内 2E1H 濃度と TVOC 濃度 
 

 

図 5-2-4 コンクリートスラブ下地の室内 2E1H
濃度と TVOC 濃度 
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図 5-2-5 床仕様別の室内 2E1H 濃度 
 

 
図 5-2-6 床仕様別の TVOC に占める 2E1H の割

合 
 
C.2 考察 
事務所建築物において室内化学物質濃度の

実測調査を行ったところ，TVOC に占める 2E1H
の割合が比較的高い建物が多く存在し，主要成

分が 2E1H となっていることを表している。

2E1H の発生源として，接着剤やカーペットの

下地材が考えられるが，その他にもコンクリー

ト中に含まれる水分により，カーペット裏地の

塩ビ材料との二次生成も要因としてあり，室内

の温度，湿度などの影響により，新築建物でな

くとも濃度が高くなる可能性もあり，引き続き

注視する必要がある。 
 
D. まとめ 
事務所室内空気中の 2E1H 発生特性を実測調

査によって明らかにした。2E1H の事務所建築

物における実態調査では，TVOC に占める 2E1H
の値が高い建物があり，特にコンクリートが下

地の建物において高い傾向となった。 
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G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 
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Concrete OA (Concrete)
Tile OA (Steal) OA (Plastic)

Concrete OA (Concrete)
Tile OA (Steal) OA (Plastic)
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5-3 温度、湿度、CO2濃度 
A. 研究目的 
建築物衛生法では CO2 濃度 1000ppm を換気

の管理基準としている。CO2 の有害性による人

体影響からではなく外気導入による室内 CO2
希釈と排出効果を換気基準として定めたもので

ある。人間活動が行われる空間では人体の呼気、

暖房器具、調理器具の燃焼から必ず CO2が発生

するため、換気が足りない場合は CO2濃度が上

昇し、適切な換気が行われていれば CO2濃度も

一定レベル以下に維持できる。更に、建材や人

体、人間活動から発生する化学物質、におい、

粒子状物質など他の空気汚染物質もコントロー

ルできる。 
2017 年現在、相対湿度の不適合率は 55％以

上、温度 30％以上、CO2は 30%に近接し、上昇

傾向が続いてる 1）。近年、地球環境保全や省エ

ネー傾向により相対湿度、温度、CO2 濃度にて

不適合が顕著に表れ、全国平均として CO2濃度

の不適合率は 30%近いと報告されている 2)。 
原因としては建築物衛生法の改正（H14）、幾

度に渡る省エネ法の改定（H15、H17、H25、H29）、
東日本大震災（H23）による節電要求などに加え、

社会的な要因以外にも設備の管理・運用上の問

題、省コスト、立入検査や報告徴収の方法、定

点測定の代表性など明らかになっていない問題

があることを指摘されている 2) 3)。 
 本研究は特定建築物における室内空気中化学

物質濃度の実態調査であるが、空気濃度は換気

と直結するため、換気の把握を行う必要がある。

そこで、立入による化学物質のアクティブサン

プリング測定と同時に温度、湿度、CO2 濃度の

測定を行った。 
 
B. 研究方法 
現場測定は 2021年 3月（暖房期）及び 2021年

10 月（冷房期）にて実施した。温度・湿度・CO2

用の連続測定小型センサー（T＆D TR-76Ui）を空
気サンプリング場所に設置、5分間隔で 30分間以
上測定し、その中から設置後から 5～10分以上経
過した安定している 30 分間のデータを抽出して
使用した。但し、建物Gでは 1日連続測定ができ
たため勤務時間帯の 10：00～17：00のデータを採
用した。 

C. 測定結果 
図 5-3-1 に CO2濃度、図 5-3-2 に温度、図 5-3-

3 に相対湿度の集計グラフを示す。また、表 5-
3-1 には各項目の平均値を集計した。 
 
C.1 CO2 
冬期の外気 CO2濃度平均は 427±11ppm、室内

濃度は 662±146ppm、夏期は外気 445±27ppm、
対象物件全体の室内濃度平均は 622±167ppm と

季節毎の大きな違いは見られなかった。 
B の室内濃度だけ平均が 1000ppm を若干超

え、管理基準値付近で推移していたが、他の測

定対象では 439～777ppm と低いレベルで管理

されていた。全体的に良好な状態で維持管理さ

れていた。冬期測定では、個別式と中央式空調

の差が見られた。 
個別式である A、B、C は冬期 715ppm、夏期

745ppmだったのに対し、中央式空調である D、
E、F は冬期 574ppm、夏期 551ppm と低い濃度

で運用されていた。G は中央式空調であるが、

測定当日窓開け換気を行っていたことから外気

と同レベルの濃度となっている。 
CO2 濃度は在室者密度と換気量のバランスで

決まり、空調設計によって換気量が変わるため、

CO2 濃度が低いからよい設計とは限らないが、

低い濃度で管理されていることは室内空気汚染

因子によるリスク低減の面では好ましい。 
 
C.2 温度 
冬期の室内温度は 24～25℃程度、夏期は 24

～27℃（G は窓開け換気のため除く）と安定し

ていた。全物件の室内温度平均は冬期

24.6±0.9℃、夏期全体平均は 26.0±1.3℃である。 
同一物件である A は 3 ヶ所共に冬期 24℃、
夏期 26℃付近で非常に安定している。G は夏期

の平均温度が 27～28.3℃とやや高めとなってい

が、窓開け換気による影響である。 
A、B、C は個別式空調、D、E、F（G は中央

式であるが窓開け換気を行っていたことから除

く）中央式空調であるが、空調方式による室内

温度の違いは見られなかった。 
 
C.3 相対湿度 
冬期の外気における相対湿度は全測定点で
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40%を下回り、A の外気が平均 36%と最も高く

F の外気は 20%を下回り最も低かった。室内の

湿度平均は 32±9％と、40%以上を維持している

ところは A のみであり、F は 36%と 40％付近で

維持されていた。A は外調機と無給水加湿器が

設置されており、湿度管理をしっかり念頭に置

いた設計となっている。他の建物は全て 30%未
満となっており、冬期の加湿不足が確認された。 

D、E、F の 3 施設は中央式空調が入っている

が 40%には満たず、F が 40％に近い湿度となっ

ていた。こちらは、D、E は午前 9時の実測であ

り、F は 11時過ぎの測定だったため、相対湿度

が低く観察された要因としては空調の立ち上が

りに時間がかかっていることも考慮しなければ

ならない。B、C は外気の絶対湿度（水蒸気量）

より室内の絶対湿度が高いことから、空調加湿

やその他加湿要因（人体、個別加湿器など）に

よる加湿は行われているものの、加湿量は足り

ていない。 
夏期の外気は全測定点で 34～59%、室内では

44～62%と良好な湿度環境となっていた。まだ

冷房運転がされている 10 月であり、外気の湿

度も低くないことが影響していると考えられる。

室内の湿度平均は 51±9％と、夏期測定では建築

物衛生法の管理基準40～70%に不適な物件はな

かった。 
A、B、C は個別式空調、D、E、F、G は中央

式空調であり、空調方式に係わらず冷房期の湿

度管理に問題はなかった。G は測定時間が業務

時間帯全体と長かったこと、コロナ禍での感染

防止のため窓開け換気を行っていたこと、から

湿度変動が見られているがその幅は大きくなか

った。 
 

D. 結論 
冬期測定からは、12℃～22℃の外気温度に対

して室内温度は 24～25℃程度で安定していた。

測定対象全体の室内温度平均は 24.6±0.9℃であ

った。相対湿度平均は 32±9％で、40%以上を維

持しているところは 1件のみ、他の建物は全て

30%未満となっていた。中央式空調を導入して

いる物件であっても 40%を下回っていたが、空

調運転開始間もない時間帯に測定を行っている

ことから空調運転による立ち上がりまで時間が

かかることが原因である可能性も考えられた。

CO2濃度では 1件（建物 B）だけ 1000ppm近傍
で運用されていたが、全体的には外気 CO2濃度

平均 427ppm に対し、室内濃度は 662ppm と良

好な環境で維持されていた。冬期測定では、個

別式空調より中央式空調の室内CO2濃度が低く

観察された。 
夏期測定からは、22.0℃～30.6℃の外気温度

に対して、窓開け換気物件を除くと室内温度は

24.3～26.6℃と安定していた。測定対象全体の

室内温度平均は 26.0±1.3℃であった。空調方式

による温度環境の差は見られなかった。室内湿

度平均は 51±9％で対象建物全てが建築物衛生

法の管理基準 40～70%を満足していた。空調方

式に係わらず冷房期の湿度管理には問題なかっ

た。CO2濃度は 1件（建物 B）だけ 1000ppm近
傍で推移していたたが、全体的には外気 CO2濃

度平均 445ppm に対し、室内は 622ppm と良好

な環境で維持されていた。今回の測定対象でも、

個別式空調より中央式空調の室内CO2濃度がや

や低く観察された。 
夏期の測定においても、個別式空調より中央

式空調の室内 CO2濃度が低く観察された。 
 
E. 参考文献 
1) 金勲、東賢一、鍵直樹、柳宇 他、厚生労働

科学研究費補助金・健康安全・危機管理対策総

合研究事業「中規模建築物における衛生管理の

実態と特定建築物の適用に関する研究」（研究代

表者：小林健一）、３．事務所建築物における CO2

濃度の全国実態調査－Phase2 調査－、平成２９

年～令和元年度総括・分担総合研究報告書、

2020.3 
2) 林 基哉、金 勲、開原 典子、小林 健一、鍵 
直樹、柳 宇、東 賢一、特定建築物における空

気環境不適率に関する分析、日本建築学会環境

系論文集、Vol.84 No.765、2019.11、pp.1011-1018. 
3) 金勲、林基哉、開原典子、小林健一、柳宇、

鍵直樹、東賢一、長谷川兼一、中野淳太、李時

桓．事務所建築の室内空気環境管理に関する調

査 その３ 冷暖房期における二酸化炭素濃度

の実態、空気調和・衛生工学会大会学術講演論

文集、2019.9、pp.53-56. 
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G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 
予定なし 
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図 5-3-2 温度測定結果 

図 5-3-1 CO2濃度測定結果 
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図 5-3-3 相対湿度測定結果 

表 5-3-1 CO2濃度、温度、相対湿度の測定結果集計 
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5-4 浮遊粒子状物質 
A. 研究目的 
 建築物衛生法における浮遊粒子に関する室内

基準は、浮遊粉じん濃度 0.15 mg/m3 以下と設定

されている。ここでの浮遊粉じんは粒径 10 µm
以下の粒子となるが粉じん計のカットオフ径に

関する定義の違いから PM10 とは少し異なる。 
また、大気環境基準は PM2.5 の 1 年平均が 15 
µg/m3 以下、1 日平均が 35 µg/m3 と設定されて

いる 1)が、室内基準は存在しない。 
平成 28 年度厚生労働科学研究費補助金（健康

安全・危機管理対策総合研究事業）「建築物環境

衛生管理に係る行政監視等に関する研究」2)で

は、特定建築物においける室内 PM2.5 濃度は 2
〜30 µg/m3程度と、大気環境基準である「1日
平均値が 35 μg/m3以下」を下回っていた。I/O比
（室内濃度と外気濃度の比＝室内濃度/外気濃

度）については、同一建物内の濃度は概ね同様

の値を示しており室内での発生源のほか、浮遊

粒子の粒径分布、空調方式の種類より検討する

ことで、空調機フィルターの特性が関係してい

るとしている 3)。 
また、令和元年度厚生労働科学研究費補助金

（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「中規

模建築物における衛生管理の実態と特定建築物

の適用に関する研究」4)では、室内 PM2.5 濃度

の測定の結果、全ての室内において大気の基準

値の「1日平均値が 35 µg/m3以下」を下回る結

果となった。I/O比については、概ね I/O比が 1
を下回っていた。建築規模、空調方式別に室内

PM2.5 濃度、I/O比を比較すると、中央方式の空

調機を有する建築物の方が低い値であることを

示している。 
本研究では、特定建築物における室内浮遊粒

子状物質（Suspended Particulate Matter）濃度の実

測を行うことで、建築物における浮遊粒子状物

質濃度のデータの蓄積と実態把握、そして空調

方式の違いによる室内 PM 濃度の差などの比較

を行い、その特徴について検討する。 
 
B. 研究方法 
粒径別浮遊粒子濃度は Particle Counter（Kanomax 

Model 3889）を用いて、6粒径（0.3、0.5、1.0、3.0、
5.0、10μm）に対する個数濃度の測定を行った。

2.83L/minで 1分間の計測を 15分間連続で行い、
濃度が安定していると考えられる開始から 4分～
13分までの 10分間のデータを平均して用いた。 

 
C. 測定結果 
図5-4-1に室内浮遊粒子の個数濃度積算値を、

表 5-4-1 に粒径別 IO比（室内濃度／外気濃度）

の集計結果を示す。 
 

C.1 個数濃度 
個数濃度の積算値として、外気（OA）が室内

濃度（IA）より高い傾向が見られる。室内濃度

は外気よりは低くなっているが、外気濃度に追

従して増減しており、外気の影響を受けている。

個数濃度は粒径が小さな粒子の濃度が高く、大

きな粒径の粒子濃度は低い、典型的な濃度分布

を示している。 
A、B、C は個別式空調であり、夏期の C 以外

は外気より有意に低くなっていることから、「外

調機＋換気装置＋PAC」と外調機の中性能フィ

ルターによる粒子浄化能力を有していると見ら

れる。C は外気と同例ベルの PM 濃度を示して

おり、外気導入時の PM 低減が行われず、更に

室内発生分が加算されていると見られる。 
D、E、F、G は中央式空調が入っており、D、

E、F は外気より有意に低い粒子濃度を示してい

る。G は窓開け換気を行っていたため外気影響

が大きく、粒子濃度の低減が大きくなかった。 
 

C.2 IO比 
IO比としては、小さな粒径の粒子において IO
比＜1 が多く、外気由来の粒子が室内では低く

維持されている。一方、5μm や 10μm の大きな

粒子では IO比>1 の室内が増加している。大き

な粒子は人工的に生成されることが多く、在室

者密度が高く室内での活動が多くなると濃度が

高くなることがある。 
冬期 B の粒径 5.0、10μm粒子の IO比 8.3、3.6

に対して、D、E、F は 5.0μm は IO比≒1、10μm
は IO比>2～3 で推移していたことから、室内発

生粒子の除去性能は中央式がよりよい可能性が

推察された。 
夏期実測では、0.3、0.5、1.0、3.0、5.0μm まで

は全測定個所で IO 比＜1 と外気由来の粒子が
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室内では低く維持されているが、10μm では IO
比＞1 が A_2、D の 2ヶ所で観測された。 
粒径 0.3、0.5μm の小さな粒子では平均 IO比

=0.6、粒径 1.0、3.0、5.0μm では IO比 0.3～0.4
とより低くなっていた。粒径に対する空調系統

や室内環境での低減効率による違いものと考え

られる。大きな粒子は人工的に生成されること

が多く、5.0μm や 10μm の比較的大きな粒子の

IO 比が高い室内（A_2、D）は在室者密度が高

いか他に室内発生分が多いと推測される。 
冬期測定からは、粒子の除去性能は中央式が

よりよい可能性が示唆されたが、夏期の実測結

果からは空調方式による明確な違いは見出せな

かった。 
 

D. 結論 
個数濃度の積算値として、外気（OA）が室内

濃度（IA）より高い傾向が見られる。室内濃度

は外気よりは低くなっているが、外気濃度に追

従して増減しており、外気の影響を受けている。

個数濃度は粒径が小さな粒子の濃度が高く、大

きな粒径の粒子濃度は低い、典型的な濃度分布

を示している。 
A、B、C は個別式空調であり、夏期の C 以外

は外気より有意に低くなっていることから、「外

調機＋換気装置＋PAC」と外調機の中性能フィ

ルターによる粒子浄化能力を有していると見ら

れる。C は外気と同例ベルの PM 濃度を示して

おり、外気導入時の PM 低減が行われず、更に

室内発生分が加算されていると見られる。 
D、E、F、G は中央式空調が入っており、D、

E、F は外気より有意に低い粒子濃度を示してい

る。G は窓開け換気を行っていたため外気影響

が大きく、粒子濃度の低減が大きくなかった。 
IO比としては、小さな粒径の粒子において IO
比＜1 が多く、外気由来の粒子が室内では低く

維持されている。一方、5μm や 10μm の大きな

粒子では IO比>1 の室内が増加している。大き

な粒子は人工的に生成されることが多く、在室

者密度が高く室内での活動が多くなると濃度が

高くなることがある。 
冬期測定からは室内発生粒子の除去性能は

中央式がよりよい可能性が推察されたが、夏期

実測からは空調方式による明確な違いは見出せ

なかった。 
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2）大澤元毅ほか：建築物環境衛生管理に係る行

政監視等に関する研究、平成 28 年度厚生労働

科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総

合研究事業）、2017.3 
3）鍵直樹：事務所建築物における PM2.5 濃度

の実態と室内外濃度比、空気清浄、54(4)、258-
262、2016 
4）小林健一、金勲、鍵直樹ほか：中規模建築物

における衛生管理の実態と特定建築物の適用に

関する研究、令和元年度厚生労働科学研究費補

助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）、

2020.3 
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図 5-4-1 室内浮遊粒子の個数濃度積算値 
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b) 2021 年 夏期 

表 5-4-1 粒径別 IO比（室内濃度／外気濃度） 
2020 Winter A_1 A_2 A_3 B C D E F Mean S.D. Max Median Min

0.3um 0.5 0.5 0.5 0.6 0.5 0.5 0.5 0.2 0.5 0.1 0.6 0.5 0.2
0.5um 0.4 0.4 0.5 0.2 0.5 0.3 0.4 0.3 0.4 0.1 0.5 0.4 0.2
1.0um 0.2 0.2 0.2 0.3 0.6 0.3 0.3 0.3 0.3 0.1 0.6 0.3 0.2
3.0um 0.1 0.1 0.1 2.6 0.5 0.5 0.5 0.6 0.6 0.8 2.6 0.5 0.1
5.0um 0.1 0.1 0.1 8.3 0.5 1.0 0.9 1.1 1.5 2.8 8.3 0.7 0.1

10.0um 0.2 0.1 0.2 3.6 0.3 3.1 2.5 2.1 1.5 1.5 3.6 1.2 0.1

2021 Summer A_1 A_2 A_3 B C D E F G_1 G_2 G_3 Mean S.D. Max Median Min
0.3um 0.6 0.6 0.6 0.2 1.4 0.4 0.6 0.6 0.7 0.7 0.7 0.6 0.3 1.4 0.6 0.2
0.5um 0.5 0.5 0.6 0.1 1.1 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.7 0.6 0.3 1.1 0.5 0.1
1.0um 0.3 0.3 0.3 0.1 0.8 0.2 0.1 0.4 0.4 0.4 0.5 0.4 0.2 0.8 0.3 0.1
3.0um 0.2 0.3 0.2 0.1 0.6 0.4 0.1 0.4 0.3 0.1 0.4 0.3 0.2 0.6 0.3 0.1
5.0um 0.2 0.6 0.3 0.2 0.5 0.6 0.1 0.4 0.3 0.1 0.4 0.3 0.2 0.6 0.3 0.1

10.0um 0.4 1.0 0.6 0.6 0.8 1.8 0.4 0.6 0.5 0.2 0.6 0.7 0.4 1.8 0.6 0.2
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研究要旨 
 本調査では、建築物衛生法の適用範囲の検討のために、企業の経営者が完全在宅勤務ではなく、

モニター調査に協力いただける北海道、関東、中部、関西、九州に建つ特定建築物を対象に、2020
年度は 37 件、2021 年度夏期は 111 件、2021 年度冬期は 75 件から室内温湿度ならびに化学物質の

データを採取した。得られた室内化学物質濃度の統計値と核物質のリスク評価値（RfC）を用い、

暴露余裕度（MOE）を算出した。 
 健康リスク評価の結果、冬期夏期ともに、二酸化窒素、塩化水素、ベンゼンのリスクが総じて

高かった。また、アクロレイン、1,2-ジクロロエタン、トリクロロエチレン、アセトアルデヒド、

トルエン、クロトンアルデヒド、クロロホルムでは、特定の事務所でリスクが高かったが、平均

的にはそれほどリスクは高くなかった。その他、炭素数 9～18 の脂肪族炭化水素は冬期夏期とも

に平均的にリスクが高く、ホルムアルデヒドは夏期でリスクが高い傾向にあった。 
 
 

A. 研究目的 
建築物衛生法が適用される特定建築物に対

しては、建築物環境衛生管理基準として、温度、

相対湿度、気流、二酸化炭素、一酸化炭素、浮

遊粉じん、ホルムアルデヒドの測定が規定され

ている。厚生労働省では 1997 年から 2002 年ま

でに 13 物質に対して室内濃度指針値を策定し

てきたが、2012 年以降、一般住宅の実態調査を

行い、新たに室内濃度指針値を追加で設定等実

施すべきかについて検討がなされている。そこ

で本研究では、特定建築物における室内空気汚

染化学物質の実態調査と健康リスク評価を行っ

た。 
本研究で得られた成果は、建築物衛生法の適

用範囲の検討に資するものであり、今後の建築

物衛生行政における施策の立案に寄与するもの

である。 
 

B. 研究方法 
B.1 研究デザイン 
近年、インターネットの普及に伴い、インタ

ーネットを利用した質問調査方法が普及し、喘

息やアレルギー疾患の有病率の疫学調査でも利

用されるようになってきていた。本分担研究者

も、インターネットを利用した化学物質高感受

性や循環器疾患に関する疫学調査で学術成果を

あげてきた。インターネット調査においても、

調査協力者に対して材料やサンプルを送付し、

室内環境の調査が可能である。 
令和 2 年度の冬期調査では、インターネット

を利用した質問調査および室内空気の採取を行

った。また、調査件数を確保するにあたり、自

記式調査票と空気採取管等を調査協力候補者へ

送付および回収する手法も併用した。それにあ

たっては、公益社団法人全国ビルメンテナンス

協会等の協力を得た。なお、インターネット調
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査では、特定建築物に入居する調査協力事務所

の確保数が乏しかったことから、令和 3 年度は、

被験者代行を業務とするモニター調査会社に依

頼して協力事務所の確保を行った。本研究は、

人体から採取された試料を用いない観察研究で

ある。 
 
B.2 調査対象と調査手順 
令和 2 年度は、既存のインターネット調査会

社である株式会社マクロミルに委託し、そのモ

ニター会員を調査対象とした。ここは、インタ

ーネット調査会社としては国内最大手であり、

約 120万人のモニターを有する。 
調査にあたっては、1）成人で男女を問わない、

2）北海道、関東、中部、関西、九州に居住、3）
会社の経営者（代表取締役等）または自営業者

の 3条件をもとに、マクロミルのモニターの中

から 525,646 名を抽出した。そして、これらの

モニターに対して、1）会社の経営者（代表取締

役等）または自営業者で会社に出社している方

（完全在宅勤務ではない）、2）モニター調査（空

気の採取と温湿度記録、管理者用アンケート調

査）に協力いただける事務所の勤務者数が 4名
以上、3）厚生労働省の建築物衛生法が適用され

る建物内に所在する事務所、4）事務所が北海道、

関東、中部、関西、九州に所在、5）事務所の空

気採取およびアンケートに協力可能の基本 5項
目を事前にスクリーニング調査した。なお、地

域別に北海道 10 事務所、関東 20 事務所、中部

10 事務所、関西 10 事務所、九州 10 事務所（な

お、予定の地域別内訳にならなかった場合、合

計数が可能な限り目標数に近づくように割り付

ける）の合計 60 事務所を今年度の調査目標数

とした。事前スクリーニング調査は、2020 年 11
月 27日～12月 2日かけて実施した。 
続いて本調査として、事前スクリーニング調

査で抽出した協力者に対して、管理者用アンケ

ート調査と事務所の空気採取と温湿度記録の依

頼を行った。 管理者用アンケートの調査票は、

平成 23～令和元年度の建築物衛生に関する厚

労科研で使用した調査票 1)-5)をもとに作成した。

空気の採取と温湿度の記録は、事務所に出社さ

れる任意の 1日で、事務所での就業時間が 8時
間以上となる日（例：9時～17時）に実施する

よう依頼した。アンケート調査、空気採取、温

湿度記録は 2020 年 12月 14日～2021 年 1月 15
日に実施した。また、調査件数を確保するにあ

たり、自記式調査票と空気採取管等を調査協力

候補者へ送付し回収した。 
令和 3 年度の夏期は、令和 2 年度に直接調査

依頼を行った事務所に対して再度調査依頼を行

った。また、令和 3 年度夏期、冬期において、

株式会社エイジェックに 75 件の調査事務所の

確保を依頼した。調査では、管理者用アンケー

ト調査と事務所の空気採取と温湿度記録の依頼

を行った。 管理者用アンケートの調査票は、平

成 23～令和元年度の建築物衛生に関する厚労

科研で使用した調査票 1)-5)をもとに作成した。

空気の採取と温湿度の記録は、事務所に出社さ

れる任意の 1日で、事務所での就業時間が 8時
間以上となる日（例：9時～17時）に実施する

よう依頼した。夏期の調査は 2021 年 8月 20日
～2021年 9月 30日に実施した。冬期の調査は、

2022 年 1月 20日～2022 年 2月 14日に実施し

た 
 
B.3 測定および分析項目 
室内の温度と湿度の測定を行った。また、68

の化学物質の分析を行った。分析結果の詳細は、

他の分担研究報告書を参照されたい。 
 
B.4 健康リスク評価方法 
調査で得られた室内濃度の統計値（算術平均

値、中央値、最大値）に対して、各物質の非発

がんリスク評価値（RfC）を導出した。発がん物

質については、ユニットリスク（UR）から、日

本の環境基準で用いられている 10 万分の 1 の

過剰発がんリスク時のリスク評価値をRfCとし

て用いた。RfC に対して室内濃度を割り算して

曝露余裕度（MOE）を算出し、健康リスクの程

度を評価した。これらのリスク評価値は、国際

機関及び各国の関係省庁等が公表している評価

文書をもとに、最も信頼性のあると思われる亜

急性毒性、慢性毒性または生殖発生毒性の無毒

性量または最小毒性量を判断し、断続曝露から

連続曝露への換算、デフォルトで用いられる曝

露期間、最小毒性量、種差及び個体差に関する

不確実係数から導出した。ユニットリスクは、
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国際がん研究機関の発がん性分類でグループ１

かつ発がんリスク評価が必要と判断される物質

について、国際機関及び各国の関係省庁が公表

しているユニットリスクを用いた。 
MOE が 1 未満であればリスク A（ハイリス

ク）、MOE が 1 以上 10 未満であればリスク B
（調査等要検討）、MOE が 10 以上であればリ

スク C（静観）と判定できる。これらのリスク

評価方法は、著者らが既往研究 6)-8)で行ったも

のである。 
 
（倫理面での配慮） 
本調査は、国立保健医療科学院研究倫理審査

委員会の承認（課題名：特定建築物における室

内空気中科学物質濃度の拡散サンプラーによる

全国調査：NIPH-IBRA#12310）を得て実施した。 
 
C. 研究結果および考察 

2020 年度において、マクロミルのモニターに

対する事前スクリーニング調査の結果、92 件の

調査協力可能者が得られたが、そのうち電話で

特定建築物であるかどうかや、事務所室内での

空気採取が可能かどうかなどを再度確認した結

果、調査協力可能者数は 18 件（北海道 2 事務

所、関東 7 事務所、中部 2 事務所、関西 7 事務

所）となった。従って、調査協力者数を確保す

るために、平成 29 年度から令和元年度の建築

物衛生に関する厚労科研の調査で協力を得た特

定建築物等に対して、直接協力依頼を実施し、

合計 37 件から協力を得た。 
2021 年度夏期では、直接調査協力依頼を行っ

た事務所から 36 件、エイジェックのモニター

から 75 件の試料を得た。2021 年度冬期では、

エイジェックのモニターから 75 件の試料を得

た。健康リスク評価を行うにあたっては、冬期

と夏期でそれぞれ統合し、2020 年度～2021 年度

冬期で 130 件、2021 年度夏期で 111 件とした。 
表６－１及び６－２に有害性評価結果と非

発がんリスク評価値及びユニットリスクを示す。

調査を行った68物質のうち、7物質については、

非発がんリスク評価値やユニットリスクが得ら

れず有害性評価ができなかった。また、夏期の

3 物質については分析結果が得られなかった。 
これらの評価値に対して、2020 年度から 2021

年度にかけて冬期及び夏期に実施した全国調査

で得られた室内濃度の統計値（算術平均値、中

央値、最大値）に対して、各物質のリスク評価

値（RfC）を用い、曝露余裕度（MOE）を算出

した。また、各事務所での測定値が RfC を超え

ている割合（RfC 超過率）を冬期及び夏期で算

出した。冬期の結果を表６－３、夏期の結果を

表６－４、健康リスク評価結果のまとめを表６

－５に示す。 
健康リスク評価の結果、冬期夏期ともに、二

酸化窒素、塩化水素、ベンゼンのリスクが総じ

て高かった。二酸化窒素では、冬期夏期ともに

RfC超過率が 60%を超えていた。塩化水素では

冬期の RfC超過率が 70%を超えていた。ベンゼ

ンでは夏期の RfC 超過率が 40%を超えていた。

これら 3 つの物質のリスクは突出して高かった。 
アクロレイン、1,2-ジクロロエタン、トリクロ

ロエチレン、アセトアルデヒド、トルエン、ク

ロトンアルデヒド、クロロホルムでは、最大値

のリスクが高かった（A判定）。しかしながら、

平均的にはそれほど高いリスクではなく（C 判
定）、特定の事務所において高濃度であったこと

が原因と考えられた。 
炭素数 9～18 の脂肪族炭化水素は冬期夏期と

もに平均的にリスクが高く、ホルムアルデヒド

は特に夏期でリスクが高い傾向（B 判定）にあ

った。その他、平均的にリスクが高い傾向にあ

ったのは、冬期夏期のオゾン、冬期のエタノー

ル、夏期の酢酸であった。 
 
D. 総括 
特定建築物における室内空気汚染化学物質

の実態調査について、2020 年度～2021 年度冬期

で 130 件、2021 年度夏期で 111 件における 68
物質の室内濃度測定結果に対して健康リスク評

価を行った。その結果、冬期夏期ともに、二酸

化窒素、塩化水素、ベンゼンのリスクが総じて

高かった。アクロレイン、1,2-ジクロロエタン、

トリクロロエチレン、アセトアルデヒド、トル

エン、クロトンアルデヒド、クロロホルムでは、

特定の事務所でリスクが高かったが、平均的に

はそれほどリスクは高くなかった。炭素数 9～
18 の脂肪族炭化水素は冬期夏期ともに平均的

にリスクが高く、ホルムアルデヒドは夏期でリ
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スクが高い傾向にあった。その他、平均的にリ

スクが高い傾向にあったのは、冬期夏期のオゾ

ン、冬期のエタノール、夏期の酢酸であった。 
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表６－３ 2020 年度冬期及び 2021 年度冬期連結の健康リスク評価結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均値 中央値 最大値 平均値 中央値 最大値

ホルムアルデヒド 130 8.4 6.4 155.7 11.9 15.6 0.64 0.8%
アセトアルデヒド 130 10.6 6.3 198.8 11.3 19.0 0.60 0.8%
プロピオンアルデヒド 130 2.7 0.0 22.9 22.4 60000.0 2.6 0.0%
n-ペンタナール 130 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
i-ペンタナール 130 0.1 0.0 4.1 2353.4 130000.0 32.0 0.0%
ヘキサナール 130 0.2 0.0 20.5 826.2 130000.0 6.4 0.0%
ヘプタナール 130 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
オクタナール 130 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ノナナール 130 0.4 0.0 23.0 324.8 130000.0 5.6 0.0%
デカナール 130 0.1 0.0 14.5 1165.8 130000.0 9.0 0.0%
アクロレイン 130 0.1 0.0 9.1 16.1 1600.0 0.18 1.5%
クロトンアルデヒド 130 0.3 0.0 6.0 21.6 6100.0 1.02 0.0%
2-ノネナール 130 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ベンズアルデヒド 130 0.1 0.0 5.4 1200.0 90000.0 16.6 0.0%
o-トルアルデヒド 130 0.0 0.0 0.0 - - - -
p-トルアルデヒド 130 0.1 0.0 8.6 - - - -
2,5-ジメチルベンズアルデヒド 130 0.0 0.0 0.0 - - - -
アセトン 130 13.6 10.3 143.5 971.2 1291.2 92.3 0.0%
メチルエチルケトン 130 1.0 0.0 33.7 8864.9 8686000.0 257.9 0.0%
メチルイソブチルケトン 130 0.1 0.0 3.2 5305.1 329000.0 103.4 0.0%
シクロヘキサン 75 2.6 0.7 61.2 598.9 2064.4 25.1 0.0%
n-ヘキサン 130 9.1 4.6 272.9 53.4 104.7 1.8 0.0%
n-ヘプタン 130 1.4 0.4 98.8 - - - -
2,4-ジメチルペンタン 55 0.2 0.0 11.0 - - - -
2,2,4-トリメチルペンタン 130 0.1 0.0 2.3 - - - -
n-オクタン 130 0.7 0.5 7.2 353.0 479.2 34.0 0.0%
n-ノナン 130 1.4 0.5 35.3 177.3 460.9 7.0 0.0%
n-デカン 130 14.7 5.7 741.4 16.7 42.8 0.33 0.8%
n-ウンデカン 130 1.8 1.1 23.4 139.5 229.3 10.5 0.0%
n-ドデカン 130 8.3 8.2 57.4 29.8 30.2 4.3 0.0%
n-トリデカン 130 4.7 3.0 41.8 52.4 81.2 5.9 0.0%
n-テトラデカン 130 10.1 9.9 31.5 24.3 24.9 7.8 0.0%
n-ペンタデカン 130 1.5 0.4 20.7 161.6 586.6 11.9 0.0%
n-ヘキサデカン 130 2.3 1.3 14.5 109.2 195.2 17.0 0.0%
ベンゼン 130 1.2 0.8 24.0 1.4 2.1 0.07 10.8%
トルエン 130 10.1 4.6 397.1 25.8 56.1 0.65 0.8%
o-キシレン 130 1.0 0.5 9.6 207.2 390.4 20.9 0.0%
m,p-キシレン 130 2.7 1.3 35.2 75.2 158.5 5.7 0.0%
エチルベンゼン 130 2.8 1.1 70.2 134.7 339.4 5.3 0.0%
1,3,5-トリメチルベンゼン 130 0.3 0.2 3.0 352.1 656.4 36.1 0.0%
1,2,4-トリメチルベンゼン 130 1.2 0.7 9.9 88.6 147.7 11.1 0.0%
1,2,3-トリメチルベンゼン 130 0.3 0.2 3.1 399.3 590.2 35.7 0.0%
1,2,4,5-テトラメチルベンゼン 130 0.1 0.0 1.6 - - - -
スチレン 130 0.0 0.0 2.0 1979.1 81000.0 39.9 0.0%
クロロホルム 130 0.5 0.4 12.7 36.6 46.5 1.4 0.0%
四塩化炭素 130 0.2 0.0 2.5 34.0 6400.0 2.6 0.0%
クロロジブロモメタン 130 0.0 0.0 1.5 30870.3 357000.0 237.5 0.0%
1,1,1-トリクロロエタン 130 0.0 0.0 0.0 55324816.7 1920000.0 425575.5 0.0%
1,2-ジクロロエタン 130 0.1 0.0 2.3 31.5 1600.0 0.68 1.5%
1,2-ジクロロプロパン 55 0.1 0.0 3.7 371.2 25000.0 6.7 0.0%
トリクロロエチレン 130 0.6 0.0 43.9 37.6 23000.0 0.52 0.8%
テトラクロロエチレン 130 0.1 0.0 1.5 4173.1 250000.0 168.6 0.0%
1,4-ジクロロベンゼン 130 1.7 0.5 103.5 127.5 443.7 2.1 0.0%
エタノール 75 3042.9 2645.9 9238.4 7.4 8.5 2.4 0.0%
1-ブタノール 55 0.7 0.2 9.3 195.6 748.4 14.4 0.0%
2-エチル-1-ヘキサノール 130 1.7 0.8 14.8 33.3 67.2 3.7 0.0%
TMPD-MIB 130 2.3 1.8 22.1 241.9 306.0 25.2 0.0%
TMPD-DIB 75 3.8 2.4 15.4 43.9 68.4 10.9 0.0%
α-ピネン 130 0.3 0.2 6.2 7391.2 14670.8 361.6 0.0%
d-リモネン 130 6.7 2.2 393.4 675.1 2076.0 11.4 0.0%
酢酸エチル 130 4.4 2.8 31.5 25.7 40.4 3.6 0.0%
酢酸-n-ブチル 130 1.6 1.3 24.9 434.8 557.3 28.1 0.0%
ギ酸 75 13.3 11.8 27.4 16.1 18.1 7.8 0.0%
酢酸 75 39.0 32.2 93.1 15.3 18.5 6.4 0.0%
塩化水素 75 17.6 15.7 59.0 0.61 0.68 0.18 72.0%
二酸化窒素 75 15.3 12.2 114.8 0.65 0.82 0.09 61.3%
アンモニア 74 3.6 3.2 7.8 90.3 99.8 41.8 0.0%
オゾン 130 7.4 7.1 32.9 8.1 8.5 1.8 0.0%

N
室内濃度(μg/m3) MOE RfC

超過率
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表６－４ 2021 年度夏期の健康リスク評価結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均値 中央値 最大値 平均値 中央値 最大値

ホルムアルデヒド 111 12.9 11.5 60.0 7.7 8.7 1.7 0.0%
アセトアルデヒド 111 11.1 8.0 61.7 10.8 15.0 1.9 0.0%
プロピオンアルデヒド 111 2.1 0.0 23.1 28.7 60000.0 2.6 0.0%
n-ペンタナール 111 0.0 0.0 3.9 3679.7 130000.0 33.2 0.0%
i-ペンタナール 111 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ヘキサナール 111 0.3 0.0 15.2 499.5 130000.0 8.6 0.0%
ヘプタナール 111 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
オクタナール 111 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ノナナール 111 0.7 0.0 38.3 192.1 130000.0 3.4 0.0%
デカナール 111 0.2 0.0 19.2 749.8 130000.0 6.8 0.0%
アクロレイン 111 0.0 0.0 0.0 1600.0 1600.0 1600.0 0.0%
クロトンアルデヒド 111 0.2 0.0 6.2 36.9 6100.0 0.98 0.9%
2-ノネナール 111 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ベンズアルデヒド 111 0.0 0.0 0.0 90000.0 90000.0 90000.0 0.0%
o-トルアルデヒド 111 0.0 0.0 0.0 - - - -
p-トルアルデヒド 111 0.0 0.0 4.1 - - - -
2,5-ジメチルベンズアルデヒド 111 0.0 0.0 0.0 - - - -
アセトン 111 12.4 9.7 66.1 1067.5 1362.5 200.4 0.0%
メチルエチルケトン 111 0.0 0.0 2.6 228552.8 8686000.0 3326.8 0.0%
メチルイソブチルケトン 111 0.2 0.0 1.6 1762.6 329000.0 204.0 0.0%
シクロヘキサン 111 1.3 0.0 65.6 1182.7 1536000.0 23.4 0.0%
n-ヘキサン 111 5.2 2.7 198.8 93.6 180.8 2.4 0.0%
n-ヘプタン 111 0.5 0.0 11.9 - - - -
2,4-ジメチルペンタン - - - - - - - -
2,2,4-トリメチルペンタン 111 0.0 0.0 3.1 - - - -
n-オクタン 111 1.0 0.0 8.8 243.6 246000.0 27.8 0.0%
n-ノナン 111 0.6 0.0 38.5 428.1 246000.0 6.4 0.0%
n-デカン 111 195.9 13.7 20061.1 1.3 18.0 0.012 0.9%
n-ウンデカン 111 1.2 0.6 31.5 207.5 423.6 7.8 0.0%
n-ドデカン 111 5.4 3.5 77.7 45.5 69.4 3.2 0.0%
n-トリデカン 111 4.5 1.8 135.0 54.6 133.5 1.8 0.0%
n-テトラデカン 111 9.4 6.5 109.8 26.2 38.0 2.2 0.0%
n-ペンタデカン 111 0.1 0.0 3.6 1695.8 246000.0 68.0 0.0%
n-ヘキサデカン 111 0.4 0.0 4.5 578.8 246000.0 54.6 0.0%
ベンゼン 111 1.6 1.2 5.0 1.1 1.4 0.34 41.4%
トルエン 111 8.7 5.9 125.6 29.9 44.1 2.1 0.0%
o-キシレン 111 0.6 0.4 5.5 310.8 517.3 36.1 0.0%
m,p-キシレン 111 1.9 1.5 12.1 106.8 131.2 16.6 0.0%
エチルベンゼン 111 1.9 1.6 10.6 192.4 234.3 35.0 0.0%
1,3,5-トリメチルベンゼン 111 0.3 0.0 3.8 343.6 110000.0 28.9 0.0%
1,2,4-トリメチルベンゼン 111 1.2 0.6 15.4 92.7 198.4 7.1 0.0%
1,2,3-トリメチルベンゼン 111 0.2 0.0 8.9 603.8 110000.0 12.4 0.0%
1,2,4,5-テトラメチルベンゼン 111 0.1 0.0 14.6 - - - -
スチレン 111 0.0 0.0 0.0 81000.0 81000.0 81000.0 0.0%
クロロホルム 111 0.7 0.0 41.2 25.1 18000.0 0.44 0.9%
四塩化炭素 111 0.0 0.0 2.2 320.9 6400.0 2.9 0.0%
クロロジブロモメタン 111 0.0 0.0 0.0 357000.0 357000.0 357000.0 0.0%
1,1,1-トリクロロエタン 111 0.0 0.0 0.0 1920000.0 1920000.0 1920000.0 0.0%
1,2-ジクロロエタン 111 0.0 0.0 1.8 66.0 1600.0 0.89 0.9%
1,2-ジクロロプロパン - - - - - - - -
トリクロロエチレン 111 0.2 0.0 2.9 138.0 23000.0 7.9 0.0%
テトラクロロエチレン 111 0.0 0.0 3.3 8536.3 250000.0 76.9 0.0%
1,4-ジクロロベンゼン 111 0.9 0.6 13.5 246.5 383.3 15.8 0.0%
エタノール 111 1078.0 538.1 17711.1 21.0 42.0 1.3 0.0%
1-ブタノール - - - - - - - -
2-エチル-1-ヘキサノール 111 4.3 1.9 33.2 12.6 28.3 1.7 0.0%
TMPD-MIB 111 3.0 2.9 14.1 183.4 194.1 39.5 0.0%
TMPD-DIB 111 6.3 0.0 146.6 26.4 167000.0 1.1 0.0%
α-ピネン 111 0.0 0.0 1.5 54947.2 2250000.0 1486.1 0.0%
d-リモネン 111 1.7 0.0 94.2 2647.9 4500000.0 47.8 0.0%
酢酸エチル 111 5.1 3.5 46.1 22.1 33.0 2.5 0.0%
酢酸-n-ブチル 111 0.6 0.0 12.1 1145.6 700000.0 58.0 0.0%
ギ酸 111 20.3 19.7 49.3 10.5 10.9 4.3 0.0%
酢酸 111 88.6 89.1 251.8 6.7 6.7 2.4 0.0%
塩化水素 111 8.7 5.5 89.5 1.2 1.9 0.12 14.4%
二酸化窒素 111 14.9 13.5 63.6 0.67 0.74 0.16 64.9%
アンモニア 110 11.8 11.5 23.5 27.5 28.2 13.8 0.0%
オゾン 111 13.9 11.4 48.4 4.3 5.3 1.2 0.0%

N RfC
超過率

室内濃度(μg/m3) MOE
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表６－５ 健康リスク評価のまとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2021年度夏期 2020年度冬期及び2021年度冬期連結

平均値 中央値 最大値 平均値 中央値 最大値

二酸化窒素 111 0.67 0.74 0.16 64.9% 75 0.65 0.82 0.09 61.3%
塩化水素 111 1.2 1.9 0.12 14.4% 75 0.61 0.68 0.18 72.0%
ベンゼン 111 1.1 1.4 0.34 41.4% 130 1.4 2.1 0.07 10.8%
アクロレイン 111 1600.0 1600.0 1600.0 0.0% 130 16.1 1600.0 0.18 1.5%
1,2-ジクロロエタン 111 66.0 1600.0 0.89 0.9% 130 31.5 1600.0 0.68 1.5%
n-デカン 111 1.3 18.0 0.012 0.9% 130 16.7 42.8 0.33 0.8%
トリクロロエチレン 111 138.0 23000.0 7.9 0.0% 130 37.6 23000.0 0.52 0.8%
アセトアルデヒド 111 10.8 15.0 1.9 0.0% 130 11.3 19.0 0.60 0.8%
ホルムアルデヒド 111 7.7 8.7 1.7 0.0% 130 11.9 15.6 0.64 0.8%
トルエン 111 29.9 44.1 2.1 0.0% 130 25.8 56.1 0.65 0.8%
クロトンアルデヒド 111 36.9 6100.0 0.98 0.9% 130 21.6 6100.0 1.02 0.0%
クロロホルム 111 25.1 18000.0 0.44 0.9% 130 36.6 46.5 1.4 0.0%
n-ヘキサン 111 93.6 180.8 2.4 0.0% 130 53.4 104.7 1.8 0.0%
オゾン 111 4.3 5.3 1.2 0.0% 130 8.1 8.5 1.8 0.0%
1,4-ジクロロベンゼン 111 246.5 383.3 15.8 0.0% 130 127.5 443.7 2.1 0.0%
エタノール 111 21.0 42.0 1.3 0.0% 75 7.4 8.5 2.4 0.0%
四塩化炭素 111 320.9 6400.0 2.9 0.0% 130 34.0 6400.0 2.6 0.0%
プロピオンアルデヒド 111 28.7 60000.0 2.6 0.0% 130 22.4 60000.0 2.6 0.0%
酢酸エチル 111 22.1 33.0 2.5 0.0% 130 25.7 40.4 3.6 0.0%
2-エチル-1-ヘキサノール 111 12.6 28.3 1.7 0.0% 130 33.3 67.2 3.7 0.0%
n-ドデカン 111 45.5 69.4 3.2 0.0% 130 29.8 30.2 4.3 0.0%
エチルベンゼン 111 192.4 234.3 35.0 0.0% 130 134.7 339.4 5.3 0.0%
ノナナール 111 192.1 130000.0 3.4 0.0% 130 324.8 130000.0 5.6 0.0%
m,p-キシレン 111 106.8 131.2 16.6 0.0% 130 75.2 158.5 5.7 0.0%
n-トリデカン 111 54.6 133.5 1.8 0.0% 130 52.4 81.2 5.9 0.0%
ヘキサナール 111 499.5 130000.0 8.6 0.0% 130 826.2 130000.0 6.4 0.0%
酢酸 111 6.7 6.7 2.4 0.0% 75 15.3 18.5 6.4 0.0%
1,2-ジクロロプロパン - - - - - 55 371.2 25000.0 6.7 0.0%
n-ノナン 111 428.1 246000.0 6.4 0.0% 130 177.3 460.9 7.0 0.0%
n-テトラデカン 111 26.2 38.0 2.2 0.0% 130 24.3 24.9 7.8 0.0%
ギ酸 111 10.5 10.9 4.3 0.0% 75 16.1 18.1 7.8 0.0%
デカナール 111 749.8 130000.0 6.8 0.0% 130 1165.8 130000.0 9.0 0.0%
n-ウンデカン 111 207.5 423.6 7.8 0.0% 130 139.5 229.3 10.5 0.0%
TMPD-DIB 111 26.4 167000.0 1.1 0.0% 75 43.9 68.4 10.9 0.0%
1,2,4-トリメチルベンゼン 111 92.7 198.4 7.1 0.0% 130 88.6 147.7 11.1 0.0%
アンモニア 110 27.5 28.2 13.8 0.0% 74 90.3 99.8 41.8 0.0%
d-リモネン 111 2647.9 4500000.0 47.8 0.0% 130 675.1 2076.0 11.4 0.0%
n-ペンタデカン 111 1695.8 246000.0 68.0 0.0% 130 161.6 586.6 11.9 0.0%
1-ブタノール - - - - - 55 195.6 748.4 14.4 0.0%
ベンズアルデヒド 111 90000.0 90000.0 90000.0 0.0% 130 1200.0 90000.0 16.6 0.0%
n-ヘキサデカン 111 578.8 246000.0 54.6 0.0% 130 109.2 195.2 17.0 0.0%
o-キシレン 111 310.8 517.3 36.1 0.0% 130 207.2 390.4 20.9 0.0%
シクロヘキサン 111 1182.7 1536000.0 23.4 0.0% 75 598.9 2064.4 25.1 0.0%
TMPD-MIB 111 183.4 194.1 39.5 0.0% 130 241.9 306.0 25.2 0.0%
酢酸-n-ブチル 111 1145.6 700000.0 58.0 0.0% 130 434.8 557.3 28.1 0.0%
i-ペンタナール 111 130000.0 130000.0 130000.0 0.0% 130 2353.4 130000.0 32.0 0.0%
n-オクタン 111 243.6 246000.0 27.8 0.0% 130 353.0 479.2 34.0 0.0%
1,2,3-トリメチルベンゼン 111 603.8 110000.0 12.4 0.0% 130 399.3 590.2 35.7 0.0%
1,3,5-トリメチルベンゼン 111 343.6 110000.0 28.9 0.0% 130 352.1 656.4 36.1 0.0%
スチレン 111 81000.0 81000.0 81000.0 0.0% 130 1979.1 81000.0 39.9 0.0%
アセトン 111 1067.5 1362.5 200.4 0.0% 130 971.2 1291.2 92.3 0.0%
メチルイソブチルケトン 111 1762.6 329000.0 204.0 0.0% 130 5305.1 329000.0 103.4 0.0%
テトラクロロエチレン 111 8536.3 250000.0 76.9 0.0% 130 4173.1 250000.0 168.6 0.0%
クロロジブロモメタン 111 357000.0 357000.0 357000.0 0.0% 130 30870.3 357000.0 237.5 0.0%
メチルエチルケトン 111 228552.8 8686000.0 3326.8 0.0% 130 8864.9 8686000.0 257.9 0.0%
α-ピネン 111 54947.2 2250000.0 1486.1 0.0% 130 7391.2 14670.8 361.6 0.0%
n-ペンタナール 111 3679.7 130000.0 33.2 0.0% 130 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ヘプタナール 111 130000.0 130000.0 130000.0 0.0% 130 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
オクタナール 111 130000.0 130000.0 130000.0 0.0% 130 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
2-ノネナール 111 130000.0 130000.0 130000.0 0.0% 130 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
1,1,1-トリクロロエタン 111 1920000.0 1920000.0 1920000.0 0.0% 130 55324816.7 1920000.0 425575.5 0.0%
o-トルアルデヒド 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
p-トルアルデヒド 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
2,5-ジメチルベンズアルデヒド 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
n-ヘプタン 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
2,4-ジメチルペンタン - - - - - 55 - - - 0.0%
2,2,4-トリメチルペンタン 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
1,2,4,5-テトラメチルベンゼン 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
C4～C11の飽和脂肪族非環式アルデヒド 111 113.5 130000.0 3.4 0.0% 130 179.5 130000.0 3.0 0.0%
C9～C18の脂肪族炭化水素 111 1.1 8.4 0.012 1.8% 130 5.4 6.9 0.3 0.8%
キシレン 111 79.5 108.4 11.7 0.0% 130 55.2 113.5 4.5 0.0%
トリメチルベンゼン 111 65.2 187.2 3.9 0.0% 130 60.1 101.6 6.9 0.0%

MOE RfC
超過率

N
MOE RfC

超過率
N
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研究要旨 

本章ではアンケートから得られた建築・設備情報、運用管理、室内環境などとパッシブサン

プラーを用いた室内空気中化学物質濃度との有意差検定を行った。 

空気質測定は建物としては 131 施設、サンプラー測定としては 235 件となる。アンケート

の有効回答は計 126 施設であった。 

結果、ホルムアルデヒドは宿泊が事務所や店舗より高く、エチルベンゼンやキシレンも宿泊

が高い傾向を示した。建築年数はトルエンやテキサノールにおいては古い建物が高いことが

あり、2E1H は築年数 20～30 年の建物が 40～50 年より高かった。 

エチルベンゼンと o-キシレン共に併用式が中央式より高く、2E1H は併用式が中央式及び個

別式より高いことが認められた。一方、テキサノールは個別式が中央式より高かった。 

喫煙対応においては、ホルムアルデヒド、2E1H 及びドデカンともに室内全面禁煙が完全分

煙（別室）より高かった。室内環境衛生管理項目 6 項目中、CO2濃度測定の実施有無を代表因

子として検定した結果、トルエン、エチルベンゼン、キシレン、2E1H、p-ジクロロベンゼン、

ドデカンが実施している施設において濃度が高く、デカンにおいては実施している施設が低

い結果となった。 

温度及び湿度への苦情に対しては、有り・無し間に有意な濃度差が認められた成分はなかっ

た。臭気への苦情は、ヘキサンにおいて無しが有りより高く、テトラデカンに対しては無しが

有りより高かった。 

壁材として木質系、ビニルクロス、紙クロスが一部成分に対して有意な濃度差を示した。ビ

ニルクロスと紙クロスは成分濃度の傾向が逆に現れた。塗料やコンクリートむき出しに対し

て、有意差が認められた成分はなかった。床材としては、木材・フローリングに対してデカン

濃度が低い結果となった。カーペットはヘキサンとドデカン濃度が低く、コンクリート床材は

デカンが有意に低かった。Pタイルやタイルに対して有意差が認められた成分はなかった。コ

ンクリート OAフロア及びプラスチック OAフロアは 2E1H が高いことが示された。 

スプレー式消臭・消毒剤の使用建物はホルムアルデヒド濃度が高く、オゾン発生器はデカン

とテキサノール濃度が低かった。芳香剤、次亜塩素酸、空気清浄機は有意差が認められた成分

はなかった。においが気になる場所が有り・無しについては、有ると答えた建物ではベンゼン

濃度に有意に高いことが示された。 
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A. 研究目的 

 化学物質は人体や人間活動からも発生する

が、多くの成分は建築部材や内装材、什器など

から発生し、その濃度は室内空調と換気状況に

密接に関連する。 

そのため、室内空気中の化学物質濃度の測定

と調査では、建築物・設備及び室内環境に関す

る情報が重要である。 

本研究では、パッシブサンプラーを用いた化

学物質濃度測定を行っている。加えて、建物や

施設管理者にアンケートを依頼し、建物と設備

概要、室内環境の維持管理状況、空気衛生管理

項目の測定と適合如何、禁煙対策、在室者から

の苦情やにおいなどについて調査した。 

本項では、アンケートから得られた建築・設

備情報、運用管理、室内環境などと化学物質濃

度との相関を調べ、室内環境のなかで問題にな

りうる要素を探索する。 

 

B. 研究方法 

現場で容易に設置できる空気中化学物質サ

ンプリング用の拡散サンプラーセット 2 本

（VOCs 及びアルデヒド類用）と共にアンケー

ト（建築・設備及び室内環境に関する質問票）

を行った。 

測定セットは専門の調査会社に調査委託す

る分と研究者らが手配した特定建築物に直接

郵送で送る分、2通りで行った。 

2020 年度は、56 施設に対して冬期の空気質

調査とアンケートを実施した。更に、この 56

施設のうち、29 施設に対しては 2021 年度夏期

にも 2 回目の測定を実施した。 

2021 年度は新たに 75 施設を選定し夏期及び

冬期の 2 回の測定を行った。 

アンケートでは、建築物の規模や設備の基本

情報、温湿度環境、においなどの空気衛生に関

する内容について設問した。 

 

具体的な内容としては、 

 

・所在地域、建物用途、延床面積、建物フロア

数、建築年度、所有者と使用形態、周辺環境の

情報、事務所の入居階、喫煙対応、空調・給湯

設備 

・内装材及び備品、改修工事の有無と時期、改

修の内容 

・消臭剤、防虫剤など生活用品の使用 

・室内環境や衛生環境に関する従業員からの

苦情 

・新型コロナ対策 

・建築物衛生法の環境衛生管理基準項目の測

定実施と適合状況 

・空調設備の維持管理状況、におう場所、にお

い強度・快適度・受容度 

などである。 

 

建築・設備、室内環境を説明変数、成分濃度

を目的変数として有意差検定（Wilcoxon検定）

を行った。統計解析には SAS-JMP11 を用いて、

有意水準 5%とした。 

結果では、有意差が認められた内容のみ解説

対象とする。また、今回の検定では季節特性は

考慮せず、建物及び設備、室内環境要因だけを

対象とした。 

 

C. 結果 

 パッシブサンプラーによる空気質調査は、

2020 年度冬期 56 件、2021 年夏期 104 件（2020

年度実施物件 29 件＋75 件）、2021 年冬期 75 件

と建物としては 131 施設、サンプラー測定とし

ては 235 件となる。 

サンプラー測定の際にはアンケートも一緒

に依頼している。有効回答は 2020 年度 n=51 施

設、2021 年度 n=75 施設、計 126 施設であった。 

 

 



 

- 93 - 
 

C.1 建物属性と空気中濃度との関係 

 図 7-1 に建物用途と化学物資濃度の有意差

検定結果を、図 7-2 には築年数との関係を示す。 

建物用途は「１.事務所、２.店舗、３.宿泊、

４.学校、５.興行場、６.集合住宅、７.その他」

としている。ホルムアルデヒドに関しては、宿

泊が事務所及び店舗より有意に高い。アセトア

ルデヒドはその他が事務所より、ヘキサンに関

しては店舗が事務所より高い結果となった。エ

チルベンゼンは宿泊が、事務所と店舗より高く、

その他よりは低い結果となった。キシレンに関

しては宿泊が事務所及び店舗より高かった。デ

カンは店舗が事務所より有意に高かった。 

 建築年数は「１：y<10、２：10≦y＜20、３：

20≦y＜30、４：30≦y＜40、５：40≦y＜50、

６：50≦y＜60、７：60≦y＜70、８：70≦y＜

80、９：80≦y」と区分し、濃度との相関を調

べた。トルエンは 40≦y＜50 が２：10≦y＜20

及び３：20≦y＜30 より高く、デカンについて

は５：40≦y＜50 が１：y<10 及び３：20≦y＜

30 より高い。2E1H においては、３：20≦y＜

30 が５：40≦y＜50 より高い。テキサノールは

７：60≦y＜70 が３：20≦y＜30 及び６：50≦

y＜60 より有意に高い結果を示した。 

 

C.2 設備 

 図 7-3 に空調方式と化学物質濃度との解析

結果を示す。 

空調方式は「１：中央式、２：個別式、３：

中央・個別併用、４：その他」としている。エ

チルベンゼンと o-キシレン共に併用式が中央

式より高く、2E1H は併用式が中央式及び個別

式より高いことが認められた。一方、テキサノ

ールは個別式が中央式より有意に高い結果と

なった。 

 

 

 

C.3 喫煙対応 

 図 7-4 に喫煙対応について示した。喫煙に関

しては「１：禁煙、２：完全分煙（別室）、３：

分煙、４：喫煙可能」と聞いている。 

ホルムアルデヒド、2E1H 及びドデカンとも

に禁煙が完全分煙（別室）より高かった。 

 

C.4 室内環境衛生管理項目の測定 

 図 7-5 に CO2測定実施の有無との関係、図 7-

6 にホルムアルデヒド測定実施の有無との解

析結果を示す。 

 ホルムアルデヒドを除く室内環境衛生管理

項目 6 項目については定期測定として同時に

測定を行うことが基本であるため実施有無の

設問に対しては殆ど同じ回答が得られている。 

そのため、換気の指標となる CO2 濃度測定

の実施有無と定期測定項目ではないホルムア

ルデヒド測定の実施有無と化学物質濃度との

有意差検定を行った。 

 CO2測定実施に対しては、トルエン、エチル

ベンゼン、キシレン、2E1H、p-ジクロロベンゼ

ン、ドデカンが実施している施設が実施してい

ない施設より物質濃度が高く、デカンにおいて

は実施している施設が低い結果となった。 

ホルムアルデヒドの測定実施は、実施してい

るところではホルムアルデヒド、ヘキサン、p-

ジクロロベンゼンが有意に高かった。ホルムア

ルデヒドの測定実施は、新築、大規模改修など

新しい内装になっているため、化学物質濃度が

高く出ることと推察される。 

 

C.5 在室者からの苦情 

図 7-7 に温度への苦情、図 7-8 に湿度への苦情、

図 7-9 に臭気への苦情について示した。 

 温度及び湿度への苦情においては、あり、無

しの間に有意な濃度差が認められた成分はな

かった。ただ、あるか無いか「分からない」と

回答した施設がホルムアルデヒドやアセトア
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ルデヒドなど一部物質が低い結果となってい

る。臭気への苦情は、ヘキサンに対して無しが

ありより高く、テトラデカンに対しては無しが

ありより、またわからないがありより高かった。

ホルムアルデヒドに対しては、分からないがあ

り・無しより低い濃度を示している。 

 

C.6 内装材 

 図 7-10 に壁材―木質系、図 7-11 には壁材―

ビニルクロス、図 7-12 には壁材―紙クロスと

の関連性を示した。 

壁材として木質系を使っている建物は使っ

ていない建物よりエチルベンゼン、キシレン、

p-ジクロロベンゼンが高い濃度を示した。ビニ

ルクロスはヘキサン、エチルベンゼン、キシレ

ンが高く、デカンは低い結果となった。紙クロ

スはビニルクロスとは逆に、ヘキサン、エチル

ベンゼン、キシレン、ドデカン共に低い結果と

なっている。 

 塗料やコンクリートむき出しに対して、有意

差が認められた成分はなかった。 

 図 7-13 は床材―木材・フローリング、図 7-

14 は床材―カーペット、図 7-15 は床材―コン

クリートに関する結果である。 

 床材としては、木材・フローリングに対して

デカン濃度が低い結果となった。カーペット使

用建物ではヘキサンとドデカン濃度が低くな

っていた。床材をコンクリートと答えた施設で

は、デカンが有意に低かった。Pタイルやタイ

ルに対して有意差が認められた成分はなかっ

た。 

図 7-16 に床下地―金属製 OAフロア、図 7-

17 には床下地―コンクリート OA フロア、図

7-18 には床下地―プラスチック OA フロアに

ついて有意差が認められた成分を示す。 

 金属製 OA フロアはキシレンとドデカンが

低く、コンクリート OAフロアは 2E1H が高い。

プラスチック OA フロアはデカン及びテトラ

デカンは低く、2E1H は高いことが示された。 

 

C.7 生活用品及びにおい 

図 7-19 にはスプレー式消臭・消毒剤、図 7-

20 にはオゾン発生器について示した。 

スプレー式消臭・消毒剤の使用はホルムアル

デヒド濃度が高く、オゾン発生器はデカンとテ

キサノール濃度が低い結果となっている。他に、

芳香剤、次亜塩素酸、空気清浄機は有意差が認

められた成分はなかった。 

 図 7-21 ににおいが気になる場所がある・無

しについての解析結果を示す。あると答えた建

物ではベンゼン濃度に有意に高いことが示さ

れた。 

 

D. まとめ 

アンケートから得られた建築・設備情報、運

用管理、室内環境などとパッシブサンプラーを

用いた室内空気中化学物質濃度との有意差検

定を行った。 

1) ホルムアルデヒドは宿泊が事務所や店舗よ

り高く、エチルベンゼンやキシレンも宿泊が高

い傾向を示した。 

2) 建築年数はトルエンにおいては 40～50 年

の建物が 10～30 年の建物より濃度が高く、

2E1H においては 20≦y＜30 が 40≦y＜50 より

高く、テキサノールは 60≦y＜70 の古い建物が

３：20≦y＜30 及び 50≦y＜60 より有意に高い

結果となった。 

3) エチルベンゼンと o-キシレン共に併用式が

中央式より高く、2E1H は併用式が中央式及び

個別式より高いことが認められた。一方、テキ

サノールは個別式が中央式より高かった。 

4) 喫煙対応においては、ホルムアルデヒド、

2E1H 及びドデカンともに室内全面禁煙が完全

分煙（別室）より高かった。 

5) 室内環境衛生管理項目 6 項目については定

期測定として同時に測定を行うことが基本で
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あるため CO2 濃度測定の実施を代表項目とし

て検定した。トルエン、エチルベンゼン、キシ

レン、2E1H、p-ジクロロベンゼン、ドデカンが

実施している施設が実施していない施設より

物質濃度が高く、デカンにおいては実施してい

る施設が低い結果となった。 

6) 温度及び湿度への苦情においては、有り・無

しの間に有意な濃度差が認められた成分はな

かった。有るか無いか「分からない」と回答し

た施設がホルムアルデヒドやアセトアルデヒ

ドなど一部物質が低い結果となっている。 

臭気への苦情は、ヘキサンにおいて無しが有り

より高く、テトラデカンに対しては無しが有り

より高かった。 

7) 壁材として木質系、ビニルクロス、紙クロス

が一部成分に対して有意な濃度差を示した。ビ

ニルクロス、紙クロスは成分濃度の傾向が逆に

現れた。塗料やコンクリートむき出しに対して、

有意差が認められた成分はなかった。 

床材としては、木材・フローリングに対してデ

カン濃度が低い結果となった。カーペットはヘ

キサンとドデカン濃度が低く、コンクリート床

材はデカンが有意に低かった。Pタイルやタイ

ルに対して有意差が認められた成分はなかっ

た。コンクリート OAフロア及びプラスチック

OAフロアは 2E1H が高いことが示された。 

8) スプレー式消臭・消毒剤の使用はホルムア

ルデヒド濃度が高く、オゾン発生器はデカンと

テキサノール濃度が低かった。芳香剤、次亜塩

素酸、空気清浄機は有意差が認められた成分は

なかった。 

9) においが気になる場所が有り・無しについ

ては、有ると答えた建物ではベンゼン濃度に有

意に高いことが示された。 
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ホルムアルデヒド 

アセトアルデヒド 

ヘキサン 図 7-1 建物用途と化学物質濃度 

（１事務所、２店舗、３宿泊、４学校、５興行場、６集合住宅、７その他） 
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エチルベンゼン 

m,ｐ-キシレン 

o-キシレン 

図 7-1（続き 1） 建物用途と化学物質濃度 

（１事務所、２店舗、３宿泊、４学校、５興行場、６集合住宅、７その他） 
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エチルベンゼン 

m,ｐ-キシレン 

p-ジクロロベンゼン 

図 7-1（続き 2） 建物用途と化学物質濃度 

（１事務所、２店舗、３宿泊、４学校、５興行場、６集合住宅、７その他） 
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トルエン 

デカン 

図 7-2 築年数と化学物質濃度 

（１：y<10、２：10≦y＜20、３：20≦y＜30、４：30≦y＜40、５：40≦y＜50 

６：50≦y＜60、７：60≦y＜70、８：70≦y＜80、９：80≦y） 
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2E1H 

テキサノール 

図 7-2（続き） 築年数と化学物質濃度 

（１：y<10、２：10≦y＜20、３：20≦y＜30、４：30≦y＜40、５：40≦y＜50 

６：50≦y＜60、７：60≦y＜70、８：70≦y＜80、９：80≦y） 
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エチルベンゼン 

o-キシレン 

2E1H 

テトラデカン 

テキサノール 

図 7-3 空調方式 

（１：中央式、２：個別式、３：中央・個別併用、４：その他） 
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図 7-4 禁煙対応 

（１：禁煙、２：完全分煙（別室）、３：分煙、４：喫煙可能） 

 

 

ホルムアルデヒド 

2E1H 

ドデカン 
ムアルデヒド 

図 7-5 CO2測定実施の有無と化学物質濃度 

（０：無し、１：あり） 

 

トルエン 

エチルベンゼン 
ムアルデヒド 

o-キシレン 
ムアルデヒド 

デカン 
ムアルデヒド 

2E1H 
ムアルデヒド 

p-ジクロロベンゼン 

ムアルデヒド 

m, p-キシレン 
ムアルデヒド 

ドデカン 
ムアルデヒド 
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ホルムアルデヒド 

p-ジクロロベンゼン 

ヘキサン 

図 7-6 ホルムアルデヒド測定実施の有無と化学物質濃度 

（０：無し、１：あり） 

 

ホルムアルデヒド 

図 7-7 温度への苦情 

（１：あり、２：無し、３：わからない） 

 

ホルムアルデヒド 

アセトアルデヒド 

図 7-8 湿度への苦情 

（１：あり、２：無し、３：わからない） 

 
ホルムアルデヒド 

ヘキサン 

テトラデカン 

図 7-9 臭気への苦情 

（１：あり、２：無し、３：わからない） 
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エチルベンゼン 

m,p キシレン 

o キシレン 

p-ジクロロベンゼン 

図 7-10 壁材－木質系 

（０：無し、１：あり） 

 

ヘキサン 

デカン 

o キシレン 

m, p キシレン 

エチルベンゼン 

図 7-11 壁材－ビニルクロス 

（０：無し、１：あり） 

 

ヘキサン 

エチルベンゼン 

m, p キシレン 

o キシレン 

ドデカン 

図 7-12 壁材－紙クロス 

（０：無し、１：あり） 
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デカン 

ヘキサン 

ドデカン 

図 7-13 床材－木材・フローリング 

（０：無し、１：あり） 

 

図 7-14 床材－カーペット 

（０：無し、１：あり） 

 

デカン 

m, p キシレン 

ドデカン 

図 7-15 床下地－コンクリート 

（０：無し、１：あり） 

 

図 7-16 床下地－金属製 OAフロア 

（０：無し、１：あり） 

 

2E1H 

図 7-17 床下地－コンクリート OAフロア 

（０：無し、１：あり） 

 
デカン 

2E1H 

テトラデカン 

図 7-18 床下地－プラスチック OAフロア 

（０：無し、１：あり） 
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図 7-19 スプレー式消臭・消毒剤 

（０：無し、１：あり） 

 

図 7-20 オゾン発生器 

（０：無し、１：あり） 

 

図 7-21 においが気になる場所がある 

（０：無し、１：あり） 

 

ホルムアルデヒド 

デカン 

テキサノール 

ベンゼン 
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